




持続可能な農業の実現を

　2019年の十勝は、気温、日照時間ともに平年を上回り、大きな災害もなく比較的安定した年と

なりました。管内24ＪＡの農畜産物取扱高は、史上最高となる3549億円となり、管内ＪＡが目標

としていた3500億円に２年早く到達しました。異常気象や災害に見舞われながらも着実に生産力、

ブランド力を高めてきた結果で、関係各位のご尽力に敬意を表します。

　国際情勢を振り返りますと、2020年１月１日には日米貿易協定が発効しました。関税の撤廃・

削減で海外の安い農畜産物が流入し、競合する十勝産品の価格下落につながると懸念されていま

す。生産額の減少は北海道全体で最大約371億円、帯広市で最大約６億7800万円と試算され、今

後もその影響を注視していく必要があります。それと同時に、新たな生産手法、研究成果を取り

入れ、持続可能でより力強い十勝農業を実現しなくてはなりません。

　新型コロナウイルスによる感染症のまん延により、20年度は先の見えない不安の幕開けとなり

ました。外国人技能実習生の入国が難しくなり、技術移転や営農に支障を来しているほか、外食

の減少や学校給食の停止により、加工用・業務用の農畜産物の需要にも影響が出ています。例年、

本冊子に掲載している専門家による座談会も、状況が見通せないことから中止とし、識者２氏に

2019年の営農を振り返っていただきました。

　当フォーラムは十勝農業の発展に向けて1993年から道内の研究機関の研究成果と、十勝毎日新

聞に掲載された農業関連記事をまとめた「農業新技術・十勝農業情報ハイライト」を編集し、各

ＪＡを通じ、組合員の皆さまへ無料配布しています。

 28年目の刊行となる2020年版は、道立十勝農業試験場、道立畜産試験場のご協力をいただき、

27件の研究成果を収めました。昨年に引き続き帯広畜産大学の研究成果も掲載しております。

　最後になりましたが、製作にご協力をいただいた道立農業試験場、帯広畜産大学などの関係機

関、冊子の配布を引き受けていただいた管内各ＪＡの皆さまに心からお礼を申し上げ、刊行のあ

いさつとします。
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－1－

　2019年の十勝農業は春先の高温・干ばつなど天候に左右された面もあったが、畑作が小麦を中心に豊作

基調となった。酪農・畜産も生乳生産を中心に堅調に推移し、農畜産物の管内ＪＡ取扱高は過去最高とな

る3549億円を達成した。昨年の総括と新型コロナウイルスの影響など今年の営農の展望について、２氏に

語ってもらった。

【十勝農業　19～20年　回顧と展望】
ＪＡ酪農畜産、畑作対策組織トップに聞く

「取扱高最高　コロナ影響懸念」

◆十勝地区農協農産対策委員会委員長
　（ＪＡおとふけ組合長）� 笠井　安弘 氏
－昨年の畑作や青果の作柄を振り返って。

　十勝全体で見ると酪農畜産が底堅かった。天候面

の心配はあったが、生産量は畑作、野菜ともまずま

ずだった。ただ、ジャガイモは量がたくさん取れて

も価格が上がっていない。ニンジンも価格が飛ばず

に終わった。小麦は前年が悪かったので数字は伸び

たが、ビートは糖度が落ちた。作物によって個人差

があったのではないか。

　天候は冬の間の積雪と、春の雨が少なかった。高

温干ばつで、ニンジンなど早い作型のものは芽が出

ても焼けてしまい、まき直しを強いられた。

－�2020～22年の畑作物直接支払交付金の数量単価が

決まった。

　ビートの基準糖度は0.3度引き上がり16.6度となっ

た。据え置きが望まれるが、計算式（直近の実績）

からみて、そうならないだろうと思っていた。その

点で道内選出の議員に頑張ってもらった。普通であ

れば大きく上がるものが0.3度の幅に収まり、ひと

まず、ほっとしている。

－１月に日米貿易協定が発効された。

　交渉した政府は影響を最小限に抑え「ウィンウィ

ン」の結果と強調するが、勝負にウィンウィンはな

く、どちらかが負けるものだと思う。政府発表を

100％信じるのではなく、実際に始まってから、影

響について動きを見ていかなくてはならない。

　生産者への支援としては、補助事業の要件を緩和

してもらいたい。人的要件が足りていない個人でも、

気軽に補助を受けられるようにしてもらえれば。

のが変わるかもしれないし、十勝の小豆は風味がな

いと言われる状況がくるかもしれない。気象の変化

には神経質にならなければ。

－人手の確保は。

　可能な分野は機械に任せないと、やっていけない

時代になる。外国人雇用についても、特に畑作や野

菜は通年雇用ができず、簡単ではない。農家に生ま

れた人が必ず後継者になるとは限らないが、一方で

その逆もあり得る。農家をやってみたいという人を

連れてきて、取り組んでもらうことが必要だ。ＧＰ

Ｓによる自動運転トラクターなど、技術は進歩して

いる。昔のように農家の勘がなくてもやれる時代に

なっている。

－今年の展望は

　新型コロナウイルスが拡大しており、加工工場が

止まれば、十勝産の原料が供給できなくなる。使い

切れない原料が出れば、今年以降の生産にも影響す

るだろう。需要が減れば価格の低下も懸念される。

たとえば小豆は増産方向だが、土産物や和菓子に消

費が向かなくなることが心配だ。東京五輪での消費

にも期待していただけに、狂ってしまった面があ

－胆振東部地震など災

害が多発し、気象条件

も変化している。対応

は。

　発電機への対応は進

んでいるが、正直、農

協や個人でどこまでで

きるのかという問題も

ある。もう少し時間が

たてば、作付けするも
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＜かさい・やすひろ＞

　1951年音更町生まれ。帯広農業高卒。2013年から

ＪＡおとふけ組合長を務める。

◆十勝酪農畜産対策協議会会長
　（ＪＡ大樹町組合長）� 坂井　正喜 氏
－昨年の酪農を振り返って。

　乳価が飲用向けで４円上がった。管内のホクレン

の生乳受託量は昨年度、前年度比で3.8％の伸び。

生乳生産は７月下旬の猛暑で道内では生産が落ち、

十勝も例外ではなかった。しかし、その後はＶ字回

復した。生乳生産の伸びと価格に支えられて、総体

的に良い年だった。

－飼料生産は。

　一番牧草は適期に収穫できた。デントコーンは倒

伏もなく登熟が進み、農作業自体は順調だった。好

調な生乳生産は、質、量ともに良かった飼料が要因

の一つだ。

　牧草や飼料用トウモロコシの粗飼料が十分に使え

るので、濃厚飼料の購入量を減らすことができ、経

営コストの削減につながる。飼料の質がよいので、

今年はさらに生乳生産が伸びることが期待される。

－個体販売の状況について。

　初妊牛の市場価格が下がった時期もあったが、大

きく落ち込まずに（価格は）戻っている。技術革新

が進み、Ｘ精液（性選別精液）によって雌牛を希望

すれば、増頭につなげることが可能。ホルスタイン

の腹を使って和牛を産ませたり、和牛を交配させて

交雑種（Ｆ１）にしたり、経営判断で選択できるよ

うになった。

－肉用牛は。

　初生（生後２カ月齢未満）、素牛（生後18カ月齢

未満の未授精の牛）など順調に高値で推移した。枝

肉価格も１年通して安定していた。都府県の生産者

が離農などで減る中、供給元として北海道・十勝が

注目されている。

て生産コストを下げなくてはならない。

－生産現場の課題を。

　酪農、畜産ともに生産現場の人手不足は課題にな

っている。規模拡大と同時に労働時間は増える傾向

にある。ロボット搾乳などの機械や外国人研修生を

活用し、効率的に経営する時代。ＴＭＲセンター、

ほ育育成牛の受託など分業化が進んでいるので、上

手に選択しながら経営していくことが求められる。

　増頭に伴う家畜ふん尿の処理も大きな課題。バイ

オガス発電は停滞している計画もあるが、北海道電

力の送電線増強の動きがあるので、それぞれ準備を

している。

－昨年の総括と今年の営農の展望は

　16年は連続台風によって牛舎の被害や生乳流通、

飼料の品質低下など大きな被害を受けた。18年は胆

振東部地震によるブラックアウト（道内全域停電）

によって生乳を廃棄する事態になった。昨年は大き

な災害がなく、本当に良かった。

　生乳生産は、飼育頭数が増えているのと粗飼料が

良かったこと、昨夏は猛暑でなかったので妊娠が順

調なことから伸びが期待できるのではないか。た

だ、新型コロナウイルスの感染拡大の影響で、副産

物（子牛）の価格低下も想像される。乳価は決まっ

た価格なので本来の搾りを努力していくことにな

る。牛が病気にならないようしっかり管理し、生乳

を搾るという基本が大事な年になる。

＜さかい・まさき＞

　1950年大樹町生まれ。大樹高校卒。家業の酪農を

継ぎ、2008年にＪＡ大樹町の組合長に就任。

る。一方外出しなくなることで、自宅で消費する食

材は需要が増えている。

　営農としては、まとまった雪が降った時期が遅か

ったこともあり、（４月中旬時点で）春作業は去年と

比べると遅いようだ。ただ秋まき小麦もここまでは

良い状況。今後の天候も順調であることを願いたい。

　日米貿易協定により

牛肉の生産額の減少が

懸念される。ただ一気

に影響が出るのではな

い。いかに対策を打っ

ていくかだ。酪農・畜

産は規模拡大を続けて

きた歴史がある。スケ

ールメリットを追求し、

新しい技術を取り入れ
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最新農業技術情報

道総研　北見農業試験場　研究部　生産環境グループ
道総研　十勝農業試験場　研究部　生産環境グループ

冬に土を凍らせて上手な畑管理

１．成果の概要

（１）冬期間に雪踏みを行うことにより、野良イモの防除と土壌物理性の改善が可能です。

（２）生産者が凍結深を把握できる土壌凍結深推定システムを整備しました。

２．成果内容

　秋まき小麦の上での雪踏みをすると、無処理（自然積雪）と比べて子実重は増加しないか、減収する場合も

ありました。減収した圃場では積雪深が浅いときに雪踏みを行っていたため、茎葉が損傷し、減収する要因と

なっていました（図１）。したがって、秋まき小麦圃場では積雪深20cm 未満での雪踏みを避けることで、効

果的な野良イモ対策を実施することが可能です。

　直播てんさい前の雪踏みにより砕土性は向上しますが、春の地温上昇が遅れるため、初期生育が劣ります。

そのため収量の向上は期待できません。

図１　初回雪踏み時の積雪深と収量比の関係

（破線は積雪深20cm）
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で

　重粘土圃場での雪踏みは砕土性が向上し土壌が膨軟化します。深さ20～30cmまで土壌が膨軟化することで、

その後の飼料用とうもろこしの増収が期待できます（表１）。

　土壌凍結深は十勝農協連が運用しているウェブサイトで確認できます（図２，https://www.jatokachi.

jp/）。現在の凍結深と将来予測を確認しながら、雪踏みにご活用ください。

３．留意点

　目標土壌凍結深は各作物とも30cm です。過度に凍結が深くなると春の作土の乾きや地温上昇の遅れが顕著

になるので注意が必要です。

（成績名：土壌凍結深制御技術の適用拡大と技術体系化）

処理 深さ 容積重 孔隙率 収量 

 (cm) (g/cm 3) (%) (kg/10a) 

無処理 

10～20 1.3 48 

5902 20～30 1.7 35 

30～40 1.6 38 

雪踏み 

10～20 1.2 50 

6889** 20～30 1.4* 44** 

30～40 1.6 41 

表１　�重粘土圃場において雪踏みが土壌物理性と飼料用とうも

ろこしの収量に与える影響

　　　（*印は無処理と差があることを示す。）

図２　十勝農協連の雪踏みによる土壌凍結深推定システム
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道総研　中央農業試験場　研究部　栽培環境グループ
道総研　十勝農業試験場　研究部　生産環境グループ
道総研　北見農業試験場　研究部　生産環境グループ

天候不良に強い秋まき小麦の作り方

１．成果の概要

（１）「きたほなみ」は多肥や起生期重点施肥で栽培すると、日照が少ない登熟条件での減収が大きくなります。

（２�）起生期ではなく幼穂形成期に追肥すると、群落の受光態勢が向上し、日照が少ない場合でも減収を小さ

くできます。

（３�）登熟不良条件では穂数を増やしても製品収量が増加しません。収量・品質の年次変動を小さくするには

穂数550～650本 / ㎡を目標に受光態勢を良好に保つことが有効です。

２．成果内容

　日照が少ない登熟条件のとき、それ以前の追肥量を多肥や起生期重点にすると大きく減収します（図１）。

図１　日照が少ない登熟条件での施肥管理と収量

　起生期ではなく幼形期に重点的に追肥することで、

受光体勢が向上し、群落内が明るくなります。それ

により日照が少ない場合でも減収を抑えることがで

きます（図２）。

図２　登熟期間中の群落内の光量

（凡例のかっこ内数値は、遮光時の減収率を示す）
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

　登熟条件が良好であれば、穂数を650本 / ㎡まで増加させれば増収します。しかしそれ以上穂数を増加させ

ても製品収量は増加しません。一方、登熟不良条件では550本 / ㎡から穂数を増やしても製品収量は増加しま

せん。そのため、収量・品質の年次変動を小さくするためには、穂数550～650本 / ㎡を目標として幼形期重

点の追肥を行うことが有効です（図３）。

図３　登熟良否による穂数と製品収量の関係

これまでの目標（穂数700本 /㎡） 安定生産に向けた目標（穂数550本 /㎡）

３．留意点

（１）本成績は「きたほなみ」の気象による収量・品質の年次変動緩和に向けた対応技術としてご活用ください。

（２）本成果は適正播種量・適期播種に基づいています。薄播・遅播は減収リスクがあります。

（３）本成果を反映した施肥ツールを道総研ウェブページで公開予定です。

　　　https://www.hro.or.jp/list/agricultural/index.html

（成績名：　秋まき小麦「きたほなみ」の気象変動に対応した施肥管理）

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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道総研　十勝農業試験場　研究部　生産環境グループ・地域技術グループ
道総研　北見農業試験場　研究部　地域技術グループ

ひとまわり大きな直播たまねぎの作り方

１．成果の概要

（１�）窒素吸収量が増えると、たまねぎの球は大きくなります。L 大規格（横径８～９cm）以上の球を過半

数とするためには、約16kg/10ａの窒素を吸わせる必要があります。

（２�）直播たまねぎの窒素吸収量は播種10週目から急増します。これに合わせて、効率よく窒素を吸わせて

やることで、球の肥大を改善できます。

（３�）窒素の全量を、播種前：８週目＝１：２として分けて与える（分施重点）ことで、雨の多い年でも大球

を生産し、収量を安定させることができます。　

２．成果内容

窒素分施とは？

窒素吸収量と球の大きさの関係

窒素を播種前と生育途中の２回に分け

て与える施肥法

一球重の平均を L 大規格相当の230ｇ

にするためには16kg/10ａの窒素吸収

が必要
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

３．留意点

（１）総窒素施肥量は15kg/10ａを標準とし、地力に応じて加減します。

（２�）分施の時期は播種８週目を基本とし、前後２週の範囲で、分施日以降の降雨量の見込みが少ない場合に

はやや早め、多い場合にはやや遅らせることにより、効果が安定します。

（成績名：　球肥大改善に向けた直播たまねぎの窒素分施法）

直播たまねぎの生育と窒素吸収

直播たまねぎの生育は移植の４週遅れ

窒素吸収量は10週目から急増、倒伏

揃期頃に最大に

球の大きさへの効果 収量への効果

肥大期までの雨が多い年には一球重が

２割アップ

肥大期までの雨が多い年には加工収量

も２割アップ

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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ながいもの安定多収には芽出しの湿度管理が大事！

道総研　十勝農業試験場　研究部　地域技術グループ

１．成果の概要

　催芽（芽出し）の時の湿度を100％から80％に変えると、

（１）催芽期間が湿度100％より１～２週間長くなります。

（２）しかし、植付け後の萌芽が早く、揃いも良くなります。

（３）また、大きな減収要因の一つである不萌芽がほぼ無くなり増収します。

（４）作業体系が大きく変わらず、粗収益が高まるので経営メリットが大きくなります。

２．成果内容

0 20 40 60 80 100

0週

1週

2週

3週

4週

5週

芽長別割合(%)

催
芽

期
間

0 20 40 60 80 100

週

週

週

週

週

週

芽長別割合(%)

無 小 大豆粒大以上催芽期間がやや長くなる

萌芽性が格段に向上する

湿度100％ 湿度80％

萌芽期：萌芽率40％　　

萌芽揃い期：萌芽率80％
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

３．留意点

（１）湿度の改善で10ａ当たり粗収益が約20万円アップします。

（２）作業や費用はほぼ変わりません。

（成績名：ながいもの安定生産に向けた催芽法改善）

0

1

2

3

4

5

6

湿度100% 湿度80%

規
格
内
収
量

(
t
/
1
0
a
)

15%アップ

欠株（不萌芽）が減り、収量が増える

湿度100％ 湿度80％

提案する催芽法と作業体系

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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てんさい新品種
病害に強くて多収の「バラトン」（旧系統名「ＨＴ43」）

道総研　北見農業試験場　研究部　地域技術グループ
道総研　十勝農業試験場　研究部　地域技術グループ

１．成果の概要

（１）「リボルタ」より、収量性が向上している。

（２）「リボルタ」に近い４病害抵抗性を持つ。

（３）褐斑病の多発が懸念される圃場を除いた「リボルタ」に置き換える。

２．成果内容

表１　収量全道平均　（平成28年～令和元年）

表２　病害等抵抗性

品種名 根重 

(t/10a) 

根中 

糖分(%) 

糖量 

(kg/10a) 

「リボルタ」対比（％） 

根重 根中糖分 糖量 

バラトン 7.79 16.30 1,270 107 98 105 

リボルタ 

（置換対象品種） 

7.29 16.61 1,211 100 100 100 

品種名 抽苔 

耐性 

病害抵抗性 

そう根病 褐斑病 根腐病 黒根病 

バラトン やや強 強 強 やや強 やや強 

リボルタ やや強 強 かなり強 強 やや強 

注）収量平均は、北見農試、十勝農試、および北海道てん菜協会（３か所）の全道５か所のべ20か所平均

注�）病害抵抗性の試験は、北見農試（抽苔耐性、そう根病）、十勝農試（褐斑病、根腐病）、中央農試（黒根病）

で行った。
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図１　「バラトン」の草姿

本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

３．留意点

（１）北海道一円、5,000ha の普及を見込んでいます。

（２�）本品種のそう根病抵抗性は“強”ですが、まれに本品種を含めた抵抗性品種に黄化症状が発生した例が

あるため、そのような症状が確認された圃場では、てんさいの栽培を控えてください。

（３）抽苔耐性が“やや強”であるため、早期播種や過度の低温による馴化処理は避けてください。

（成績名：てんさい新品種「HT43」）

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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てんさい新品種
糖分が高くて多収の「ボヌール」（旧系統名「Ｈ152」）

道総研　北見農業試験場　研究部　地域技術グループ
道総研　十勝農業試験場　研究部　地域技術グループ

１．成果の概要

（１）高糖分の「ラテール」並に高い根中糖分を持つ。

（２）「ラテール」より、収量性が向上している。

（３）褐斑病抵抗性は、“強”の「ラテール」より弱いが、“やや弱”の「パピリカ」より強い“中”である。

（４）褐斑病発生に特に注意が必要な圃場を除いて「ラテール」に置き換える。

２．成果内容

品種名 根重 

(t/10a) 

根中 

糖分(%) 

糖量 

(kg/10a) 

「ラテール」対比（％） 

根重 根中糖分 糖量 

ボヌール 7.57 17.54 1,328 105 102 108 

ラテール 

（置換対象品種） 

7.18 17.18 1,235 100 100 100 

品種名 抽苔 

耐性 

病害抵抗性 

そう根病 褐斑病 根腐病 黒根病 

ボヌール 強 強 中 弱 やや強 

ラテール 強 強 強 弱 やや強 

パピリカ 強 強 やや弱 やや弱 中 

表１　収量全道平均　（平成29年～令和元年）

表２　病害等抵抗性

注）収量平均は、北見農試、十勝農試、および北海道てん菜協会 ( ３か所 ) の全道5か所のべ15か所平均

注�）病害抵抗性の試験は、北見農試（抽苔耐性、そう根病）、十勝農試（褐斑病、根腐病）、中央農試（黒根病）

で行った。
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

３．留意点

（１）北海道一円、3,000ha の普及を見込んでいます。

（２）褐斑病抵抗性が“中”であるので、適切な防除に努めてください。

（３）根腐病抵抗性が“弱”であるため、適切な防除に努めてください。

（成績名：　てんさい新品種「H152」）

図１　「ボヌール」の草姿

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で



－15－

たくさんとれる！そば新品種「キタミツキ」

農研機構　北海道農業研究センター　畑作物開発利用研究領域　資源作物グループ

１．成果の概要

　そば品種「キタミツキ」は、北海道で多く栽培されている「キタワセソバ」（平成30年の栽培面積、約

21,000ha）と比べ収量が多く、容積重は重く、健康に良いとされるルチンの含量は高い特徴があります。「キ

タワセソバ」の後継品種として普及を進めています。

（１）収量性は「キタワセソバ」よりも多収です。

（２）容積重は「キタワセソバ」よりも重く、等級検査に有利です。

（３）ルチン含量は「キタワセソバ」よりも高く、品質に優れています。

（４）食味は「キタワセソバ」と概ね同等で、製麺性はやや優れます。

２．成果内容

育成地における「キタミツキ」の栽培特性と品質

北海道農業研究センター（育成地）における生産力検定試験（平成24～令和元年、標準播種）の平均値。

標準比：「キタワセソバ」に対する子実重比。容積重：磨きをかける前の値。

北海道農業研究センター（芽室町、札幌市）、道総研中央農試（長沼町）、深川市、旭川市、幌加内町における

平均値。容積重は磨きをかける前の値。**：1％水準で有意差有り（ｔ検定）。

収量性 容積重
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本技術内容についての問い合わせ先

農研機構　北海道農業研究センター

地域戦略部研究推進室広報チーム

電話（011）857－9260

E-mail：cryoforum@ml.affrc.go.jp

３．適　地

（１）普及見込み地帯　北海道のそば栽培地帯

（２）普及見込み面積　6,000ha（令和７年）

４．種子の入手方法

　種子の入手方法については、下記の種苗入手先リストをご参照ください。検索ボックスにキタミツキと入力

して絞り込みが可能です。(URL:http://www.naro.affrc.go.jp/collab/breed/seeds_list/)

（成績名：そば新優良品種候補「キタミツキ」（旧系統名　北海14号））

写真　そばの茹で麺

左：キタワセソバ

右：キタミツキ

ソバ粉：小麦粉＝8:2

実需者による「キタミツキ」の食味・加工評価

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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ロボットトラクタが実用化！～作業時間の削減効果～

道総研　十勝農業試験場　研究部　生産システムグループ
道総研　中央農業試験場　生産研究部　生産システムグループ

１．成果の概要

（１）ロボットトラクタは耕耘整地、残渣細断、播種に適用できます。

（２�）有人トラクタとの協調作業により、１作業協調で慣行から約40%、２作業協調では約25％の作業時間

を削減可能です。

（３�）整地、播種、中耕除草、馬鈴薯培土、てん菜茎葉処理、小麦残渣処理でロボットトラクタを使用した場

合、作業時間が約17～23％削減されます。

２．成果内容

　播種の精度は、自動走行と手動走行で同程度です。

表１　播種の作業精度

写真１　自動走行での播種の一例

　除草軌跡が作物列 ( 播種軌跡 ) とずれると、作物列損傷のリスクが想定されます。

図１　自動走行での播種および除草軌跡の一例
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

３．留意点

（１�）ロボットトラクタの使用は、「農業機械の自動走行に関する安全性確保ガイドライン」を遵守してくだ

さい。

（２）今後ソフトウェアやセンサ類は随時改良、更新され、作業精度向上および機能拡大が見込まれます。

（成績名：ロボットトラクタの適用作業及び作業時間の短縮効果）

表２　協調作業での作業時間短縮程度

注）１作業協調は同じ作業機をつけた場合、２作業協調は異なる作業機をつけた場合。

注�）ロボトラ体系では将来的に作業精度もさらに向上した場合を想定

し、中耕除草、培土でもロボットトラクタを使用しています。

図２　畑輪作におけるロボトラ体系および慣行体系での作業時間

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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道総研　十勝農業試験場　研究部　生産システムグループ・生産環境グループ

ＩＣＴによるマップ情報で畑を診断！
～可変施肥の効果的活用法～

１．成果の概要

（１�）人工衛星やドローンまたは車載型のセンサにより取得された生育と土壌のデータから畑毎に可変施肥効

果の大小が判断できます。

（２�）センサにより取得された畑の中の生育とコンバイン収量計のデータを使って効果的な可変施肥が可能に

なります。

２．成果内容

（１）可変施肥は土壌の腐植（可視画像のでは色の濃淡）と生育が正の関係にある畑で効果的です。

※秋まき小麦、てん菜、馬鈴しょ試験の平均値
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

（２�）可変施肥を実施した畑では、生育と収量の両方が悪い箇所を増肥効果が小さい箇所としてマップ化する

ことで、翌年以降的確な増肥対応が可能になります。

３．留意点

（１）畑毎の可変施肥適否判断を機器導入前にすることにより無駄な機械投資が抑制できます。

（２�）畑の中の増肥適否マップを利用した可変施肥により、秋まき小麦の更なる増収と無駄な施肥量の削減を

図ることができます。

（成績名：生育・収量・土壌センシング情報の活用による可変施肥効果の安定化）

畑の中における小麦追肥時の生育と収量の関係

増肥効果が小と推定されたエリアで増肥の有無を比較した結果

増肥効果が小さいと推定される箇所

増肥が有効

増肥が無効

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で

収
量

（
k
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/
1
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マップ化
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道総研　北見農業試験場　研究部　麦類グループ

道産小麦でスイーツが作れる !
菓子用薄力小麦「北見95号」

１．成果の概要

（１）「北見95号」は北海道初のお菓子用品種です。

（２）農業特性は「きたほなみ」並です。

２．成果内容

　「北見95号」は「きたほなみ」に比べ、アミロース含量がやや高く、生地物性が弱く（薄力）、スポンジケ

ーキ適性およびクッキー適性が優れる北海道初の菓子用品種です（図１）。

　成熟期・子実重は「きたほなみ」と同等です。耐病性・障害耐性は、耐雪性が“やや強”、穂発芽性が“や

や難”で、「きたほなみ」と同等です（表１、表２）。

　ただし、注意点もあります。日照時間が少ないと低収になる傾向があります。容積重がやや軽いです。赤か

び病の防除は適切に実施しましょう。蛋白質含量が高くなりすぎないよう、過剰な追肥は避けましょう。

図１　「北見95号」の加工特性
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

３．留意点

（１）北海道の秋まき小麦栽培地域で作付けできます。

（２）2024年頃に1,500ha の普及を目指しています。

（成績名：小麦新品種候補「北見95号」）

表１　普及見込み地帯の生育 ･ 収量

表２　病害および障害抵抗性

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で



－23－

直播栽培でも安心　テンサイ黒根病の防除対策

道総研　北見農業試験場　研究部　地域技術グループ・生産環境グループ
農研機構　北海道農業研究センター　畑作物開発利用研究領域　テンサイ育種グループ

１．成果の概要

（１）黒根病発生履歴のある圃場においては、可能な限り抵抗性“強”品種を作付けする。

（２�）発生履歴のある圃場で抵抗性“やや強”品種を作付けする場合は、７月上旬の薬剤株元散布が有効である。

（３）移植栽培と同様に、圃場の排水対策を基本技術として実行する。

２．成果内容

　黒根病は、てんさいの重要な病害の一つです。2010年と2016年の被害面積は約１割に達し、近年は多発傾

向にあります。現在の防除対策は移植栽培に向けたものであるため、直播栽培における防除対策を示しました。

　直播栽培は、黒根病による被害が移植栽培より大きくなりやすいです。

　抵抗性“強”品種の防除効果が最も高く安定しており、“やや強”品種では薬剤の株元散布も有効でした。

図１　抵抗性が異なる品種の移植栽培と直播栽培における発病

（十勝管内現地圃場、2019年）

注）　発病指数が４以上の株は圃場で廃棄となる。➡発病指数４の株
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図２　抵抗性が異なる品種の直播栽培における糖量

（十勝管内現地圃場、2019年）

本技術内容についての問い合わせ先

道総研北見農業試験場

電話（0157）47－2146

E-mail：k itami-agr i.or.jp

３．留意点

（１）本成績は直播栽培におけるテンサイ黒根病の防除対策として活用してください。

（成績名：てんさい直播栽培における黒根病の防除対策）

「北海みつぼし」（直播、抵抗性“強”） 「リボルタ」（直播、抵抗性“やや強”）

表１　 フルアジナム水和剤 F の株元散布に

よる黒根病の防除効果

　　　 （十勝管内現地圃場、2019年、「アン

ジー」（抵抗性“やや強”）、直播）

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で

注）株元散布は200リットル /10ａの１回散布
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道総研　花・野菜技術センター　研究部　生産環境グループ
ホクレン農業協同組合連合会　農業総合研究所

アスパラも、コーンも、ＭＡフィルムでフレッシュ流通

１．成果の概要

　ＭＡ（Modified Atmosphere、雰囲気調整）フィルムは、青果物周辺を高二酸化炭素濃度、低酸素濃度に

保つ包装資材で、品質や鮮度を高く維持する効果があります。これまでに、ブロッコリでの研究成果を基に、

一部ＪＡで導入例がありました。今回は、グリーンアスパラガスとスイートコーンでその効果を検証しました。

（１）アスパラガスでは、ＭＡフィルムの使用で、保冷剤入り発泡箱（従来）より包材費がダウンできます。

（２）スイートコーンでは、ＭＡフィルムの使用で、段ボール箱包装（従来）より品質がアップします。

２．成果内容

（１�）アスパラの蔵置試験ではＭＡフィルムおよび発泡箱を用い13℃以上で保管した場合、異臭の発生、食

用不適となるような異味の発生など品質上の問題がありましたが、10℃以下の保管ではそのような問題

は発生しませんでした。10℃保管ではＭＡフィルム区は発泡箱区と同等であり、段ボール箱区と比べる

と外観の異常は少ないものでした。また、輸送実証試験においてＭＡフィルム区は概ね発泡箱区と同程度

の品質で、段ボール箱区より外観異常の発生が少ないものでした。しかし ､ 流通中の温度が高めに推移し

長時間にわたる輸送の場合、臭気の発生が見られることがありました。以上よりＭＡフィルムは発泡箱と

同等の品質でアスパラを流通できると考えられました。包材費は発泡箱の約335円 / 箱に対しＭＡフィル

ム使用で約300円 / 箱と、１割程度削減できると試算されました。
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研花・野菜技術センター

電話（0125）28－2800

E-mail：hanayasai-agr i@hro.or.jp

（２�）コーンの蔵置試験では、ＭＡフィルムを用いた15℃以上の保管で異臭の発生が認められました ｡ 一方、

10℃保管では14日後でも異臭の発生は見られませんでした。段ボール区でえくぼ粒 ､変色粒 ､ ハスクの枯

れやカビの発生など ､ 外観品質が低下する条件でもＭＡフィルム区では発生が僅かでした ｡ 食味はＭＡフ

ィルム区が同等か優る傾向にありました ｡ 輸送実証試験においてＭＡフィルム区は食味が概ね高く評価さ

れ ､ 流通業者からハスクのみずみずしさ等の外観が優ると評価されました ｡ 以上よりＭＡフィルムは従来

の段ボール箱より外観異常の発生を抑えつつ ､同程度以上の食味でコーンを流通できると考えられました。

包材費はフィルム代が約200円 / 箱程度増加します。

（３�）実証試験では高温でも異臭の発生がない事例もありましたが、温度管理された蔵置試験でアスパラ、コ

ーンとも10℃を超える温度帯で異臭の発生が確認されたことから、ＭＡフィルムを使用した流通でも10

℃以下の低温保管・流通が望まれます。

３．留意点

（１）ＭＡフィルムは品目、内容量によって設計が異なります。必ず目的に合ったフィルムを使用して下さい。

（２）ＭＡフィルムは密封して使って下さい。

（３）10℃以上の高温は品質に悪影響があります。10℃以下の低温管理を心がけて下さい。

（４）予冷は従来と同じように、収穫後速やかに、十分に行って下さい。

（５）本成果は全道の産地で導入可能です。フィルムの購入についてはホクレン各支所にご相談下さい。

（成績名：ＭＡ包装フィルムを用いたグリーンアスパラガスおよびスイートコーンの流通技術）

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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道総研　中央農業試験場　研究部　予察診断グループ

令和２年に注意を要する病害虫

１．成果の概要

　北海道病害虫防除所、道総研各農業試験場および道農政部技術普及課等で実施した病害虫発生予察事業なら

びに試験研究で得られた結果から、令和２年に特に注意すべき病害虫について報告します。

２．令和元年の病害虫の発生状況

表１　2019年に多発・やや多発した主要病害虫　令和元年は、４、５月が全道的に高温少雨に経過したた

め、水稲のアカヒゲホソミドリカスミカメの第１回成虫と

たまねぎのネギアザミウマは早発し、その後の早夏～夏季

が高温傾向となったことから産卵活動が活発となり多発し

ました。また、秋まき小麦の赤さび病は、５～６月の高温

多照により多発しました。リンゴの黒星病は、８月の多雨

により発生量が増加し、一般園においても被害が認められ

ました。

　道内の主要病害虫の内、令和元年に多発となったものを

表１にまとめました。

３．令和２年に特に注意を要する病害虫

（１）秋まき小麦の赤さび病

　　�　高温多照の気象条件で多発しやすい病害です。秋ま

き小麦の「きたほなみ」は、本病に対する抵抗性が“や

（下線は多発生となった病害虫を示す）

や強”ですが、近年は各地で発生が目立っているため抵抗性“弱”品種に準じた防除が必要な状況です。

上位葉に発病が認められてからの防除では十分な効果が得られないため、発病が懸念されるほ場では、止

葉抽出から穂ばらみ期に１回、開花始に１回の薬剤散布が必要です。

（２）秋まき小麦の土壌病害

　　�　今年度は、縞萎縮病や立枯病が目立ちました。また近年、十勝以外の各地域で問題となっているなまぐ

さ黒穂病は、病原菌が土壌伝染することが明らかとなりました。これらはいずれも土壌病害のため、連作

や短期輪作を避けることが重要な対策となります。

（３）野菜類のネギアザミウマ

　　�　高温少雨で多発し、たまねぎやねぎなどの表皮を加害して白くかすり状の斑点を多数生じさせる他、近

年はキャベツの結球内部を加害することによる品質低下の事例も報告されています。防除の要点は、１回

目の殺虫剤散布適期を逸しないこと、効果の高い薬剤を使用すること、散布間隔を長くせず適切な日数と

することです。

（４）りんごの黒星病

　　　黒星病は、葉だけでなく果実にも病斑を形成することで著しい収量減の要因となる病害です。

（５）りんごの腐らん病

　　　腐らん病は、主幹や主枝、枝梢部に胴枯れ症状、枝枯れ症状を引き起こす病害です。
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

４．令和元年に新たに発生を認めた病害虫

　令和元年に道内で新たに発生を認めた病害虫数は、17（病害７、

害虫10）でした。その一部を抜粋して紹介します。

（１）小麦のミドリハダニ（新寄主）

　　�　秋まき小麦が寄生されると、下葉に Microdochium nivale に

よる葉枯症状と酷似した白色～褐色の斑紋を生じます。発生場

所は、ほ場周縁部に集中します。

（２）ばれいしょの黒あし病（病原の追加）

　　�　茎基部の黒変腐敗や茎葉の萎凋など、黒あし病に類似した症

状を呈するばれいしょ株から、国内で本病の病原菌として知ら

れている既知の４種とは異なる性状を示す菌が分離され、同定

した結果、Dickeya. chrysanthemi（Burkholder）Samson であ

ることがわかりました。

　　　病徴から、菌種を区別することはできません。 ミドリハダニによる小麦の被害葉

【補足】「特に注意を要する病害虫」および「新発生病害虫」の詳細な情報については、北海道病害虫防除所の

ホームページに掲載していますので、そちらもご覧ください。

（成績名：令和元年度の発生にかんがみ注意する病害虫）

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で



－29－

道総研　中央農業試験場　病虫部　クリーン病害虫グループ
道総研　中央農業試験場　病虫部　予察診断グループ
道総研　上川農業試験場　研究部　生産環境グループ

道総研　食品加工研究センター　応用技術部　応用技術グループ
農研機構　北海道農業研究センター　生産環境研究領域　病虫害グループ

北海道農政部　生産振興局　技術普及課
東神楽町麦作生産部会

そうだったのか！北海道のコムギなまぐさ黒穂病

１．成果の概要

（１�）なまぐさ黒穂病は、小麦の穂に発生する病害で、その病原菌とその特性、被害を軽減するための栽培方

法（耕種的対策）を明らかにしました。

（２）なまぐさ黒穂病が発病した穂はなまぐさい臭いがするのが特徴で、その臭いの特性などを解明しました。

２．成果内容

（１）なまぐさ黒穂病に感染した小麦を詳細に観察して、症状の特徴を明らかにしました（図１）。

（２�）北海道で発生しているコムギなまぐさ黒穂病の病原菌が本州における病原菌と異なることを明らかにし

ました（図２）。

（３�）北海道で発生しているコムギなまぐさ黒穂病は土壌表面の伝染源が小麦に感染し、さらに主に積雪下で

感染することを明らかにしました（図２）。

（４�）播種深度が浅かったり、遅まきすると発生を助長するため、適期に適正な深さで播種することがなまぐ

さ黒穂病対策として重要であることを明らかにしました（図２）。

（５）なまぐさ黒穂病による臭いの原因物質を明らかにしました。

（６�）なまぐさ黒穂病による臭いの強さは小麦の成熟とともに弱くなっていくこと、および地域間差や品種間

差が認められないなど、臭いの特性を明らかにしました。



－30－

本技術内容についての問い合わせ先

道総研中央農業試験場

電話（0123）89－2001

E-mail：central-agr i@hro. or. jp

３．留意点

（１）北海道におけるコムギなまぐさ黒穂病対策として活用してください。

（２）この研究成果が反映された「コムギなまぐさ黒穂病Ｑ＆Ａ」の改訂版が令和２年２月に公表されました。

（３）この研究は「革新的技術開発・緊急展開事業（うち経営体強化プロジェクト）」により実施しました。

（成績名：北海道で発生するコムギなまぐさ黒穂病の特性と耕種的防除法）

図１　コムギなまぐさ黒穂病の症状の特徴

図２　コムギなまぐさ黒穂病の感染方法と栽培による対策

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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農研機構　北海道農業研究センター　大規模畑作研究領域　大規模畑輪作グループ
津別町農業協同組合、日本甜菜製糖株式会社、サークル機工株式会社

短紙筒移植機と多畦収穫機等を用いた
てんさいの狭畦栽培

１．成果の概要

　このてんさい狭畦栽培は、短紙筒狭畦移植機、自走式多畦収穫機等を使用し、１年間に１台あたり、移植機

は60ha、収穫機は140ha 以上の作業が可能です。短紙筒狭畦移植栽培は慣行の移植栽培に比べて収量が14%

向上し、収穫物当たりの生産コストは低下します。

２．成果内容

（１）栽培法と機械

　　・�直播栽培と移植栽培どちらも条間50㎝の狭畦栽培（密植）

です。

　　・移植栽培には短紙筒苗を使います。

　　・移植作業は、狭畦栽培に対応した移植機（６畦）を用います。

　　・�収穫は直播栽培も移植栽培も自走式多畦収穫機（６畦）を用

います。

　　・�これらの作業のうち、移植作業と収穫作業は作業組織が担い

ます。

短紙筒狭畦移植機（条間50㎝） 自走式多畦（６畦）収穫機
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本技術内容についての問い合わせ先

農研機構北海道農業研究センター

地域戦略部研究推進室広報チーム

電話（011）857－9260

E-mail：cryoforum@ml.affrc.go.jp

（２）新技術のメリット

　　・短紙筒狭畦栽培は慣行栽培に比べて14％多収です。（直播栽培は狭畦密植により７％多収）

　　・�単位面積当たりの生産コストは概ね同等です。（収穫機を120ha/1年以上使い、移植機を1台使った場

合の作業料金で試算した場合）

３．作業上の留意点等

（１）育苗期間は６週間を目安に：７週以上の育苗は減収することがあります。

（２）収穫機は120ha/1年以上使う：移植機は60ha/ １台が上限。残りは直播栽培で対応しましょう。

（３）収穫の障害物は取り除く：防風林の枝の張り出しなどは事前に除去しましょう。

（４）６月下旬までは適切な雑草防除が必要

（５）収穫ロスは曲線部で増える：定植・播種時からなるべく直線の作業を心がけましょう。

（６�）土壌病害対策が必要：シストセンチュウ汚染圃場の作業は行わないでください。移動前のクリーニング

などの対策を実施しましょう

（７�）定植作業と収穫作業は余裕をもって行う：生産者間および糖業との事前の協議が必要です。収穫機の踏

圧は従来のトラクタと大きく変わりませんが、湿潤時の作業は避け、終了後は速やかに深さ30㎝以上の

耕起を行ってください。

（８�）短紙筒狭畦移植栽培用の移植機は2020年４月以降受注を開始し、2021年春作業には使用が可能です。

（成績名：短紙筒狭畦移植栽機と自走式多畦収穫機等を用いたてんさいの狭畦栽培）

�　本研究は生研支援センター「革新的技術開発・緊急展開事業（うち経営体強化プロジェクト）」の支援を受

けて実施したものです。

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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道総研　十勝農業試験場　研究部　生産システムグループ
ホクレン農業協同組合連合会　てん菜事業本部

北海道地域農業研究所

圃場から土を持ち出さないてんさい輸送システム
～定置式除土積込機 ＴＲ－９～

１．成果の概要

（１）原料積込に定置式除土積込機（ＴＲ９）を使うと、混入土砂量を９割以上削減できます。

（２）原料てんさい輸送時に、混入土砂の返還を不要にできます。

（３）輸送能率は、現状の「ショベルローダから輸送車への積込」よりも20～30％低くなります。

２．成果内容

　定置式除土積込機ＴＲ－９（写真１）

は、ショベルローダで機体ホッパに投入

した原料を、機体後部の２組のクリーニ

ングローラで付着土砂を分離し、機体横

のエレベータから輸送車に原料を積み込

むものです。

　本機はトラクタによる牽引移動が可能

であり、牽引移動には88kW以上のトラ

クタを要します。

　本機を用いると、輸送車１台に混入する土砂を

93％削減できました。

　これにより、てんさい輸送時の土砂返還が不要に

できます。

写真１　除土積込機の全容

図１　混入土砂量の削減効果
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

　本機を用いると、ショベルローダ積込よりも積込作業時間を要し、さらに除土積込機の洗浄を要することか

ら、１日のてんさい輸送量は低下します。

　除土は徹底できるがコストは上がりやすいことに注意すること。

３．留意点

（１�）本成績は、遊離土砂を返還させないてんさい輸送体系の構築を目的として、地域内で除土積込機の導入、

利用を計画する際に活用してください。

（成績名：定置式除土積込機を用いたてんさい輸送体系の能率と経済性）

図２　利用方法ごとの輸送能率と輸送コスト

利用にあたっては

　　１箇所の原料堆積量を増加させて移動を減らす
　　輸送車を大型化してオペレータを減らす　　　　　ことが重要です

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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道総研　北見農業試験場　研究部　地域技術グループ
道総研　十勝農業試験場　研究部　生産システムグループ

竹を減らして省力化！疎植で白花豆作り

１．成果の概要

　疎植栽培（株間95㎝）は標植栽培（株間78㎝）

と比較して、

（１�）作業全体の作業時間が10～15％省力化でき

ます。

（２�）つる上げや根切りなどの人力による作業時間

が18％と、大幅に省力化できます。

（３�）収量比95％以上で生産費（コスト）が確実

に削減できます。

（４�）収量は概ね同等ですが、多肥や晩播の影響を

受けやすく、収量性の変動が大きいです。

２．成果内容

つる上げ作業

根切り作業
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

３．留意点

（１）本成績は北見地域の白花豆生産において疎植栽培を導入する際に活用してください。

（２）疎植栽培では適期播種に努め、地力の高い圃場での多肥栽培を避けましょう。

（成績名：北見地域の白花豆生産における疎植栽培導入による省力低コスト効果）

脱穀を待つにお注）�標植栽培の収量は現地試験７例の整粒重の平均収量

189㎏ /10ａを想定

脱穀作業

注）�標植栽培の収量を100とした場合の値、エラーバー

は最大と最小を示す（大規模実証試験５事例の平均）

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で

播種期 栽植密度 標植に対する反応 留意点

目標 多肥栽培を避ける株あたり莢数が増加し1,403株/10aまでの疎植

適期播種に努める面積あたり莢数を確保株間95cm×畦間75cmの場合5月25日

　標植栽培 ： 1,709株/10a（株間78cm×畦間75cmの場合）
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道総研　十勝農業試験場　研究部　生産システムグループ

畑作物だけじゃない！
にんじん・たまねぎの可変施肥で歩留まり向上

１．成果の概要

（１）にんじん、たまねぎの基肥可変施肥を実施しました。

（２）にんじんでは規格内率、規格内収量が増加しました。

（３�）たまねぎでは一球重、規格内収量が増加し、球大がやや向上

しました。

２．成果内容

　にんじんでは、Ｓ未満の規格外の割合が減少し、ＭＬ割合および規格内率が向上しました。

　前作秋まき小麦の生育情報（幼形期～止葉期）を利用して施肥マップを作成します。

図１　小麦センシングデータ（左）と施肥マップ（右）

図２　にんじんの規格内訳

注）規格外に外観・形状不良は含まない
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本技術内容についての問い合わせ先

道総研十勝農業試験場

電話（0155）62－2431

E-mail：tokachi-agri@hro. or. jp

　たまねぎでは、地力の低い箇所のみ増肥することで、球大がやや向上しました。

図３　にんじんの規格内収量

図４　たまねぎの規格内訳

注）地力が低く、可変施肥により増肥した箇所での効果

３．留意点

（１）本技術は畑・野菜輪作体系の中で活用できます。

（２）本技術は圃場内の生育ムラが窒素栄養条件の差に起因する場合に活用できます。

（成績名：畑輪作におけるにんじん ･ たまねぎに対するマップベース可変施肥技術の適用）

もう少し詳しい情報はこちら

検索は、「農業技術情報広場、一般課題Ｒ１」で
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道総研畜産試験場　基盤研究部　生物工学グループ
家畜研究部　肉牛グループ

改良効率アップ！受精卵で黒毛和牛の遺伝的能力評価

１．試験のねらい

　黒毛和牛の改良では、ＤＮＡ上の遺伝子型情報から算出されるゲノム育種価＊１を用いて牛の能力を直接評価

するゲノム選抜技術が活用されている。現状、ゲノム育種価は子牛の段階で算出されるが、受精卵の段階でゲ

ノム育種価を算出し、受精卵移植により高能力牛を選択的に生産することができれば、極めて効率的な改良が

可能となる。そこで、黒毛和牛における受精卵ゲノム選抜技術を開発する。

２．試験の方法

１�）受精卵から切断採取した細胞由来ＤＮＡを用いて、正確に遺伝子型解析および産肉能力（枝肉重量や脂肪

交雑など）のゲノム育種価を評価する手法を確立する。

２�）計208個の黒毛和牛受精卵について、１）で確立した手法により遺伝子型解析および産肉能力のゲノム育

種価評価を行い、残りの受精卵は凍結保存する。ゲノム育種価評価を実施した凍結受精卵の移植後の受胎率

等を調べ、受精卵ゲノム選抜技術の実用性を検証する。また、受精卵ゲノム選抜技術を活用した種雄牛造成

および繁殖雌牛改良法を示す。

３．成果の概要

１�）受精卵から約15細胞を切断採取してＤＮＡを抽出し、ＤＮＡの増幅後に遺伝子型解析を行った場合の遺伝

子型判定率は98.1±0.3％と高い値であった（表１）。受精卵段階で算出したゲノム育種価と残りの受精卵を

移植して産まれた子牛のゲノム育種価はほぼ一致していた。以上より、受精卵段階で精度の高い遺伝子型解

析および産肉能力のゲノム育種価評価ができることを示した。

２�）計208個の受精卵のうち、184個（88.5％）の受精卵でゲノム育種価を算出できた。ゲノム育種価評価を実

施した凍結受精卵の移植後の受胎率は41.9％（13／31頭）であり、実用水準にあった。受精卵段階で算出し

たゲノム育種価と子牛のゲノム育種価は概ね一致していた（図１）。さらに、父および母が同一の受精卵（全

きょうだい受精卵、Ａ、Ｂ）のゲノム育種価にばらつきが認められ、受精卵段階で全きょうだいの産肉能力

の遺伝的能力の違いを見分けることができた（図２）。以上より、黒毛和牛における受精卵ゲノム選抜技術

の実用性を示した。

３�）優良種雄牛と優良ドナー牛を組み合わせて採卵し、ゲノム育種価評価と性判別を行い、高ゲノム育種価雄

卵を選択的に移植することで、種雄候補牛の遺伝的能力を効果的に高めることができ、優良種雄牛の作出効

率を高めることができる。高ゲノム育種価雌卵は、次世代の種畜造成用のドナー牛や繁殖雌牛として活用す

ることで、道内繁殖雌牛群の改良や種雄牛造成を促進できる（図３）。

４．留意点

１�）本技術の活用には受精卵から細胞採取するためのマイクロマニピュレーター等の設備と技術を必要とする。

２�）ＤＮＡの増幅は、１細胞からＤＮＡの増幅が可能とされる市販のキットを用いて実施した。

用語解説

＊１ゲノム育種価：遺伝子型のデータと枝肉成績のデータから算出した牛の能力値のこと。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研畜産試験場　基盤研究部　生物工学グループ　藤井　貴志

電話（0156）64－0617　FAX（0156）64－3484

E-mail　fujii-takashi@hro.or.jp

表１　受精卵から切断採取した細胞由来 DNAを用いた遺伝子型解析の精度

図１　受精卵と子牛の脂肪交雑のゲノム育種価の比

較（n＝13）

図２　全きょうだい受精卵における脂肪交雑のゲノ

ム育種価のばらつき（n＝12）

図３　受精卵ゲノム選抜技術を活用した黒毛和種種雄牛造成および繁殖雌牛改良法
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乳牛のエサ設計に役立つ
－繊維消化スピードの推定方法－

道総研畜産試験場　基盤研究部　飼料環境グループ

１．試験のねらい

　近年の高泌乳牛に対応するため、高度な飼料設計プログラムが普及している。加えて、給与飼料中の栄養成

分を整えても、繊維の質（消化スピード）により乳生産量が増減するため、繊維消化スピードの重要性は高い。

飼料設計・給与診断には、飼料分析機関での分析値が活用される。飼料分析機関では、簡便・迅速に測定でき

る近赤外分光法による成分分析（NIRS）を基本としている。繊維全体の量を表す中性デタージェント繊維（NDF）

については、各分析機関でNIRS による分析値を提供しているが、消化スピードの算出に必要な複数の培養時

間での値については、その対応が整備されていない。

　本試験は、牧草サイレージ（GS）と、とうもろこしサイレージ（CS）の NDF 消化率の提供に向けて、

NIRS 用の検量線（近赤外光から分析値を予測する計算式）を開発し、飼料分析機関に導入した。

２．試験の方法

１�）道内各地で収集した GS の462点と CS の341点について、30、120、240時間培養後の NDF 消化率、可消

化 NDF（dNDF）、未消化 NDF（uNDF）を分析した（写真１）。近赤外光を試料に照射した時の拡散反射

光の強度を説明変数として、dNDFや uNDFを目的変数とした予測式（NIRS 検量線）を作成した。

２�）分析工程で利用する第一胃の液であるルーメン液（乾乳牛 vs. 泌乳牛）の比較、各分析機関の試験運用で

の検証、飼料設計プログラムへの入力による検証を行った。

３．成果の概要

１�）GS の培養30時間後の可消化 NDF（dNDF30h）、培養120および240時間後の未消化 NDF（uNDF120h、

uNDF240h）、CS の dNDF30h、培養120および240時間後の可消化 NDF（dNDF120h、dNDF240h）を予測

する NIRS 検量線を作成し、精度判定は、「Cやや高い」～「B高い」であった（表１）。

２�）乾乳牛または泌乳牛のルーメン液を用いて測定した値に大きな違いはなかった（図１）。分析値は、泌乳

牛を含む様々なステージの牛群の飼料設計に利用可能と考えられた。

　試運用の結果、NDF消化率の予測値が培養時間間で逆転する場合や、負の値あるいは100を超える場合など、

異常値と思われる分析値が確認された。その頻度は16,569検体中の1.3％程度と、一般分析項目と同程度の頻度

であった。飼料分析機関ではルーメン液を用いた NDF 消化率を測定する実験環境にないため、異常値を提供

しない基準を設けた。

　飼料設計プログラム（AMTS 社，NY）での計算結果は、NDF 消化率を入力しなかった場合に、乳量を過

大に予測し、実乳量は飼料設計時の期待値を下回った（図２左）。NDF消化率を入力した場合には、その過大

評価が解消され（図２右）、従来よりも粗飼料の繊維の質に応じた飼料設計が可能となった。

４．留意点

１�）開発された NIRS 検量線は、北海道内向けにフォレージテストを行っている10機関が参画するフォレージ

テストミーティング（FTM）に導入される。

２�）本 NIRS 検量線の適用範囲は、多様な産地、草種、番草、調製条件を含むものであるが、適用の対象外と

して、NDF 消化率の分析値を提供しない場合がある。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研畜産試験場　基盤研究部　飼料環境グループ　田中　常喜

電話（0156）64－0621　FAX（0156）64－6151

E-mail　tanaka-tsuneki@hro.or.jp

写真１　ルーメン液と試料の共培養の様子

ウォーターバス（39℃）内で培養している様子（左）。培養中は、発酵によりガスが発生し、試料が培養液の上面に浮いてくる（右）ため、定期的に静かに振

り混ぜる。発生したガスを逃がすための弁が、試験管のゴム栓に付けられている。

表１　牧草サイレージ（GS）ととうもろこしサイレージ（CS）の可消化NDF（dNDF）あるいは未消化NDF（uNDF）

を予測する近赤外分析用検量線（NIRS 検量線）の精度

図１　培養に用いる牛の第一胃内の液

（ルーメン液）の違いによる未

消化 NDF の比較

▲ CS：とうもろこしサイレージ、〇 GS：牧草サイレ

ージ、×HL: 低水分ロールサイレージ（ヘイレージ）、

□ FG: 青刈り牧草

図２　牧草サイレージ (GS) およびとうもろこしサイレージ (CS) の

NDF 消化率の入力の有無における飼料設計の予測乳量と実

測乳量

飼料設計ソフトAMTSの粗飼料NDF消化率に値を未入力（左）あるいは分析値を入力（右）し、

予測乳量（縦軸）と実測乳量（横軸）を比較した。

〇：酪農試のGS給与試験データ（根釧農試・畜試、2015）

●：酪農大のGS＋CS給与試験データ（福田ら、2019）
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道総研　畜産試験場　基盤研究部　家畜衛生グループ

感染シミュレーションモデルを活用した
牛白血病ウイルス清浄化の進め方

１．試験のねらい

　牛白血病ウイルスの感染源としてリスクが高い牛（ハイリスク牛）の血中ウイルス量の基準値を提示し、ウ

イルス感染が乳牛の生産性に及ぼす影響と経済的損失を明示する。ウイルス感染シミュレーションモデルを作

出しウイルス対策効果を評価する。さらにウイルス清浄化実証農場において陽性率を低減する。

２．試験の方法

１�）畜試実験牛群における持続性リンパ球増多症（PL）牛から非感染牛へのウイルス伝播の有無と伝播距離

を検証し、ＰＬ牛をハイリスク牛とした時の血中ウイルス量を提示する。

２��）乳牛のべ約1,000頭の血中ウイルス量、乳検データ（ｎ＝1,033）、出荷時枝肉重量（ｎ＝222）を解析し、

ウイルス感染が酪農場に及ぼす経済損失を明らかにする。

３�）シミュレーションモデルを作出し、酪農場の飼養形態、頭数、年齢、産次数、ウイルス感染の有無、血中

ウイルス量、ウイルス対策などのデータを入力し、農場における感染牛頭数の推移を予測し、対策効果を評

価する。

４）ウイルス清浄化実証農場（Ａ , Ｂ , Ｃ , Ｄ）において陽性率の半減を目指す。

３．成果の概要

１�）PL 牛から水平距離６m 離れた牛にサシバエを介したウイルス伝播が起こり、タイストール牛床２頭分約

３m の空隙ではウイルス伝播を完全に阻止できない。ハイリスク牛の基準値は血中ウイルス量2,500コピー

/50ng DN Ａまたは57,000コピー/10万細胞とする。

２�）ハイリスク牛は非感染牛より乳房炎に早く罹患し（図１、ハザード比2.01倍、P ＜0.01）、乳量損失額は１

頭あたり約２万円と試算される。と畜場に搬入されたハイリスク牛の枝肉重量は249.3kg で非感染牛280.2kg

より少なく（P＜0.01）、１頭あたり約17,000円の損失と試算される。

３�）シミュレーションモデルへのデータ入力は、牛の頭数・月齢・ウイルス感染状況などで、牛舎形態、育成

牛の預託の有無、計画的淘汰も考慮可能とする。吸血昆虫や垂直感染など感染原因ごとのウイルス感染、分

娩、売却、外部導入、牛舎間移動をシミュレーションし、感染牛頭数の推移を図示できる。対策を選択して

感染牛頭数を比較することで対策効果が評価でき（図２）、生産者を含む関係者間で客観的な対策の検討が

可能になる。

４�）Ａ農場では感染牛の計画的淘汰とハイリスク牛の優先的淘汰を継続し、陽性率は７年間で42.0％から20.7

％に減少した。Ｃ農場では吸血昆虫対策を継続し、感染牛の計画的淘汰はなかったが、周産期疾病などで淘

汰された牛に感染牛が含まれており、陽性率は６年間で52.1％から21.2％に減少した（表１）。

４．留意点

１�）獣医師や普及指導員などが酪農場において牛白血病ウイルス陽性率を低減するため、シミュレーションモ

デルを活用し農場の実情にあわせた対策を実施しながら農場経営に支障なく清浄化を推進する。

２�）感染シミュレーションモデルはフリー統計ソフトＲのパッケージとしてインターネット上で配布し、モデ

ルの著作権は酪農学園大学にある。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研畜産試験場　基盤研究部　家畜衛生グループ　小原　潤子

電話（0156）64－0615　FAX（0156）64－5349

E-mail　kohara-junko@hro.or.jp

図１　牛白血病ウイルス感染ステージと乳房炎の罹患牛割合

表１　ウイルス清浄化実証農場のウイルス陽性率、ウイルス

伝播防止対策と今後の予測

図２　ウイルス感染シミュレーションモデル

による感染牛頭数推移の予測（初期感

染50%）

上；ウイルスの人為的伝播防止対策のみ

下；吸血昆虫対策と感染牛の計画的淘汰（雌子牛４頭が生まれ

たら感染牛１頭を淘汰する）を加えた場合

牛白血病ウイルス感染ステージは

非感染牛、低ウイルス量牛、ハイリスク牛の３

群とした。

乳房炎罹患牛割合：1.0を100％としてＸ軸の

日数における乳房炎に罹患している牛の割合
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初産牛の乳量を高めよう

道総研酪農試験場　酪農研究部　乳牛グループ

１．試験のねらい

　初産牛は北海道のホルスタイン種牛群の30％以上を占めるが、乳量は経産牛より低く、初産次に淘汰される

牛の割合は15％に及ぶ。初産次の乳量向上および２産次に移行する割合を高める技術が必要である。そこで本

試験では、初産牛の乳量を向上させ、栄養状態に起因する疾病や事故を低減するための、初産分娩後の適正な

体重と、初産分娩後体重に応じた初産泌乳期の養分濃度を提示する。

２．試験の方法

１）初産分娩後の目標体重の設定

　�　2011～2015年の全道牛群検定成績（初産分娩月齢24ヶ月以下、分娩後30日以内に体重記録のある初産牛約

８万頭）および酪農試の初産牛172頭を用いて、初産分娩後体重と初産次の分娩状況や乳生産性の関係を検

討し、初産分娩後の適正な体重を設定する。

２）初産泌乳期の栄養水準

　�　酪農試験場の初産牛111頭を供試した。初産分娩後体重および初産泌乳期の給与飼料の養分濃度（対照区（65

頭、分娩～分娩後149日：TDN74％、CP16％、分娩後150日～乾乳：TDN69％、CP14％）、高栄養区（56頭、

分娩～乾乳：TDN74％、CP16％））の組合せにより、初産分娩後の体重に応じた初産泌乳期の飼料養分濃

度を明らかにする。

３）一乳期高栄養飼養の現地事例

　�　初産分娩後体重と初産泌乳期の養分濃度の関係を十勝管内１戸および根室管内２戸の酪農場において調査

し、一乳期高栄養飼養の効果を検証する。

３．成果の概要

１�）初産分娩月齢が24ヶ月以下のとき、初産分娩後体重が大きいほど初産次の305日乳量は高まるが、体重

650kg 以上では乳量の増加程度は小さくなった（図１）。また、分娩後体重が大きくなると乳蛋白質率 / 乳

脂肪率比の異常発生率が高まるが、体重550kg以上ではほぼ一定の値となった。分娩後体重650kg以上では、

難産および死産率が高く、初産分娩前の過肥（ボディコンディションスコア3.75以上）、初産分娩前後の乾

物摂取量の低下がみられた（表１）。初産分娩後体重の増加は乳量向上に有効であるが、分娩後の体重の上

限は650kg を目安とする。

２�）初産分娩後体重650kg 未満の場合、初産分娩から乾乳まで TDN74％、CP16％の飼料を給与すると、４％

乳脂補正乳量は平均して680kg 向上し、泌乳後期の TDN 充足率および乾乳前のボディコンディションスコ

アは適正範囲となった（表２）。初産牛では、初産泌乳期を通じて飼料の養分濃度を変えない一乳期高栄養

飼養により乳量の向上が図られる。また、初産分娩後体重が549kg 以下では、高栄養区で泌乳後期の体重増

加量が最も大きかった（図２）。体重549kg 以下では初産泌乳期に成長に要する養分量が多いと考えられ、

初産分娩後体重は550kg 以上にすることが望ましいが、体重が小さい場合は一乳期高栄養飼養により増体の

向上も期待できる。

３�）現地酪農場において、初産分娩後体重650kg 未満では、分娩後体重が大きいほど乳量は高いこと、一乳期

高栄養飼養により、分娩後のエネルギーバランスの悪化や初産乾乳前の過肥を招くことなく、初産乳量を高

められることが確認された（データ略）。

４．留意点

１）初産分娩前のボディコンディションスコアを適正に管理する。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研酪農試験場　酪農研究部　乳牛グループ　谷川　珠子

電話（0153）72－2004　FAX（0153）73－5329

E-mail　tanigawa-tamako@hro.or.jp

図１　初産分娩後体重と初産次の乳量および P/F 比異常1

発生率の関係

　　　　1初回検定時の乳蛋白質率 /乳脂肪率 (P/F) 比0.7以下

図２　飼料の養分濃度および初産分娩後体重が

初産次の体重変化量に及ぼす影響

　　　　（分娩後を100とする）

表２　飼料の養分濃度1および初産分娩後体重が初産次の305日乳生産に及ぼす影響

表１　初産分娩後体重が分娩状況および分娩前後の乾物摂取量に及ぼす影響
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道総研　畜産試験場　基盤研究部　飼料環境グループ

とうもろこしサイレージに含まれる
かび毒「デオキシニバレノール」の迅速測定技術

１．試験のねらい

　デオキシニバレノール（DON）は、赤かび病菌（Fusarium graminearum）によって産生されるかび毒であり、

とうもろこしサイレージ（CS）から高頻度で検出される。飼料中 DON 濃度には管理基準（反芻動物用：４

mg/kg 現物，その他家畜等用：１mg/kg 現物）が設定されている。CS 中の DON は、乾燥粉砕試料を用い

て ELIS Ａキットにより測定できるが、ELIS Ａ操作の煩雑性や試料の乾燥に一晩を要する等の課題があり、

生産現場で活用可能な簡便な手法の確立が求められている。本試験では、市販イムノクロマトキットを活用し、

CS生試料（生 CS）を用いた簡易迅速検査法の確立を目指す。

２．試験の方法

１）生CS を用いたDON分析のための抽出条件の検討

　　生CS から DON分析に適用可能な抽出液を得るための調製法（生CS抽出法）を検討する。

２）市販イムノクロマトキットを活用した生CS中 DONの簡易スクリーニング法の構築

　�　定量キット（QuickScan DON Flex，ENVIROLOGIX 社）および定性キット（RIDA QUICK DON，

R-Biopharm 社）を用いた、生CS中 DON検査のプロトコルを作成する。

３．成果の概要

１�）生 CS 100g に蒸留水を500ml 加え、ジュースミキサーで３分間攪拌後にガーゼとろ紙を用いてろ過した

ろ液を pH６～８に調整することで、ELISAキットを用いたDON分析に適用可能となる。本試験で確立し

た生 CS 抽出法を図１：①～⑥に示した。

２）－（１�）市販のイムノクロマトキットを活用した生 CS 中 DON の簡易スクリーニング法を図１に示した。

供試イムノクロマトキットでは、生CS抽出法で得られたろ液のpHは、キット付属Buffer（抽出液）

との混合により中性付近に調整されるため、ろ液自体の pH調整は不要である。

２）－（２�）定量キット付属Buffer 100μLに、生 CS抽出法（図１：①～⑤）で得られたろ液100μL を加え、

キットマニュアルに従い反応させることで、公定法による分析値と概ね近似した値が得られる（r2＝

0.989）。

２）－（３�）定性キット付属の抽出液を用いて、生 CS 抽出法（図１：①～⑤）で得られたろ液を管理基準に合

わせたスクリーニングレベルに希釈して反応に供し、テストラインが明瞭に現れたものを陽性と判定

することでDON汚染レベルを正しく判定できる。抽出液としては水道水を用いても良い。

２）－（４）図１のスクリーニング法はCS原料草にも適用できる。

２）－（５�）１検体当たりの分析所要時間は、前処理（計量～ろ液採取）が約８分、測定が定量キットでは約５

分、定性キットでは約７分であり、約18時間の乾燥処理を要する従来法（ELISA）に比べ極めて迅

速である。

２）－（６）キットの単価（税抜，参考価格）は、定量キットは960円 / 検体、定性キット1,700円 / 検体。

４．留意点

１）管理基準を超えた飼料は、TMRや総給与飼料中の濃度が管理基準値を超えないように配合割合を調整する。

２）本試験で供試した以外の市販キットへの適用に当たっては妥当性の検証が必要である。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研畜産試験場　基盤研究部　飼料環境グループ　湊　啓子

電話（0156）64－0622　FAX（0156）64－6151

E-mail　minato-keiko@hro.or.jp

図１　とうもろこしサイレージ生試料を用いた DON濃度の簡易スクリーニング法
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道総研　北見農業試験場　研究部　生産環境グループ
道総研　十勝農業試験場　研究部　生産環境グループ

播種後の天候がポイント！
飼料用とうもろこしの効果的な窒素施肥

１．試験のねらい

　飼料用とうもろこし（以下、とうもろこしと略）の窒素施肥では、各圃場の収量水準と窒素肥沃度により総

窒素施肥量を設定し、基肥と分施に分けて施用する分施体系が奨励されるが、分施窒素の肥効は不安定である

ことが確認されていた。分施窒素の肥効変動要因を解明し、施肥対応を策定した。

２．試験の方法

１）分施窒素の肥効に影響を与える要因の解析

　（ａ）分施窒素肥効の変動：�根釧・オホーツク地域の農試・生産者圃場（2013～2019年、年次・土壌型など

が異なる75事例）において、分施窒素の施肥量試験を実施。各事例での最大収

量区について、分施による増収効果を分施窒素無施用区に対する乾物収量比（以

下、分施効果）で評価。

２）分施窒素の施肥対応の策定

　（ａ）施肥対応の策定：分施窒素の肥効が発現する条件を整理し、施肥対応を策定。

　（ｂ）想定収量の補正：�収量変動が大きい根釧地域を対象に、分施時に収穫期の収量水準を予測する手法を

検討。

３．成果の概要

１�）分施効果は、根釧およびオホーツクのいずれの地域においても、分施時の土壌無機態窒素量（株間、０～

40cm）が少ないほど大きく、同窒素が約23kg/10ａ以下で105（分施による増収率５％）以上になる可能性

が高いと見込まれた（図１）。また、生育初期の積算降水量が250mm を超えると同窒素は23kg/10ａを下回

る可能性が高いと考えられた（データ略）。

２�）分施効果を105未満、105以上110未満および110以上に３区分し、生育初期の積算降水量を説明変数とする

ロジスティック回帰を行った（図２）。同降水量が100，250および400mm の条件では、分施効果が105以上

となる確率（図の斜線と塗り潰し部分の高さの和）は、各々約50，80および94％と推定された。

３�）生育初期の降水量が250mm 未満かつ熱抽 N 量（mg/100g）が８以上の条件では、分施効果105未満（分

施の効果が極めて小さい）の事例割合は、同 N 量８未満の条件より統計的に高かった（図３）。また、降水

量250mm 以上かつ乾物収量1200kg/10ａ未満の条件（すべて根釧地域）では、分施窒素量６kg/10ａまでは

増収を期待できた（データ略）。これら事例と現行施肥対応を踏まえ、降水量、熱抽 N、想定乾物収量で仕

切った分施窒素の施肥対応を策定した（図４）。

４�）想定乾物収量は、オホーツク地域の全ておよび根釧地域の生育初期の積算降水量250mm未満の条件では、

収量変動が比較的小さいため、現行施肥対応と同様に各圃場の平均的な収量とする。根釧地域において生育

初期の積算降水量250mm 以上の条件では、収量変動が大きいため、播種後50日間の日平均気温の積算値と

播種日から想定乾物収量を予測する（図４脚注）。

４．留意点

１�）根釧およびオホーツク地域の火山性土、低地土および台地土で得られた成果である。

２�）ふん尿を施用する場合、既往の成果に基づく上限量の範囲内で利用することとし、基肥および分施相当分

のふん尿由来窒素量を評価して化学肥料を減肥する。

３�）降水量・日平均気温は、メッシュ農業気象データシステム（農研機構）から予報値を入手できるが、予報

期間が長くなるほど誤差が大きくなる可能性がある。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研酪農試験場　草地研究部　飼料環境グループ　八木　哲生

電話（0153）72－2004　FAX（0153）73－5329

E-mail　yagi-tetuo@hro.or.jp

各
分
施
効
果
区
分
の
出
現
確
率

図１　分施時無機態窒素量と分施効果の関係

●，根釧（ｎ＝25）；△，オホーツク（ｎ＝24)。2017～2019年のデータ。

分施効果は、各事例のＮ用量試験における分施Ｎ無施用区に対する最大

収量区の乾物収量比。分施時無機態Ｎ量は、分施直前の株間土壌 (0～

40cm) から計算。基肥窒素量は８～10kg/10ａ。

図３　降水量と熱水抽出性窒素含量で場合分けした

分施効果区分の事例割合

棒グラフ中の数値は、各分施効果区分の事例数。**，ｐ＜0.01(Fisher

の正確検定 )。分施Ｎ無施用区のない１事例を除いて解析。熱抽Ｎおよ

び降水量の四分位範囲は、6.6～10.1mg/100ｇおよび88～243mm。

図２　播種後50日間の積算降水量と各分施効果区

分の出現確率の関係

分施効果を105未満（ｎ＝27）、105以上110未満（ｎ＝20）および110以

上（ｎ＝27）に３区分（順序尺度）し、ロジスティック回帰を行った（ｐ

＜0.01）。

各分施効果区分の出現確率は、当該降水量で発生する確率を積み上げ値

として示した。

図４　降水量と熱水抽出性窒素含量および想定乾物

収量に基づく分施窒素の施肥対応

熱抽Ｎは播種前の値。想定乾物収量は、根釧地域の降水量250mm 以上の

条件に限り次式で計算。生育初期の日平均気温の積算値 (T,℃）、播種

日（S,4/1を「1」とする連続日）を説明変数とし、10.5×T －52.7×S

－2990（p ＜0.01）。

現行の施肥対応は「土壌診断による飼料用とうもろこしの窒素施肥対応」

（平成29年普及推進事項）を参照。
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飼料用とうもろこしも土壌診断をして施肥設計しよう！

十勝地域農業技術支援会議（畜産試験場・十勝農業改良普及センター）

１．試験のねらい

　平成29年普及推進事項として「土壌診断による飼料用とうもろこしの窒素施肥対応」が示され、収量水準と

土壌肥沃度に対応した窒素施肥量が制定された。十勝地域の飼料用とうもろこし栽培において、収量水準と土

壌肥沃度に応じた窒素施肥対応を実証展示し地域への技術導入を促進する。

２．試験の方法

１）飼料用とうもろこしにおける施肥設計の実証　

　十勝管内７ほ場（帯広市、上士幌町、浦幌町、鹿追町、清水町、本別町、幕別町忠類）において慣行栽培区

と施肥設計区を設け比較し、｢ 土壌診断による飼料用とうもろこしの窒素施肥対応 ｣ を実証展示した。

３．成果の概要

１�）十勝管内７ほ場において実証試験を実施した（表１）。施肥設計区は農家慣行肥料銘柄の増減により、「土

壌診断による飼料用とうもろこしの窒素施肥対応」から計算される必要窒素量に合わせた。帯広、上士幌、

浦幌は慣行栽培の窒素量と必要な窒素量の差が１～２kg/10ａと小さく、慣行栽培において概ね新しい施肥

設計と同水準であった。鹿追、清水は有機物施用量が多く、追加の肥料は必要無い計算となったため、スタ

ーターとして窒素４kg/10ａとなるように施肥設計区を設定した。本別は慣行区の施肥量が必要な窒素量に

対して過剰であったため、基肥量を70kg/10ａから35kg/10ａへ半減した。忠類は窒素施肥が３kg/10ａ不足

していたため、尿素の分施により慣行区に対して窒素を３kg/10ａ増肥した。各ほ場の処理は概ね２ヶ年共

通していた。

２�）有機物多量施用のほ場では有機物由来の施肥で必要量を超えており、スターターの窒素４kg/10ａの施肥

で収量が確保されることを確認した（図１）。

３�）施肥設計することで過剰な施肥と計算された場合、肥料を削減しても収量が確保されることを確認した（図

２）。

４�）施肥設計により不足すると計算された窒素分を分施により増肥することで、収量が増加することを確認し

た（図３）。

５�）今回実証試験に協力いただいた７農場の内４農場で今後「土壌診断による飼料用とうもろこしの窒素施肥

対応」を利用したいとの意向を、その他３農場は完全な実施は難しいが設計値に近づくよう増減していきた

いとの意向を確認した。

４．留意点

１�）十勝地域農業技術支援会議を通じて、関係機関に周知するとともに、各種の広報機会において、農業者等

に広く流布する。

２）土壌分析値は通常３～４年程度継続利用することが可能である。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研畜産試験場　家畜研究部　技術支援グループ　渡部　　敢

電話（0156）64－0626　FAX（0156）64－6151

E-mail　watanobe-kan@hro.or.jp

慣行 設計 無施肥

乾物
収量

肥料由来窒素肥料由来窒素

有機物由来窒素有機物由来窒素

慣行 設計

肥料由来窒素肥料由来窒素

乾物
収量

有機物由来窒素有機物由来窒素

慣行 設計

肥料由来窒素肥料由来窒素

有機物由来窒素有機物由来窒素

乾物
収量

表１　各試験地の処理概要（2019年）

図１　有機物多量施用ほ場の事例

清水町実証ほ場　2018-2019年

慣行の施肥量：50kg/10a

設計の施肥量：30kg/10a

とうもろこし連作

有機物施用：たい肥秋5t/10a、春10t/10a

　　　　　　尿2t/10a

収量水準1600kg/10a

熱抽窒素10-15mg/100g

有効態リン酸35-41mg/100g

交換性カリ69-73mg/100g

肥料成分濃度

2018年 N13%,P18%,K10%,Mg2%

2019年 N12%,P33%

図２　減肥の事例

本別町実証ほ場　2018-2019年

慣行の施肥量：70kg/10a

設計の施肥量：35kg/10a

とうもろこし作付け１年目（前作てんさい）

有機物施用：たい肥秋2t/10a

　　　　　　（2018年のみ＋尿春1t/10a）

収量水準1900kg/10a

熱抽窒素13-16mg/100g、

有効態リン酸51-61mg/100g

交換性カリ23-34mg/100g

肥料成分濃度

2018年 N21%,P18%,K8%,Mg3%

2019年 N22%,P16%,K6%,Mg2%

図３　増肥による増収の事例

幕別町忠類実証ほ場　2018-2019年

慣行の施肥量：80kg/10a

設計の施肥量：70kg＋分施10kg/10a

とうもろこし連作

有機物施用：たい肥4t/10a

　　　　　　（2018年秋施用、2019年春施用）

収量水準1900kg/10a

熱抽窒素8mg/100g

有効態リン酸23mg/100g

交換性カリ80mg/100g

肥料成分濃度

基肥 N14%,P18%,K10%,Mg2%

分施 N46%
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質・量・強さ！３拍子そろった牧草チモシー「北見35号」

道総研北見農業試験場　研究部　作物育種グループ
ホクレン農業協同組合連合会　酪農畜産事業本部　畜産生産部

１．試験のねらい

　チモシーは、基幹牧草として北海道で最も広く利用されている。しかし、他の牧草と比較して、耐倒伏性や

競合力に劣る傾向があり、これらの改良が求められてきた。また、近年では栄養価の高い輸入穀物の価格が高

騰し、さらに高水分でのサイレージ調製を行う事例が増加することで発酵不良による栄養価の低下が顕在化し

ており、栄養価の改良も求められている。そこで、主要熟期帯である中生の晩に属し、収量性、耐倒伏性、混

播適性、栄養価に優れる品種を育成する。

２．試験の方法

１�）過去の選抜試験で収量性、耐倒伏性、混播適性、栄養価等で選抜された53母系を材料として、2009年より

8,100個体からなる基礎集団の個体選抜試験を実施した。同基礎集団からの選抜80栄養系による評価試験を

2011年より実施した結果、８母系14栄養系を選抜した。「北見35号」はそれらを構成親とする母系選抜法で

育成され、2013年から2016年にかけて生産力検定試験を実施し、2017年から2019年にかけて地域適応性検定

試験および各種の特性検定試験を実施した。

３．成果の概要（標準品種「キリタップ」との比較）

長所：１．採草利用時と放牧利用時の収量性に優れる。

　　　２．耐倒伏性と斑点病抵抗性に優れ、混播適性と越冬性にやや優れる。

　　　３．低消化性繊維（Ob）含量が低く、可溶性炭水化物（WSC）含量が高く、栄養価に優れる。

　　　４．採種性に優れる。

短所：なし。

１）出穂始は、１日早く、早晩性は中生の晩に属する（表１）。

２�）３か年の合計乾物収量は、全場所平均で「キリタップ」比107％と多い（表２）。また、年次別乾物収量は、

全場所平均で同比105－108％と、いずれの年次においても多い（表１）。番草別乾物収量は、１番草では同

程度で、２番草では多い（表１）。したがって、収量性は優れる。

３）越冬性は、やや優れる（表１）

４）斑点病抵抗性は、優れる（表１）。すじ葉枯れ病抵抗性は、同程度である（表１）。

５）耐倒伏性は、優れる（表１）。

６）混播適性は、やや優れる（表１）。

７）多回刈り適性は、優れる（表１）。

８）採種性は、優れる（表１）。

９�）飼料成分は、１、２番草ともに、Ob 含量が低く（図１）、WSC 含量が高く（図２）、栄養価に優れる。

可消化養分総量収量が多い（表２）。

10�）草丈は、１番草では同程度で、２番草ではやや高い（表１）。個体植条件下における１番草の穂の太さは

やや太く、稈長はやや高く、２番草の草丈は高い（表１）。

４．留意点

１）年間２回の採草利用を主体とし、放牧にも利用できる。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研北見農業試験場　研究部　作物育種グループ　足利　和紀

電話（0157）47－2633　FAX（0157）47－2774

E-mail　ashikaga-kazunori@hro.or.jp

表２　「北見35号」の２か年合計乾物収量および可消化養分総量（TDN1））収量（kg/a）

表１　「北見35号」の特性

図１　「北見35号」の２か年（２、３年目）平均の

低消化性繊維（Ob）含量（％ DM）

北見農試とホクレン十勝の２場所平均．化学分析値．

図２　「北見35号」の２か年（２、３年目）平均の

可溶性炭水化物（WSC）含量（％ DM）

北見農試とホクレン十勝の２場所平均．化学分析値．
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道総研酪農試験場　草地研究部　飼料環境グループ
道総研畜産試験場　基盤研究部　飼料環境グループ

道東地域における牧草夏播種年の
飼料収穫量向上のための秋まきライ麦栽培法

１．試験のねらい

　除草剤秋夏体系処理の草地更新で耕起翌年に牧草を播種する場合、または飼料用とうもろこし畑から草地へ

の転換時に春雑草との競合を避ける場合、牧草の播種は夏となる。前年の牧草またはとうもろこし収穫から牧

草夏播種までの期間を利用することで、単位面積あたりの飼料収穫量を向上させる技術が求められている。そ

こで、牧草またはとうもろこし収穫翌年の草地更新（夏播種）までの期間を利用した秋まきライ麦（以下ライ

麦）の栽培特性を明らかにし、単位面積あたり飼料収穫量の向上を可能とする飼料作物栽培体系を提示する。

２．試験の方法

１．ライ麦の収量性および栄養価を検討し、適切な栽培・収穫条件を明らかにする。

２．ライ麦栽培期間を最大限に確保するため簡易な牧草播種床造成法の適用性を検討する。

３．牧草またはとうもろこし収穫翌年の牧草夏播種更新前のライ麦栽培による増収効果を示す。

３．成果の概要

１�）ライ麦は収穫時期が同じ場合、10月上中旬播種と比較して９月中下旬播種で乾物収量が多かった（図１）。

生育ステージの進行に伴い乾物収量が増加する一方で TDN 含量は低下した。８月下旬または９月上旬播種

では、９月中旬播種と比較して乾物収量は減少した。

２�）播種量は８kg/10ａ、N 施肥は基肥および追肥とも４kg/10ａ程度とすることが適当と考えられた。早春

に鎮圧をすることで収穫したライ麦への土砂の付着量が減少することが確認された。

３�）ライ麦の乾物収量は単純積算気温（Ts）を用い、乾物収量（kg/10ａ）＝1.39×（播種年 Ts）+1.50×（播種

翌年 Ts）－914.7の重回帰式（R2＝0.88、播種年 Ts: 播種翌日～根雪始、播種翌年 Ts:根雪終～収穫日）で推

定でき、地域間差は見られなかった。

４�）牧草の夏播種更新前にライ麦を栽培する場合、播種時期は９月中下旬、収穫時期は乾物収量の増加に伴う

TDN 含量の低下や、１番草収穫作業時期を考慮すると、根釧地域で６月上中旬、十勝地域で５月下～６月

上旬の出穂期までとすることが望ましい（表１）。

５�）ライ麦栽培後の安定した草地造成のためには、簡易更新をする場合、ロータリハロによる表層撹拌が推奨

され、除草剤播種床処理が必要である。

６�）ライ麦栽培で得られる乾物収量は概ね600～800kg/10ａ、TDN 含量は62～64％、必要な資材費（種子、

肥料および除草剤代）は乾物１kg あたり16～22円、TDN １kg あたり26～35円であった。ライ麦を栽培し

ない体系と比較すると単位面積あたりの乾物収量は40～67％程度増加する。聞き取り調査では、ライ麦導入

の利点として、１番草の代用となる自給粗飼料が確保でき、嗜好性が良いことが挙げられた（表２）。

４．留意点

１）夏播種による草地更新を行う圃場で牧草播種当年に栄養価の高い飼料を収穫するために活用する。

２�）本成果は、農林水産省プロジェクト研究「栄養収量の高い国産飼料の低コスト生産・利用技術の開発」に

より得られたものである。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研畜産試験場　基盤研究部　飼料環境グループ　今　啓人

電話（0156）64－0621　FAX（0156）64－6151

E-mail　kon-akihito@hro.or.jp

表２　秋まきライ麦栽培時の乾物収量、TDN含量および導入の利点

表１　牧草の夏播種更新前における秋まきライ麦栽培スケジュールと栽培・収穫調製上の注意点1)

図１　播種および収穫時期別の乾物収量および TDN

　　　含量の推移

図２　異なる方法で播種床造成した牧草播種翌年の

年間雑草乾物重量1)

１）AB,ab 異文字間で有意差あり Tukey-Kramer 法（P ＜0.05）。

２）グリホサート系除草剤

３）完：完全更新、表ロ：表層撹拌（ロータリハロ２回）

　　表デ：表層撹拌（ディスクハロ２回）

[播種床造成日（除草剤有・無）]

2016:7/15・8/8、2017:7/18・8/16、2018:6/16・7/18
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豚、鶏へのコーンコブミックスサイレージおよび
国産ダブルローナタネ粕給与法

道総研　畜産試験場　家畜研究部　中小家畜グループ

１．試験のねらい

　肥育豚および鶏におけるコーンコブミックス（CCM）サイレージおよび国産ダブルローナタネ粕給与と産

肉性および産卵性との関連、繁殖母豚における CCM サイレージ給与と生産性との関連について検討し、生産

性に影響を及ぼさないCCMサイレージおよび国産ダブルローナタネ粕の最大給与割合を明らかにする。

２．試験の方法

１�）去勢肥育豚への CCM サイレージおよび国産ダブルローナタネ粕の給与が飼料摂取量や増体、枝肉成績、

肉質に及ぼす影響について検討する。

２）妊娠母豚および授乳母豚へのCCMサイレージ給与が生産性に及ぼす影響について検討する。

３�）肉用地鶏への CCM サイレージおよび国産ダブルローナタネ粕の給与が飼料摂取量や増体、解体成績に及

ぼす影響について検討する。

４�）北海地鶏Ⅲを産卵鶏への CCM サイレージおよび国産ダブルローナタネ粕の給与が飼料摂取量や産卵成績

に及ぼす影響について検討する。

３．成果の概要

１�）去勢肥育豚では、CCM サイレージを主体に国産ダブルローナタネ粕を乾物で10％配合した飼料を肥育期

間と通して給与しても飼料摂取量、増体、枝肉形質に影響を及ぼさなかった（表１）。

２�）妊娠母豚では、CCM サイレージを乾物で40％配合して給与しても、飼料摂取量、体重および背脂肪厚の

変化量、分娩成績に影響を及ぼさなかった。経産授乳母豚では CCM サイレージを乾物で64.6％配合して給

与しても生産性に影響はなかったが、初産母豚では授乳初期の乾物摂取量および体重増加量の低下がみられ

た（表２）。このことから、初産母豚ではCCMサイレージ配合割合を30％程度とした方が良いと考えられた。

３�）肉用地鶏では、CCM サイレージを主体に国産ダブルローナタネ粕を乾物で10％配合した飼料を給与する

ことにより乾物摂取量や日増体量で良好な成績が得られた。CCM サイレージと国産ダブルローナタネ粕の

給与で筋胃割合が高くなったが、正肉（モモ、ムネ、ササミ）割合は配合飼料を給与した場合と同程度であ

った（表３）。

４�）産卵鶏では CCM サイレージを主体に国産ダブルローナタネ粕を乾物で５％配合しても問題なかったが、

国産ダブルローナタネ粕を10％配合すると飼料摂取量の低下がみられた。CCM サイレージを国産ダブルロ

ーナタネ粕の給与により卵黄が赤味の薄い、淡い黄色を呈すことから、これらの利用に際しては飼料への色

素添加による卵黄色の補正、もしくは本飼料の特徴として鶏卵購入者に周知することが必要と考えられた（表

４）。

４．留意点

１）CCM サイレージ給与時は、夏季の二次発酵や飼槽中の残飼の腐敗に注意する。

用語説明

　コーンコブミックスサイレージ：完熟期のトウモロコシ子実と芯を未乾燥で粉砕後、密封梱包し調製したもの

　ダブルローナタネ粕：�心臓病の原因となるエルシン酸と甲状腺障害をもたらすグルコシノレートを低減させ

たナタネ品種（ダブルロー品種）から搾油した残さ
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研畜産試験場　家畜研究部　中小家畜グループ　齋藤　早春

電話（0156）64－0611　FAX（0156）64－3212

E-mail　saitou-waka@hro.or.jp

表１　肥育豚への給与試験における飼料構成および

試験成績

表２　授乳母豚への給与試験における飼料構成およ

び試験成績

表３　肉用地鶏への給与試験における飼料構成および試

験成績

表４　産卵鶏への給与試験における飼料構成および

試験成績
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チモシー採草地に対する
被覆尿素肥料「セラコート R」を用いた早春全量施肥の効果

道総研酪農試験場　草地研究部　飼料環境グループ

１．試験のねらい

　チモシー（TY）採草地で高い収量を得るには、春は TY の萌芽期、１番草収穫後は独立再生長期に必要量

の窒素（N）を施肥することが重要である。しかし、労働力不足等の影響により１番草収穫後の分施を行わな

い経営が少なくない。そこで、TY 基幹採草地において、１番草収穫後の分施を省略できる被覆尿素肥料を選

定し、効果を明らかにする。

２．試験の方法

１）草地表面に設置した被覆尿素肥料「セラコートR」からの窒素溶出特性の解明

　　供試試料：被覆尿素肥料「セラコートR」シグモイド型RS20，R30および R40（T－N:41％）

２）チモシー採草地に対する早春全量施肥に適した被覆尿素肥料「セラコートR」の選定

　�　施肥処理（早春 , １番草収穫後；kgN/10ａ）：標肥区（硫安 ･ 10.7, 硫安 ･ 5.3）、対照区（硫安 ･ 10.7, ０）、

被覆尿素区（硫安10.7＋〔RS20 or R30〕5.3, ０）、無窒素区（０, ０）。リン酸（P２O５）－カリ（K２O）－苦

土（MgO）は標準量（８－18－４kg/10ａ）を早春（２/３）と１番草収穫後（１/３）に分施

３）チモシー採草地に対する被覆尿素肥料「セラコートR」を用いた早春全量施肥の実証

　　処理区：�標肥区（慣行施肥量を早春（２/３）と１番草収穫後（１/３）に分施）、対照区（標肥区の早春

分のみを施肥し、１番草収穫後は無施肥）、被覆尿素区（年間施肥量は標肥区と概ね同量で N の

１/３～１/２はセラコートRを用いて全量を早春に施用）

３．成果の概要

１�）草地表面に設置した被覆尿素肥料からの窒素溶出率は、シグモイド型を示し、１番草収穫時における溶出

率は、RS20＞ R30＞ R40の順に高く、その後も概ね同じ序列で推移した（図１）。

２�）１番草収量は、被覆尿素区で標肥区および対照区よりやや高い値を示す場合もあったが有意な差はなく、

２番草収量は、標肥区＞被覆尿素区（RS20＝ R30）＞対照区＞無窒素区の順に多かった（表１）。被覆尿素

区の年間収量は、標肥区比では91～93とやや少なかったが、対照区比では有意に多かった（p ＜0.05）。

３�）被覆尿素区の２番草における対照区に対する増収量は、１番草収穫10日後までの積算窒素溶出率との間に

高い正の相関関係が認められ、窒素溶出の遅かった2018年で少なかった（図２）。

４�）被覆尿素区における２番草のTY茎数は対照区より多かった。被覆尿素区における晩秋の乾物重および窒

素吸収量は、標肥区より多く、２番草収穫後も被覆尿素由来の窒素肥効が継続していると考えられた（表１）。

５�）現地実証試験における被覆尿素区の１番草収量は標肥区よりもやや多かった。２番草収量は、標肥区＞被

覆尿素区＞対照区の順に多く（p＜0.05）、年間収量は、標肥区と同等で対照区より有意に多かった（表２、

p＜0.05）。連用３年目の標肥区、被覆尿素区におけるTYの冠部被度は、対照区より高かった（表２）。

６�）早春全量施肥は、牧草中 K２O 含有率に影響を及ぼし、１番草では被覆尿素区＞標肥区＞対照区の順に高

かったのに対し、２番草では被覆尿素区および対照区で標肥区より低かった（表２）。

４．留意点

１）労力面の問題等で１番草収穫後の分施作業を行っていなかった草地で活用する。

２）本成果は、根釧地域の火山性土でチモシー早生品種を出穂期で収穫して得られたものである。

３）低温、干ばつ等の気象条件下では、２番草への肥効が劣る場合がある。
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詳しい内容については、次にお問い合わせ下さい。

道総研酪農試験場　草地研究部　飼料環境グループ　松本　武彦

電話（0153）72－2843　FAX（0153）73－5329

E-mail　matsumoto-takehiko@hro.or.jp

図１　肥料設置後の積算窒素溶出率1,2)

１)2017年の酪農試における結果．肥料設置は5/1．

２)図中の点線は１番草、長鎖線は２番草の収穫日．

図２　１番草収穫10日後の積算窒素溶出率と２番

　　　草増収量との関係
１)対照区との差引による値．２)**p<0.01．

表２　現地試験における乾物収量、牧草中肥料成分含有率および冠部被度

表１　場内試験における乾物収量および窒素吸収量（単年施用試験、３年の平均値）1,2)
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帯広畜産大学発　研究最前線
十勝農業の飛躍を目指して

乳牛の低カルシウム血症を採血せずに判定する
システムの開発
� 帯広畜産大学　獣医学研究部門　助教　伊　藤　めぐみ　

✓乳牛とカルシウム

　分娩前後の乳牛に多発する病気のひとつに

分娩性低カルシウム（Ca）血症があります。

乳牛は分娩とともに泌乳を開始しますが、こ

の時、乳汁中に大量の Ca が排出されます。

本来は骨からの動員や消化管からの吸収で、

これらの Ca 不足を補いますが、分娩直後の

乳牛はこの反応が不十分であり、その結果、

血中 Ca 濃度が低下してしまいます。Ca は

筋肉の収縮に必要な成分であることから、低

Ca 血症により運動筋の収縮が低下した牛は

起立不能に陥ります（図１）。起立不能にな

らないまでも、消化管運動が低下した牛は十

分な飼料を摂取できなくなります。これらの

牛への対処法としてCa剤の投与が有効ですが、

低 Ca 血症による食欲不振や起立不能の状態

が長期間持続すると、牛の生命にかかわるこ

とから、早期検出・早期対処が非常に重要と

なります。

　これらの牛を検出する方法として最も有効

なのは、血中 Ca 濃度の測定です。しかし、

これを現地で実施するのは困難な場合が多く、

牛の臨床症状から低 Ca 血症の有無を判断し

ているのが現状です。牛舎内で安く早く誰で

も簡単に血中Ca濃度を計測する手法があれば、

より多くの分娩牛に対し適切な早期対処が可

能となります。

✓牛の心電図と血中カルシウム濃度との関係

　血中Ca濃度は運動筋や消化管だけでなく、

心臓の筋肉の収縮にも影響します。この影響

は心電図波形として確認することができます。

図２は牛の心電図波形です。どちらも同じ牛

の心電図であり、上が血中 Ca 濃度正常時、

下が低 Ca 血症発症時です。心電図波形には

S 波、T 波といった名前が付いており、S 波

から次の S 波までの時間を SS 間隔、S 波か

ら T 波までの時間を ST 間隔といいます。

血中Ca濃度の低下に伴い、SS 間隔と ST間

隔が延長しているのがわかります。心電図波

形と血中 Ca 濃度との関連を更に詳しく検討

すると、図３のようなグラフが得られ、S 波

と T 波の時間からカルシウム値を割り出す

ことができました。

　そこで我々はこの現象を利用し、心電図波

形を用いて血中Ca濃度を「牛舎に居ながら」

「採血せずに」「簡単に」「短時間で」計測す

る“乳牛の血中 Ca 濃度解析システム”を開

発しました。

図1　低カルシウム血症により起立不能となった分娩牛
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で、相関係数が0.88まで増加しました。相関

係数は１に近づくほど血中 Ca 濃度の推定精

度が高くなります。

　②誰でも簡単に正しく測定できるよう、心

電図計測の際、血中 Ca 濃度の推定に必要な

SS 間隔と ST 間隔が自動的に抽出でき、血

中 Ca 濃度推定値を算出するプログラムを開

発しました。また、測定中牛が動くことによ

り発生する異常波形を自動的に除去できるプ

ログラムを開発することでノイズの少ないク

リアな波形検出が可能となりました。

　③牛舎での操作が楽なように、無線式で携

帯可能なシステムとしました。心電計本体は

Bluetooth 接続とし、小型軽量化しました。

電極の先端をクリップ状に加工し、牛の皮膚

を直接挟んで計測できるようにしました。解

析装置はタブレットPCを用いました（図４）。

今回は OS として Windows を使用していま

すが、Android での通信も可能です。

✓乳牛の血中Ca濃度解析システムの開発

　誰でも簡単に使用できる高性能なシステム

とするため次の３点をポイントとし、開発を

進めました。

　①血中 Ca 濃度推定式の精度を更に向上さ

せるため、精度低下の原因抽出と、牛舎内で

入力が可能な心電図以外の項目の追加を検討

しました。その結果、分娩後３日以内の乳牛

については、血中 Ca 濃度と心電図波形との

間に相関係数0.86の非常に強い相関が認めら

れましたが、分娩４日以降では相関関係は認

められませんでした。分娩後３日以内の乳牛

での利用を推奨することとしました。また、

血中 Ca 濃度は牛の年齢や産次数によっても

変動します。血中 Ca 濃度推定式に、心電図

波形以外の項目として産次数を追加すること

図２　牛の心電図波形

S：S波、T：T波、　　：ST間隔、　　：SS 間隔

図３　心電図波形と血中Ca濃度との関連

[Ｃａ]＝ａ×[ＳＴｃ]－１＋ｂ

[ＳＴｃ]＝ [ＳＴ間隔]／[ＳＳ間隔 ] 0.5

図４　開発した“乳牛の血中Ca濃度解析システム”

　本システムは分娩後３日以内のホルスタイ

ン種乳牛に使用します。タブレット PC を起

動し心電デバイスのスイッチをONにすると、

タブレットPCが心電デバイスを認識します。

タブレット PC に産次数を入力し、心電デバ

イスから出ている３つの電極クリップのうち、

赤を左肩、黄色を左脇、黒を好きな所に挟み

ます（図５）。この時、牛が体を左下にして

起立しない状態の場合は、右側からも計測可

能です。電気のとおりを良くするためにクリ

ップで挟んだ３か所をアルコールや水で湿ら
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せます。タブレット PC の「モニタリング」

ボタンを押し、心電図が採れていることを確

認した後、「記録」ボタンを押すと心電図の

計測が始まります。30秒後に自動的に測定が

終了し、解析画面に血中 Ca 濃度推定値が表

示されます（図６）。トータルの作業時間は

３分程度です。

　本システムを Ca 血症が疑われる乳牛に適

用したところ、正常牛と低 Ca 血症牛を十分

に識別できており、臨床現場でじゅうぶん利

用可能でした。血中 Ca 濃度が低い牛には

Ca剤の静脈内投与、やや低い牛には皮下投与、

現時点では問題は無さそうだが今後低下する

心配がある牛には経口投与、のような判断に

利用したり、起立不能だけど血中 Ca 濃度は

十分高い牛には寝返りをさせるなど Ca 剤投

与以外のケアを試みる、などといった対応が

可能になると考えています。現在、本システ

ムの製造・販売に向けて手続きを進めている

ところです。

図６　システムの使用風景（上）と血中 Ca 濃度

推定値の表示画面（下）　　　　　

　　　：出力された血中Ca濃度推定値

図５　心電図測定時の電極クリップの取り付け位置

　赤：左肩、黄色：左脇、黒：任意の箇所

黄

赤

黒

✓更に簡易なシステムへ

　実際に牧場の方々に本システムをモニター

使用していただくと、血中 Ca 濃度の推定精

度には満足してもらえるものの、３分程度の

作業であっても、すこし面倒くささを感じる

ようです。そこで、今回のシステムを更に改

良し、分娩前から分娩後３日まで牛にデバイ

スを装着し続け、ウェブサイトを介して誰で

も血中 Ca 濃度推定値をモニター可能なシス

テムを構築中です。また、心電図には動物の

ストレス状態など、更に多くの情報が含まれ

ています。これらについても併せてモニタリ

ングできるようなシステムを目指しています。

現在、ICTの急激な発達で畜産分野でもセン

サーの活用によるモニタリングが検討され始

めています。分娩前後の牛の健康状態を把握

するための生体情報は心電図以外にも存在し

ます。将来的にはこれらを組み合わせて牛が

発信している目に見えない情報を健康管理に

活用していけたら、と考えています。

　本研究は農研機構生研支援センター「革新

的技術開発・緊急展開事業（うち人工知能未

来農業創造プロジェクト）」の支援を受けて

行っています。
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伊　藤　めぐみ 助教

　乳牛の産後に起きる病気として知られるのが「乳熱」（分

娩性低カルシウム血症）です。筋肉の収縮に必要なカルシ

ウムが血液中から少なくなると、起立不能を起こしますが、

発見の遅れや起立不能の長期化により、牛は二度と立てな

くなってしまいます。北海道では年間約４万頭の牛が起立

不能を発症し、そのうち約４千頭が死亡しています。これ

まで様々な対策が行われていますが、この数字はほとんど変化していないのが現状です。

　経験豊富な酪農家や獣医師であれば、牛が低カルシウムに陥っているかどうか判断したり、

採血することもできますが、牧場で働く誰もがその判断をできるわけではありません。起立

不能になった牛は搾乳ができませんから、酪農家にとって経済的、精神的にも大きな負担と

なります。

　人の心電図の教科書を開くと、低カルシウム血症という項目が出てきます。つまり血中カ

ルシウム濃度が低下すると心電図波形が変化するのです。この現象を利用すれば、針を刺さ

ずに誰でも簡単に低カルシウム血症の早期発見ができるのかもしれません。帯広畜産大学に

６年前に赴任する前は、北海道立総合研究機構畜産試験場にいました。その頃から研究を始

め、かれこれ10年ほどかけて現在の形に至りました。

　研究で、牛でもカルシウムの低下が心臓の筋肉収縮に関係し、心電図の波形を使ってカル

シウムの推定値が出せるというのがわかりました。システムの開発には、北海道立総合研究

機構工業試験場（札幌市）の力も借りながら、心電図に研究した計算式を入れ、測り終わる

と自動的に計算して出力してくれるようなシステムを構築しました。

　システムを活用することで、カルシウム値が“正常”であることもわかります。実は、数

値が正常な乳牛がカルシウムを打たれると、高カルシウム血症による不整脈になり、心臓が

とても苦しいのです。近年はアニマルウェルフェアの考えも広がってきています。適正なタ

イミングで、正しく処置できることが一番だと考えています。この他にも、カルシウムを打

ち、数値は改善されても立てないという牛には、次の治療をどうするかを考える一つの指標

にもなります。

　システムは2019年、特許査定が下りて、現在は製品化にも取り組んでいます。今後の課題

は、システムのさらなる簡略化です。クリップで３点を挟み、スイッチを押すだけの作業で

すが、機械の接続の不具合などは使用者のストレスになります。できればもっと簡単な作業

にし、多くの人に使ってもらうことが目標です。

　これまで数々の事例を見てきましたが、起立しないだけで食欲はあるという牛もいます。

立つことさえできれば第一線で活躍できるのに…。そういう牛を助けたいという思いで始め

た研究は、これからも継続していきます。酪農が盛んな十勝で、酪農家の負担が少しでも軽

減し、１頭でも健康な牛に戻ってくれるのが私の理想です。

早期発見で健康な牛に
乳熱システムが
人も牛も負担軽減へ
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江藤　拓 農林水産相インタビュー
聞き手　十勝毎日新聞社・林浩史社長

　江藤拓農林水産相が２月下旬、農水省内で十勝毎日新聞社の林浩史社長のインタビューに応じた。日米

貿易協定の発効に伴う国内農家への支援策として、補助事業の要件見直しなど具体的な対策に言及。ふん

尿処理の観点から重要視されるバイオガスプラント事業や、将来の担い手確保への期待が大きいスマート

農業の積極的な推進も強調した。

効果生み　使いやすい補助を　日米協定対策� 2020年03月14日

◆バイオガス施設を積極応援
　スマート農業は新規就農にも寄与
林　十勝は農業が基幹産業で、昨年のＪＡ取扱高は

過去最高の3549億円を記録した。都道府県別では大

臣の出身地でもある、５位の宮崎県（2017年・3524

億円、農水省まとめ）と同規模になる。十勝農業に

対する大臣の印象は。

江藤　北海道は機械化、大規模化が進んで、非常に

生産効率が高い。４年輪作のような形を取るなど、

畑作も酪農も、工夫をして新しい形のモデルを示し

てくれている。特に酪農は加工原料の９割、乳量も

５割近いものが北海道産。食糧基地としての期待は

大きい。北海道は初妊牛をつくり、都府県、九州の

酪農を間接的に支えている。

　また、十勝地方は九州人にとって憧れ。子どもの

頃から店で売っているのは「十勝バター」だった。

国内農家への支援策やスマート農業について意見を交わした
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バイオガスプラント事業などに
ついて質問する林社長

バターというと十勝、十勝といえば酪農。ホルスタ

インがいて草原が広がっていて、春には花が咲いて

いるイメージだ。

て、国土強靱（きょうじん）化をやらないといけな

い。農水省であれば、ため池、農業用水、利水施設

だろうが、１級河川、２級河川など国土強靭化をト

ータルパッケージでやらなくては。

◆パッケージで災害に対応
　台風常襲地域のハウスは、コンクリート基礎を打

って建てるのが常識。茨城や千葉のハウスはねじ式

でねじ込んで留めているだけ。それを責めているわ

けではなく、昔はそれで良かったということ。災害

復旧の基本理念は原形復旧だが、自然環境が変わっ

ている現状にあっては、災害に強い基盤をつくって

いきながら、生産性の高い復旧を考えなければなら

ない。

林　十勝では牛の頭数を増やすのは可能だが、ふん

尿の問題がある。バイオガスプラントを積極的に増

やしたい一方で、発電した電気を送る送電網が脆弱

（ぜいじゃく）で対策が急務。大臣の考えを。配って必要な対策はしっかりやらせていただく。現

在、ＴＰＰ11の牛肉関税は38.5％から26.6％まで12

ポイント弱下がっている。ただ国産牛、Ｆ１（交雑

種）、黒毛の価格が大きく下がったかというと、そ

ういうことは今のところ起きていない。

　農家の不安感はわれわれが大きな責任を負い、現

場に足を運んで解消したい。ただ、不安が先に立っ

て営農を諦めるのは良くない。私の地元もＴＰＰ11

の議論のころに営農をやめた人がいるが、ほぼ例外

なく後悔している。

　お金を積むから良いのではなく、どのように皆さ

んに活用されて現場で効果を発揮するかが大事。畜

産クラスター事業、産地パワーアップ事業の要件を

見直したり、使いやすいようにしたりすることも大

事になる。（牛肉の関税について）今は26.6％だが、

最終的には９％まで下がる。ステージが変わってい

くので、アンテナを高くする。

林　最近は自然災害が増えている。十勝も16年８月

に台風が発生、農地も大きな被害が出た。災害への

対応策についてはどのように考えているか。

江藤　昨年の大雨、台風では4637億円の被害が出

た。（被害のあった）茨城県や千葉県の農家と話す

と「今までは台風は来なかった」と言う。北海道も

そうだろう。胆振東部地震でも大変な被害があり、

電気が止まって酪農家は生乳を廃棄処分しなくては

ならなかった。災害が常態化するという前提に立っ

国内農家への支援策に言及した
江藤農水相

江藤　飼養規模50頭

未満は１頭当たり24

万6000円、50頭以上

は17万5000円の増頭

奨励事業を組んでい

る。増えれば出すも

のは出す考えだ。

　野積みが禁止にな

って、しっかりとし

たストラクチャーの

もとでふん尿等を管

理しなければならな

いとなった。北海道

は規模が大きい。フ

リーストールで敷料

がベチャベチャになって堆肥化するのも難しいとい

うことであれば、バイオガス発電に関心を持つこと

は良いこと。

　2019年の予算でも支援することになっているし、

補正でもやらせていただく。ふん尿処理は大事で、

それが地域の電力の地産地消によって解決できるの

であれば、そして農家が電気を買わなくて済むので

あれば、農家の所得向上につながる。積極的に応援

したい。

　現在、ＦＩＴ（固定価格買い取り制度）の買い取

りをやめる方向にあるが、方向性としてバイオマス

林　日米貿易協定が

１月１日に発効され

た。日欧ＥＰＡ、Ｔ

ＰＰ11もあり、農家

は不安を覚えてい

る。国内農家への支

援策についてはどう

考えているか。

江藤　農家にすれ

ば、外的要因によっ

て関税が一方的に変

えられた。国が支援

をするのは当たり前

で、常に現場に目を
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＜えとう・たく＞

　1960年宮崎県生まれ。85年成城大経済学部卒。

2003年の衆院選で初当選。選挙区は宮崎県第２区。

現在６期目。19年９月から現職。

発電についてはＦＩＴを継続する方向で財務（省）

と一生懸命やっている。確定的なことは言えない

が、うまくいくのではないか。送電の枠が空くので

あれば、それを利用できるかもしれない。関係省庁

としっかり話をしていかないといけない。

林　十勝は先進的にＡＩ（人工知能）や自動化、ド

ローン利用が進んでいるとは思う。スマート農業拡

大普及の考えは。

◆ＡＩや自動化　共同利用で
江藤　今、実証地域を10カ所弱くらい設けている。

私も現場で見せてもらったが、楽しみだ。こういう

営農、やり方を導入すれば新規就農は増えるだろ

う。きつい、汚い、格好悪いではなく、格好良くて

効率が上がりもうかるのであれば、頑張った分だけ

自分が豊かになれる。農業は働く実感が間違いなく

ある。

　ただ、機材等がまだ非常に高いということもあ

る。取得して皆で共同利用する方向にしないと、各

農家で導入するのは難しい。ＪＡが特に頑張ってほ

しいところ。今のところは条件の良いほ場で実証実

験がされているが、いかに条件の悪い地域での汎用

（はんよう）性を高めて実装化を進めていくか。Ｉ

Ｔ化、スマート農業化が、いわゆる条件不利地域の

将来への継承に大きく貢献する力を持っていると思

っている。

林　ＡＩやスマート農業は若い人に希望を持たせ

る。自動運転になると、女性も働きやすい。そうい

う意味でもスマート農業を進めると農業の未来が明

るくなる。

江藤　白菜とかキャベツといえば、今まではしゃが

んで包丁で切り取るのが常識だった。それが機械で

一個一個、個体を映像で判別して根元から切ってい

く。例えば、加工用の野菜、いわゆる中食（なかし

ょく）、外食の野菜で、市場を輸入野菜に取られて

いる部分がある。輸出も大事だが、スマート農業や

ＩｏＴ（モノのインターネット）、機械化を進める

ことによって、外国に取られている市場を日本で奪

還する、その大きな一助になる。
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十勝毎日新聞　十勝農業記事ハイライト

技術開発

早生の小豆　密植で収量増� 2019年３月９日

◆金時、播種遅らせ色流れ減少
　十勝圏農業新技術セミナー

　十勝圏農業新技術セミナー（道総研十勝農業試験場主催）が２月28日、幕別町百年記念ホールで開かれた。豆類

の早生品種活用や播種（はしゅ）期の工夫で収量や品質を高める方法が発表され、最近の気象変化にも対応できる

可能性が示された。

　北海道畜産公社（本社札幌、岡本安司社長）の十勝工場（帯広市西24北２）が、食肉の米国輸出が可能な施設と

して、道内では初めて厚生労働省の認定を受けた。米国への輸出には最高水準の衛生管理が求められるため、北海

道・十勝の牛肉を輸出する場合、本州の認定施設を経由していた。十勝産をはじめとする道内産和牛の世界的な輸

出拡大にもつながると期待される。

道産和牛　対米輸出へ　畜産公社十勝　道内初の認定� 2019年６月１日

◆最高水準の衛生管理
　５月31日付で国内14施設目として十勝工場の第３工場

が認定を受けた。準備が整い次第、７月にも米国に輸出

する。

　十勝農試研究部

小豆菜豆グループ

の堀内優貴氏は小

豆に関し、生育期

間が短い早生（わ

せ）品種を密植す

る効果について発

表。収量が増える

のに加え、生育が

早まるため、地域

によって播種の遅れに対応できるとした。

　十勝、オホーツク管内で最も作付けされている「きた

ろまん」について、標準の1.5倍となる10アール当たり

約２万5000本の密度で栽培した結果を紹介。成熟期が１

日早まり、収量が９％高まると話した。

　ただ密植は、倒伏が増える可能性があると指摘。地力

の高い畑では草丈が伸びて倒伏しやすくなるため、裁植

密度はあまり高めない方がよいとした。

　播種は通常５月下旬に行うが、十勝中央部は気温が高

く、天候不良による作業遅れがあっても、６月上旬まで

なら間に合うと説明。その場合、密植で成熟を早めるこ

とや、生育期間の短い「ちはやひめ」の栽培を勧めた。

　生産環境グループの小谷野茂和氏は、播種を遅らせる

ことで色流れのリスクを低減する金時の－栽培方法を示

した。

　金時は通常、後作となる秋まき小麦の播種に間に合わ

せるため、９月上・中旬に成熟するよう栽培されること

が多い。気象変化で９月中旬の雨が増えていることを指

摘し、「９月下旬はリスクが少ない」と述べた。

　下旬に成熟させるには「大正金時」は６月下旬、「福

勝」は６月15日ぐらいに播種を遅らせるとよいとした。

収量や品質は、標準的な種まきに比べ、百粒重が10グラ

ム前後増え、色流れの割合も低下すると示した。

　小麦以外の作物を後作にする場合は、成熟期を遅らせ

ることが可能で、「地域全体で成熟期を分散することで

高品質な十勝ブランドを維持してほしい」と呼び掛けた。

　米国輸出に対応しているのは全国のと畜施設のうち１

割弱ほどで、道内の肉牛は岩手県内の施設で処理し、輸

出していた。岩手に運ぶコストが掛かるほか、地元産の

肉牛の処理が優先されることから、生産者や農業団体の

間では道内で輸出できるインフラ整備の要望が高まって

堀内優貴氏 小谷野茂和氏

新たな品種や栽培方法が
示されたセミナー



－69－

いた。

　第３工場は国の補助事業や道、帯広市、十勝町村会、

十勝地区農協組合長会の支援を受けて2016年３月に完

成。厚労省への申請は17年３月に行った。国際的な衛生

管理手法「ＨＡＣＣＰ（ハサップ）」を基本に、米国が

求める衛生基準にも対応する。

　米国向けはヒレやロースなど和牛の高級部位が中心と

なるため、19年度の製造量は６トン程度となる見込み。

ただ和牛の需要は米国内でも伸びており、輸出向けは今

後増えると想定されている。

　また、米国の厳しい基準を満たしたことで他国に輸出

する可能性も広がり、今後、香港向けにも対応できるよ

う手続きを進める構え。国内の和牛市場は飽和状態にあ

り、輸出が広がることで和牛の価格安定にもつながる。

　十勝地区農協組合長会の有塚利宣会長は「グローバル

な安全・安心の基準を満たす施設は生産者の悲願だっ

た」と強調。岡本社長は「最高水準の管理手法に対応す

ることで、どの国にも輸出しやすくなる。一大産地の十

勝で整備する意義は大きい。十勝産和牛の振興にもな

る」と述べた。

　北海道畜産公社は道内に５工場を持ち、年間の肉牛処

理能力は16万トンと道内の７割を占める。うち十勝工場

は９万トン超を処理している。

　十勝工場はシンガポール、台湾、タイ、ベトナム輸出

向け（18年は牛肉全体で４カ国・地域計約40トン）の処

理も行っている。全施設で１日当たり肉牛450頭を処理

する。対米輸出に対応した第３工場のみの能力は１日

100頭。

対米輸出が可能な施設として認定された
北海道畜産公社十勝工場の第３工場

牛肉輸出　米へ初出荷　十勝工場から170キロ� 2019年７月27日

　食肉の米国輸出可能施設に認定された北海道畜産公社（本社札幌、岡本安司社長）の十勝工場（帯広市西24北

２）で27日、米国に初めて輸出される牛肉の出荷式が開かれた。

　この日出荷した牛肉はホクレン（札幌）が荷主で、Ｊ

Ａ上士幌町の黒毛和牛４頭分のロース肉（約170キロ）。

羽田経由で米カリフォルニア州に運び、ホテルなど外食

店に販売される。

　米国への輸出量計画は今後策定するが、ホクレン畜産

販売部ビーフ課は「今後、米国への輸出は継続的に進め

るほか、将来的には香港にも広げるなど拡大したい」と

している。

　初荷の出荷式が事務所内で開かれ、土屋俊亮道副知

事、十勝地区農協組合長会の有塚利宣会長、米沢則寿帯

広市長など来賓を含む約80人が出席。「最高度の食肉輸

出基準である北米向け認可を受けた。上質で安全な道産

牛肉を安定輸出し、生産基盤の維持拡大につなげてほし

い。今後も衛生品質管理の徹底を図る」と岡本社長。第

３工場前で関係者によるテープカットを行った。

衛星で畑管理　帯広の企業など内閣府モデル事業に� 2019年７月27日

　帯広の企業や農業団体などによる衛星データを活用したほ場情報の把握に関する実証事業が、内閣府の先進的な

衛星データ利用のモデル実証プロジェクトに採択された。作物の種類や面積などを識別するサービスを実証するも

ので、十勝とオホーツクで事業を行う。

　農作物の衛星画像を配信するスペースアグリ（帯広、

瀬下隆社長）、十勝農協連、オホーツク農協連、ユニオ

ンデーターシステム（札幌）、宇宙技術開発（東京）の

５社・団体による共同チーム。内閣府のプロジェクトに

は全国で20件の応募があり、７件が採択された。

　５社・団体は、産学官の北海道衛星データ利用ビジネ

ス創出協議会が昨年10月に立ち上げたプロジェクトチー

ムに参加。スペースアグリが中心となり、畑作地域で輪

作を識別し、ほ場管理を簡素化する方法について議論し

てきた。

　品質向上や収量増に向けた適切な営農指導を行うに

は、作付けの面積、区画、品種などの情報を正確に把握

することが重要となる。現在はＪＡや自治体の職員が実

地に調査し、大きな負担となっている。
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　衛星データやＡＩ（人工知能）を活用することで、安

価で容易に、どの位置にどのくらいの面積で、どの作物

が植えられているのか、ほ場情報が把握できることを実

証する。効果的で効率的な営農指導を通じて収益の向上

につなげ、競争力の向上を目指す。

　衛星データとドローンデータ、トラクターの走行履

歴、区画データ、品種ごとの成長データを組み合わせ、

ＡＩを活用して作付面積や区画、品種を把握・予測す

る。これらを整理・蓄積し、ほ場情報の基盤データ化を

図る。

　実証期間は８月に予定している内閣府との契約締結後

から来年３月まで。事業費は約1000万円。スペースアグ

リの瀬下社長は「道内の畑作面積の１位、２位を占める

十勝とオホーツクで実証し広げたい」と話している。

　協議会の平藤雅之会長（東大大学院特任教授）は「編

隊飛行ができれば、大規模な畑でも対応できるようにな

り、予想以上に普及も進むだろう」と話した。

　西山猛村長は「今回のテストを検証し、自宅で現場の

作業機を管理できる遠隔操作を次は目指したい」と語っ

ていた。

２機のドローンを編隊飛行させて行われた農薬散布テスト

ドローン農薬散布　自動航行テスト公開� 2019年８月７日

　更別村スマート産業イノベーション協議会は６日、村内のふるさと館で、農薬や殺そ剤粒剤の散布を目的にした

ドローン（小型無人飛行機）の自動航行テストを行った。

◆更別の協議会　大幅省力化へ
　協議会は情報通信技術（ＩＣＴ）を活用したスマート

農業の実現に取り組んでいる。７月の規制緩和に伴い、

農林分野でのドローンの自動航行が認められ、初めて実

証テストを行った。関係機関や報道陣ら約100人が見学

した。

　殺そ剤粒剤散布テストは、ボタン一つで自動航行をス

タート。約２メートルの高度を保ち、時速約10キロで薬

剤を散布しながら自動航行した。これまでの手作業に比

べて所要時間は６分の１に短縮、有人ヘリに比べても大

幅に省力化される。

　農薬散布を想定したドローンの編隊飛行も実施。高精

度の測位システムを搭載したドローンが畑を測量、取得

したデータを基に別の２機が編隊飛行で農薬を散布した。

　リモートセンシング技術のデモンストレーションで

は、高度約50メートルで畑を空撮。農作物の分布状況や

活性度を示す「ＮＤＶＩ」のデータを取得し、生育状態

のマップをリアルタイムでパソコン上に表示した。

　東京工業大学は、地球温暖化防止と生物多様性の維持に向け、十勝をモデル地区に想定する研究プロジェクトを

立ち上げた。学内横断の「循環共生圏農工業研究推進体」で、協力メンバーとして帯広畜産大学の教授も加わり、

牛がげっぷとして排出するメタンの抑制など循環型農工業の基盤技術を研究していく。

東工大が循環型農工業研究　十勝をモデル地区に� 2019年９月９日

◆帯畜大教授もメンバー
　同大は、学内の領域を横断した９つの「研究推進体」

のプロジェクトを展開。今回の研究課題は「領域横断的

な循環共生圏農工業基盤の確立」で、今年度から３カ年

で行う。理工系の同大で農業を主体に取り上げるプロジ

ェクトは初めてという。

　地球温暖化と生物多様性の減少を二大環境問題と位置

付け、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点で課題解

決に取り組む。研究推進体の同大情報理工学院情報工学

系の小長谷明彦教授は「注目するのは炭素循環。『脱・

炭素』ではなく『活・炭素』をキーワードに地球にやさ

しい農工業を考える」と強調する。

　外部の協力メンバーとして、微生物による牛など反す

う家畜のメタン抑制を研究する帯畜大の西田武弘教授

と、土壌細菌や植物による土壌への炭素貯留に詳しい農

研機構（茨城県つくば市）の白戸康人温暖化研究統括監

が参画。実証実験するモデル地区に畑作、畜産で国内先

進地の十勝を想定する。

　メタン抑制の研究では、藻の一種ユーグレナ（ミドリ
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ムシ）の活用で、牛がげっぷとして排出するメタンが抑

えられることが分かっている。小長谷教授は「分子レベ

ルで解析、定量化していけば、なぜそうなるのか科学的

に分かるかもしれない」とし、西田教授も「（東工大は）

畜大と専門の異なる工学系の先端研究者集団で、異分野

融合で斬新な手法により、興味深い成果が出るのでは」

と期待する。

　８月に東京都内でキックオフセミナーが開かれ、十勝

町村会の高橋正夫会長（本別町長）も参加した。小長谷

教授は「十勝の農家の協力が得られればより実践的な研

究ができる」とし、今後は具体的な研究スケジュールや

地元との調整などを進めていく。

病害回避へイモ新品種　2030年に全転換　カルビーポテト � 2019年９月11日

　カルビーの原料調達を担うカルビーポテト（帯広市、中村一浩社長）は、重要病害ジャガイモシストセンチュウ

の抵抗性品種の普及を進めている。現在の使用量は全体の25％だが、同社が開発した新品種「ぽろしり」などに、

2030年には全量を切り替える予定。「ジャガイモ産業を守る」試みとして注目されている。

　同社は昨年、全国の契約農家1800戸から27.2万トンの

ジャガイモを調達。うち道内産は８割近くで、十勝は全

国の４割以上を占める最大産地。受け入れたジャガイモ

はポテトチップスなどに加工されている。

　シストセンチュウは、人体への影響はないがジャガイ

モに寄生すると養分を吸い収量を減らす。卵は低温や乾

燥に強く10年以上生存し、薬剤防除も困難。一度侵入す

ると根絶が難しいとされている。

　同社が調達するジャガイモは現在、病害に対する抵抗

性のない「トヨシロ」「スノーデン」が全体の75％を占

める。この病害リスクを抱えることから、10年余りで全

量を抵抗性品種に切り替えることにした。

　新品種の一つが同社の馬鈴薯（ばれいしょ）研究所

（芽室町）が開発した「ぽろしり」。シストセンチュウ以

外の病害にも強く、トヨシロより収量が多いのが特長

で、「ポテトチップス」「じゃがりこ」といったカルビー

の主力商品に適している。他にも既存の抵抗性品種や長

期貯蔵が可能な新品種も検討する。

　カルビーは現在、一部輸入を含む原料ジャガイモを

100％国産にする方針で、契約農家の生産環境に合わせ

た新品種の提案や技術指導を進める構え。同社は「シス

トセンチュウは将来的に北海道のジャガイモ栽培の大き

なリスクになる。ぽろしり以外にも優良品種の開発を進

める」としている。

　道内ではでんぷん原料用のジャガイモも抵抗性品種へ

の切り替えが進められている。北海道澱粉協会（札幌

市）によると、抵抗性品種の割合は今年産の４割から３

年後には100％にする計画。

カルビーポテトが開発した
センチュウ抵抗性の新品種「ぽろしり」

＜ジャガイモシストセンチュウ＞

　ジャガイモの根に寄生する害虫で大幅な収量低下をも

たらす。薬剤による防除は難しい。卵を包む殻（シス

ト）を作り、土壌中で10年以上も生存でき、輪作でも生

息数を減少させられない。抵抗性品種はシストから生ま

れたセンチュウが栄養を吸収できず生き残れないため、

密度を低下させることができる。

◆キャベツは目標９割まで到達
　農業従事者が減少し高齢化する中、規模拡大を進める

には収穫や機械操作の人手不足解消が不可欠。プロジェ

クトは露地野菜の収穫から集荷までの作業工程を、ロボ

ット化、自動化することを目指す。農機メーカーやＪＡ

　キャベツなど露地野菜の収穫、運搬、集荷作業を自動化する実証実験が、鹿追町内で行われている。立命館大学

や農研機構などが参画するプロジェクトで、ＡＩ（人工知能）を活用した新たな作業体系を構築し、省力化を図

る。18、19の両日、同町内でデモンストレーションが行われた。

野菜の収穫運搬　省力化にAI 活用　鹿追で実証実験� 2019年９月20日

立命館大や農研
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キャベツ畑を無人で走る収穫機。画像やレーダーなどの
計測装置、ＡＩを用いて自動で収穫する　　　　　　　

　音更　町然別西４線の道東自動車道沿いの畑に７日、ＪＡおとふけ（笠井安弘組合長）のシンボルマークを描い

た“アート”がお目見えした。全地球測位システム（ＧＰＳ）を導入したトラクターを駆使。緑と茶のコントラス

トが際立っている。

◆ＧＰＳトラクター畑にマーク描く
　同ＪＡのＰＲの一環に加え、ＩＣＴ（情報通信技術）

を使ったスマート農業の周知を兼ねた試み。ＧＰＳによ

る自動操舵（そうだ）トラクターは町内に約300台あり、

５年前に先駆的に導入した本田農場（町然別西６線３）

の本田英樹さん（48）に協力を依頼、小麦の収穫が終わ

った後の緑肥ほ場（5.5ヘクタール）を“キャンバス”

として借り受けた。

　午前９時に作業を開始。同ＪＡのＧＰＳ基地局から受

信したデータを基にトラクターが耕運機を引き、マーク

の縁取りなどを約３時間かけて行った。人の手だと10セ

ンチほど誤差が生じるが、自動操舵では２～３センチの

自動操舵のトラクターで描かれた
ＪＡおとふけのシンボルマーク

誤差に抑えられ、本田さんも「極端な曲線を描くことはないので不思議な感じだった。ＧＰＳの性能に驚いた」と話し

ていた。

　畑のアートが見られるのは数日。同ＪＡは高所作業車で作業の様子や、上空からドローンを飛ばして完成したアート

を撮影しており、リニューアルする予定のＨＰやプロモーションビデオなどに活用する。

スマート農業でっかく発信　ＪＡおとふけ　� 2019年10月７日

鹿追町も加わり共同で研究している。

　同ＪＡでは農家所得の向上を目的に加工用キャベツを

導入、現在は21戸・57ヘクタールで栽培している。専用

の収穫機を使っているが、オペレーターの他にキャベツ

をコンテナに入れ運搬するため５人程度が必要で、省力

化が課題になっている。

　研究では収穫機や運搬機の自動運転、自動選別などを

実現、１人で行える作業体系を目指す。機械にはセンサ

ー・小型カメラを搭載、ＡＩがキャベツの列や形を認識

し、収穫・選別を行う。コンテナが満杯になると運搬機

に移して畑の端まで運び、無人のフォークリフトがトラ

ックに積み込む。研究期間は2020年度までの４年間。23

年度の実用化を目標にする。

　デモでは一連の流れを実演。安全面や精度を考慮して

時間をかけながら、無人の収穫機や運搬機、フォークリ

フトがキャベツを処理していった。

　自動収穫の実証実験はタマネギでも行っており、根切

り、玉寄せ、コンテナ収納などの自動化を研究してい

る。収穫機上での選別作業が自動化できれば、ポテトハ

ーベスターにも応用できるという。

　研究代表を務める同大理工学部の深尾隆則教授（情報

学）は「キャベツの自動化は技術的に目標の８、９割ま

で達している。どの畑でも完全に（作業が）できるよう

実証実験を重ねたい」と話している。同ＪＡの今田伸二

審議役は「一日でも早く実用化してほしい」と期待して

いた。
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　新得町の元地域おこし協力隊員の正脇健次さん（42）が、原木シイタケの独自ブランド「サホロ椎茸」を立ち上

げた。町内でかつて盛んだった原木シイタケ産業の再興を目指している。

原木シイタケ再興へ　独自ブランド「サホロ椎茸」立ち上げ� 2019年10月30日

新得・元協力隊員の正脇さん「本当のおいしさを」

　正脇さんは神奈川県出身。民間企業勤務を経て、2016年にシイタケ生産推進担当の協力隊

員として家族５人で町に移住した。新得の環境と、移住前の視察で知った原木シイタケのお

いしさが決断を後押ししたという。原木シイタケ農家でつくる「町しいたけ生産組合」の指

導で栽培方法を学びながら準備を進め、４月に独立した。

　サホロ椎茸の栽培には、ミズナラの原木を林の中で腐朽させた「榾木（ほだぎ）」を用い

る。十勝の寒冷な気候のため、原木の切り出しから収穫まで２年かかるが、正脇さんは「シ

イタケの本当のおいしさを追求したい」と話す。

　原木シイタケは栽培に手間がかかることや、原木を供給する林業の人手不足などで全国的

に減少している。安定して生産できる菌床シイタケが普及し、現在では全体の１割程度。町

内でも最盛期には十数戸が原木栽培を行っていたが、現在、組合員数は正脇さんを含め４

戸、組合員の中でシイタケ専業は正脇さんだけという。

　当面の生産量は年間４トンが目標。組合を通じて出荷する他、ネット販売を行っている。

すでにＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）やホームページで、趣味の写真

を生かして情報発信しており、好評を得ているという。年内には栽培所（町西４南６）での

対面販売も始める予定。

　「協力隊としてはあまり貢献できなかったが、自社ブランドを通じて新得の原木シイタケの知名度を上げていきたい。

よりおいしい菌種を使ったハイエンド商品も開発していきたい」と意気込んでいる。

林の中からハウス内に移
した榾木から、次々に育
つシイタケを確認する正
脇さん

　音更町で７月に設立した農業関連のベンチャー企業「ＶＥＴＥＬＬ」（ベッテル、池田哲平社長）が、来春完成

を目標に牛の電子カルテ「ｖｅｔｅｌｌ」の開発を進めている。同社によると、酪農家と獣医師が使用できる共通

の電子カルテはこれまでになく、池田社長は「牛の管理の様子を『見える化』することで、病気を減らせるなどメ

リットが大きい」としている。

牛のデータ共有　電子カルテ　開発進む� 2019年11月12日

音更のベンチャー「ベッテル」

電子カルテの開発を進めるＶＥＴ
ＥＬＬの池田社長。現在は試作段
階で、来春完成を目指している

　電子カルテ上では、酪農家が牛の個体ごとに餌の摂取量、食欲、使った薬などの

データを入力。データは電子カルテ上で獣医師と共有する。

　平常時から個々のデータを共有することで病気への対応が迅速になり、予防や経

営改善につながる。まずは農家と獣医師間での利用とし、将来的には人工授精師、

飼料メーカー、農協関係者など、関わる全ての人が利用する電子カルテとしたい考

えだ。

　従来は、酪農家が牛の状態を紙ベースで記録していてもリアルタイムで共有する

方法がなく、病気にかかった際に獣医師に一から説明をする必要があった。

　現役の獣医師でもある池田社長はこうした点を改善しようと、８年ほど前から開

発を構想。外注先の協力も得て開発を進め、現在、試作版を農家に使ってもらいな

がら、来春に向けて改良を進めている。

　契約は牧場ごとで、使用料は現在検討中。池田社長は「これまでは農家が記録し

ても資料が散乱している場合もあり、病気の正確な検証が難しかった。記録を時系

列で残し、共有することで経営改善にもつながる」と話す。
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　十勝管内の農機具メーカーが全道的に高い評価を受けている。10月にフクザワ・オーダー農機（芽室町）が道の

北海道新技術・新商品開発賞「ものづくり部門開発奨励賞」を、キュウホー（足寄町）が発明協会の北海道地方発

明表彰「道発明協会長賞」を受賞した。地元メーカーが十勝の営農を支えている。

十勝の農機メーカー脚光　技術相次ぎ全道表彰� 2019年11月30日

芽室フクザワ・オーダー農機　足寄キュウホー

◆作業機側から停止
　新型機種にも対応　フクザワ
　ナガイモ関連の農機具製造を主軸とするフクザワ・オーダー農機が開発したのは、新

型トラクター向けの緊急停止装置。

　ハーベスター上の作業者とトラクターの運転者は離れているため、緊急停止や走行速

度など作業者の意思が伝えられない。作業者は無理なペースで作業を強いられ、動いて

いる機械から降りて、速度の低下などを伝えようとして事故につながるケースがあっ

た。開発した機械は、作業機上からも緊急停止できるよう開発された。

　十勝でも普及しているヤンマー社「ＹＴシリーズ」が対象。同様の安全装置は同社で以

前から製造していたが、トラクター内部の装置が高度化したため、通信方法を対応させた。

　とかち財団の協力を得て昨年秋ごろまでに開発。管内などで19台導入されている。福

澤剛志社長は「作業機側で停止操作ができ、安全性が向上する。来年以降も導入が進み

そう」と話している。

フクザワ・オーダー農機が
開発した緊急停止装置　　

◆特別な加工不要
　葉をかき分け　キュウホー
　農機具開発・製造販売のキュウホーが開発したのはトラクター用葉

分け機「豆シャトル」。トラクターに設置し、防除作業の際に作物を

踏まないよう、葉をかき分ける。作物を踏むとつぶれて歩留まりが悪

くなるため、これまでは自作で同様の器具を作っていた人もいた。

　７～８年前から販売し、多い時は１年で約100台は出た人気商品。

管内の他、北見、上川、空知地方の農家にも愛用されている。

　トラクターに特別な加工を施す必要がなく、手軽に設置できる。電

動ホイストを用いて葉分け部分を上げ下げでき、旋回時も手間がかか

らない。

　永井博道社長は「台数も出ており、使っている人の評判も上々」と

話している。

キュウホーのトラクター用葉分け機
「豆シャトル」

 十勝農協連（山本勝博会長）は年明け１月から、営農関連情報をまとめたサイト「十勝地域組合員総合支援シス

テム（ＴＡＦ）」の全サービスの本格運用を開始する。組合員個々のほ場図を示すマッピング機能を新たに搭載、

農場の生産履歴や組合員勘定など幅広い情報を、いつでも閲覧することができる。農協連では「地図情報も含めた

総合的なシステムは道内でも珍しい」としている。

ほ場図、生産履歴　いつでも閲覧可能に　農協連情報サービス� 2019年12月３日

　ＴＡＦは、これまで独立していた組合員勘定明細などの「個別農場情報」と「農産物生産履歴システム」「酪農畜産

物生産履歴」、気象情報といったサービスを一元化した。徐々に新機能を付加しており、「マッピングシステム」と「施

肥設計」でサービスがそろうことになった。来年１月以降、ＪＡ単位で順次利用できるようになる。

　マッピング機能は、地図上で分筆・合筆をして農場のほ場図を作成することができる。栽培する作物や収量、病害虫

発生状況などをデータ入力すれば、営農計画の参考になる。
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　スマートフォンやタブレットで閲覧すれば、農作業の最中も土壌診断記録やＪＡか

ら届く営農情報を確認できる。営農情報は従来、ファクスで届けられており、今後は

自宅に戻らなくても情報を入手できる。

　管内24ＪＡの正組合員は利用できるが、ＪＡによっては一部使えない機能がある。

各ＪＡを通じて登録し、ＩＤとパスワードを受ける。９月末時点で管内の畑作と酪

農・畜産の計約5200戸のうち６割超が登録した。組合員サービスの一環のため端末の

通信料のみでシステム利用料はかからない。組合員の同意を得た従業員なども利用で

きる。

　農協連はＪＡ担当者への周知を進めており、農産課は「経営者だけでなく家族や農

場内で情報を共有して営農作業に役立ててほしい」（前塚研二考査役）と話している。

タブレットやスマホで畑でも
営農情報をチェックできるよ
うになる

　農業用機械の製作・販売の土谷製作所（札幌）、帯広畜産大学など産学５機関は、同大畜産フィールド科学セン

ター内牛舎で、人工知能（ＡＩ）技術を用いた乳用牛の個体管理の実証実験を始めた。今後は牛舎内に５Ｇ網を構

築してデータを送る速度を上げ、大容量の画像データで牛の状態を把握できるようにする。2022年秋の商用化を目

指している。

ＡＩ、５Ｇで乳用牛管理　５機関が実証実験� 2019年12月20日

土谷製作所・帯畜大など　2022年秋の商用化目指す

　酪農は担い手不足で戸数が減少する一方、１戸当たり

の飼育頭数は増加傾向で、酪農家の負担が増している。

牛体に機器を装着して個体を管理する方法もあるが、導

入に高い費用が掛かるとされ、課題解決のために実証を

行う。

　実証実験は19日から始まり、21年12月末までの予定。

初めに専用のボックスで個体を１頭ずつ撮影し、牛舎に

設置したカメラの映像を無線通信でサーバーへ送ること

で、ＡＩが自動的に乳用牛の個体を識別する。行動量や

食事回数、水分補給の回数などを、パソコンやスマート

フォンで離れた場所から把握できるかを確認する。

　システム全体設計を土谷製作所、サーバー関係を構研

エンジニアリング（札幌）が担当。画像の解析処理を東

京理科大が担い、帯畜大が乳用牛の行動解析を行う。

　ＮＴＴドコモ道支社（札幌）が牛舎内に５Ｇ網を構築

し、来年２月にもデータ転送の速度を上げて実証を行

う。ＡＩ技術と５Ｇを用いた乳用牛の個体管理の実証は

全道で初という。

　土谷製作所は「牛体に付けるハードウエアに頼らず個

体識別できれば、省力化のほか牛への負担も減る」とメ

リットを話す。実証は今年の経産省中小企業庁の支援事

業に採択されている。 牛舎内に設置されたカメラ

実証実験が行われている畜産フィールド科学センター内の
牛舎。実証では約80頭の個体識別を行う
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　地震などの災害時に備え、幕別町内の酪農家の経営データを、町や酪農家が所属する４ＪＡ（幕別町、さつな

い、忠類、帯広大正）で共有する仕組みが整備された。共有するのは飼養頭数、生乳の出荷先、発電機の所有状況

など。データは毎年更新し、緊急時の乳牛の二次被害防止につなげる。

災害時に酪農家情報共有　頭数や発電機有無� 2020年１月17日

幕別圏４ＪＡ　設備の貸与支援にも

　ゆとりみらい21推進協議会（会長・大串邦彦ＪＡ幕別町参事）が企画した。同推進協は町、４ＪＡ、町農業委員会、

十勝農業改良普及センターなどで構成。複数のＪＡが管轄する町内の特殊事情を勘案し、農業関連機関の連携・調整を

担っている。

　町内では2018年９月の胆振東部地震に伴うブラックアウト（大規模停電）で、一部の酪農家が生乳廃棄を余儀なくさ

れた。これを受け推進協の畜産振興対策部会では、同年12月から４ＪＡの組合員に対し、災害対策状況について聞き取

り調査を進めてきた。

　４ＪＡが共有するのは「災害時における経営支援データ」。各酪農家の（１）乳用牛など飼養頭数（２）搾乳・集荷

回数（３）搾乳方法やバルク容量（４）発電機や受電設備の有無（５）水源の種類－などで構成する。

　これらの情報を基に、例えば大規模停電時の場合は、各ＪＡが発電機を貸し出したり、酪農家同士で発電機を貸与し

合うなど、設備を持たない酪農家への支援をスムーズに行えるようにする。

　事務局の町農林課は「ブラックアウトでは発電機や水の確保が厳しかった。地域的な断水や停電は今後も起き得る。

ＪＡ単位ではなく、町全体で対応する」としている。

停電や断水への備えと対策を紹介したマニュアル

◆危機管理対策のマニュアル作成
　ゆとりみらい21推進協議会は「災害における酪農危機管理対策マ

ニュアル」を作成した。150部を作成し、各酪農家や関係機関に配

布した。

　「災害時に想定される酪農被害」「災害による酪農被害の回避・軽

減を図る対策」「地域における防災訓練実施」の全３章。

　停電時に対応する電力確保計画の作成フロー、ＪＡ内部の災害対

策体制などを明示。災害時の被害情報は各戸からＪＡに連絡するこ

とを呼び掛けている。

　インターネットを通じて土壌凍結の深さなどを調べられる営農支援システム・てん蔵に、冬場に行う「雪踏み」

作業の適期などを確認できる機能が加わった。運営する十勝農協連（山本勝博会長）では、「野良イモ」対策とし

てシステムの利用を呼び掛けている。

てん蔵に「雪踏み」機能も　作業予定立てやすく� 2020年１月21日

ネットの営農支援システム　「野良イモ」対策に活用を

　収穫しきれず畑に残ったジャガイモは野良イモとして雑草化するため、土壌凍結を進めて凍

死させる必要がある。各農家は厳冬期になると畑をしま状に除雪して地表を露出させる「雪割

り」や、ローラーで圧雪する「雪踏み」を行っている。

　十勝では雪割りが広く行われているが、トラクターに付けたＶ字の羽根で雪を割るため、越

冬中の秋まき小麦を傷つけるリスクがあった。これに対し圧雪する雪踏みは小麦を傷めないた

め、近年実施する農家が増えている。

　「てん蔵」は十勝農協連と日本気象協会（東京）が連携して開発。従来の機能は、雪割りの

最適な作業日のみを計算していた。雪踏みが広がっていることから、昨年12月下旬に機能を拡

充した。

　雪踏みを実施した日を登録すると、現状の凍結と今後の凍結深の予測をそれぞれ確認でき

る。野良イモを低減させつつ、春作業に影響が出ない凍結深は30センチ程度とされ、十勝農協

「雪踏み」機能が備わ
った「てん蔵」
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連は「（てん蔵を活用して）今後の雪踏みのスケジュールを立てることができる」としている。

　「てん蔵」は会員登録（無料）すると、スマートフォンやパソコンから利用できる。問い合わせは農協連農産部農産

課（0155・24・2134）へ。

搾乳ロボ　道内５年で倍増　３割は十勝、99戸　規模拡大で進展� 2020年１月25日

　全道的に搾乳ロボットの導入農家が増えている。道農政部の調査によると、2019年２月現在、道内で計299戸が

導入し、14年度比（150戸）でほぼ２倍に。うち十勝は30％以上を占める最多の導入戸数で、規模拡大や人手不足

の背景の中、今後も導入が進むと考えられている。

　道が昨年２月１日時点の道内搾乳農家5467戸を対象に

調査。人手が必要な搾乳作業を自動で行う搾乳ロボは

1997年に道内で初の導入事例があり、2006年度に100戸

を超えた。その後、緩やかに導入が増えていたが、15年

度以降は、畜産クラスター制度など国の補助事業もあっ

て導入戸数が急激に増えている。

　299戸の内訳は、十勝管内が33％を占める99戸で最多。

根室の61戸、釧路の45戸が続く。搾乳農家全体における

導入割合も、十勝管内は8.6％と最も高く、全道割合の

5.5％を大きく超えている。十勝は規模拡大に意欲的な

農家が多く、道農政部は「積極的な投資を図る経営者が

多いのではないか」とみる。経営規模別では半数ほど

が、61～120頭を飼養する農家だった。

　ジャージー、ホルスタインなど搾乳牛200頭を有する

十勝加藤牧場（帯広）では約５年前に搾乳ロボを導入。

加藤賢一会長は「メンテナンスなど点検業務もあるが、

相対的には労働力、労働時間の削減につながっている」

と導入効果を話す。

　業界内では今後も搾乳ロボの導入が進むとの見方が強

い。農水省によると18年の酪農家戸数（全国）は１万

5700戸で、20年間で２万戸以上が離農。離農が進む中、

安定的な生乳確保のため規模拡大が重要視され、道は

「人手不足もある中、規模拡大には省力化が必要。国も

補助事業で導入を後押ししている」と搾乳ロボの増加を

見通す。

　メーカー側も付加価値をつけた搾乳ロボの開発を進め

る。十勝でも導入実績がある酪農機器メーカー大手のス

ウェーデン・デラバルの担当者によると、センサーで乳

頭を検知し、搾乳をする能力は各社同等の性能を持つ。

自社製品の普及を図る上では「搾った生乳の乳質のチェ

ックをする機能など、付加価値が求められている」と話す。

道内約300戸の搾乳農家で導入されている搾乳ロボット

搾
乳
ロ
ボ
ッ
ト
の

道
内
の
導
入
状
況

宗谷
14戸

その他
36戸

オホーツク
44戸

釧路
45戸

根室
61戸

十勝
99戸

全体
299戸
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とかち太郎の導入で「輸出を増やしたい」と語る
有塚組合長　　　　　　　　　　　　　　　　　

畑　作

　カルビーポテト（帯広市、中村一浩社長）は、十勝などで生産されたポテトチップス原料用のジャガイモの試験

輸出に取り組んでいる。国内で供給過剰となる豊作時も安定した価格で買い取り、農家が安心して増産できる体制

を目指す。試験での課題を整理し、本格実施に向けた検討を進める。

香港にイモ　試験輸出　豊作時の在庫消化へ� 2019年４月４日

　同社は全国1800の農家（8000ヘクタール）と契約し、ジャガイモを調達して

いる。道内は1000戸（6300ヘクタール）と契約、十勝が半分以上を占める。ポ

テトチップスの需要は年々高まっており、国内生産分だけで賄えるのは全体の

９割と、原料が不足している状況にある。

　親会社のカルビーは消費者の国産志向や、原料・輸送コスト、品質面を考慮

し、輸入原料を減らす方針。2017年の台風被害を契機に原料不足となり、店頭

から商品が消える「ポテチショック」が起きた。不作時でも製品を安定供給す

る観点で、国産原料の増産が不可欠となっている。

　過去の豊作時には在庫の消化に苦慮したこともあり、国内で使い切れない分

を海外に回すことで、安定的に買い取り、農家の生産意欲を高めてもらう。

　国内では供給不足を背景に、ジャガイモの輸出はほとんど行われていないの

が現状。海外も病害虫が侵入する恐れがあるため、農業が盛んでない国を除

き、ほとんど受け入れていない。同社は２～３月、条件が整った香港に初めて

輸出。芽室町の倉庫に保管していたジャガイモ24トンを、苫小牧港から送った。

　現地に届くまで２週間ほどかかり、国内での輸送に比べて倍以上の時間を要

したが、品質に問題はなかった。一方で、梱包（こんぽう）に手間がかかり、

改善の必要があるという。同社は「大きなトラブルなく輸出でき、手応えはあ

った。しっかり原料のジャガイモを買って、うまく使っていく方法を考えた

い」としている。

輸出され、香港で荷下ろしされる
ジャガイモ（カルビーポテト提供）

　ＪＡ帯広かわにしなど管内９ＪＡで生産する「十勝川西長いも」で、今年から新品種「とかち太郎」の栽培が始

まった。開発に20年を要した新品種は以前より太い「とっくり型」で、生産量は２割増を見込む。２カ年で新品種

に切り替える予定で、需要が高まる外国への輸出に対応、販売額は現状より約10億円アップの80億円超を目指す。

「とかち太郎」栽培開始　川西長いも発展担う新品種� 2019年５月14日

◆収量が２割増　輸出拡大期待
　来年産で全面切り替え

　帯広川西地区のナガイモ栽培は1971年に1.5ヘクター

ルからスタート。「十勝川西ながいも」は現在、９ＪＡ

管内の540ヘクタールに拡大、年間で約２万トンが生産

されている。

　「とかち太郎」は従来品種と比べて長さは60センチほ

どと変わらないが、直径は約７センチと0.5～１センチ

程度太い。これに伴い収量は２割増になる。とかち太郎

に完全に置き換わる20年以降、９ＪＡの生産量は２万

4000トンとなる見通しだ。

　期待されるのは輸出の拡大だ。ナガイモは中国文化圏

で健康食材として用いられ「十勝川西長いも」もアメリ
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カ、台湾、シンガポールなどの中国系住民向けに年間

3000トンほどを輸出している。輸出量の５～７割をアメ

リカが占める。

　ＪＡ帯広かわにしは「アメリカでは西海岸が主な販売

先だったが、近年は東海岸でも需要が高まっており、新

品種による収量増で対応したい」（青果部）と話している。

◆廃棄少なく安く　供給責任果たす
有塚利宣組合長の話

　ゴボウのようなナガイモでは皮をむくと歩留まりが低

く、従来のナガイモは40％が捨てられていた。「とかち

太郎」では、この割合が縮まっていくだろう。試験栽培

で20％収量が上がることが確認されている。捨てる部分

が少ない上に安く提供でき、消費者には得になる。

　毎週40フィートコンテナで18トンを輸出しているが、

週に２コンテナ分36トンを輸出するよう求められてい

る。新品種になれば需要に応えることができ、供給責任

を果たせる。輸出が増えれば価格も維持される。輸出倍

増につなげたい。

◆突然変異きっかけ、より太く　
　エースへの期待込め　開発に20年
　帯広市川西地区のナガイモ生産はもともと、カボチャ

やアスパラガスなど地域に合った野菜栽培を研究する中

で候補に挙がった。地中に石が少ない川西地区の土壌は

ナガイモ栽培に適しており、重機による効率的な収穫方

法が確立され、劇的に栽培が広まった。

新品種のとかち太郎（右）と従来品種（2014年）

「川西長いも」の販売額と総数量

総数量（右目盛り）
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　種イモは当時の先進地だった夕張から購入。夕張の品

種を基に選抜してきたが、1999年にＪＡ帯広かわにし、

ＪＡおとふけ、十勝農協連、十勝農業試験場の４者で新

品種の開発に着手した。より太くて果肉が白く、粘りと

みずみずしさのあるナガイモを生産し、主産地の青森県

と差別化を図るのが目的だった。

　転機となったのが2011年。突然変異で太さのあるナガ

イモを発見し、これを基に開発を進めた。複数回の栽培

試験を経て農水省に品種登録を申請、17年に認可された。

　「とかち太郎」の名前は十勝農試を中心に一般公募で

決めた。長男のイメージが強い「太郎」の名前が付いた

新品種は、十勝農業の「新しいエースに」と期待されて

いる。ＪＡ帯広かわにしの有塚利宣組合長は「太郎とい

う名前はどっしりとした雰囲気を連想させ、とっくり型

の形状とも重なる。強い十勝を体現した名前になった」

と話している。
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道産小豆　15年ぶり高値　60キロ当たり４万2000円� 2019年６月５日

　国産小豆の主力である北海道産の卸売価格が、15年ぶりの高値になっている。天候悪化の影響で不作が続き、

「在庫は底を突いている状態」（取扱業者）。主産地の十勝では2019年産の種まきが終わったばかりだが、関係者は

今年の作柄を注視している。

　都内の豆類専門商社によると、道産小豆の卸売価格は現在、60キロ当たり約４万2000

円。一部では５万円程度で取引されるケースも出ている。04年以来の高値で、15年に付

けた安値（１万9400円）の２倍以上の水準だ。

　豆の国十勝協同組合（帯広）が発表する価格も、製品になる前の素俵（すびょう）で

２万5000円の高値が昨年10月から続く。

　道産小豆の作付面積は減少傾向で、収穫量の直近ピークは04年の８万2300トン。台風に

見舞われた16年は２万7100トン、長雨の影響で18年は３万9200トンと大きく落ち込んだ。

　農水省は昨年12月、中国やカナダからの輸入量を拡大。国内での作付けを促すため、

農家に補助金を出すなど需給の改善を図っているが、商社や業者は小豆の確保に苦労し

ている。

　十勝管内の加工業者は昨年秋以降、原料の確保と価格改正の対策に追われた。来春ま

での取引のめどは付いたが、「繰り越し在庫がたまるまで、数年は高値が続くのでは」

とみる。

　帯広市のたいやき工房では４月から価格を10円値上げし１個140円に。経営する櫻井

孝吉さんは「小豆以外に小麦粉などの価格も上がり（現行価格で）吸収しきれなくなっ

た。天候相手なので仕方がない」と漏らす。

品薄となっている国産小豆。
丸勝の倉庫に積まれた18年産
小豆は全て売約済

　国産小豆の約６割を生産する十勝では５月下旬に種まき作業が終了。作付面積が５年ぶりに目安の２万ヘクタール台

に戻ったかどうかは不透明で、今後の作柄に注目が集まる。

　雑穀卸の丸勝（帯広）の梶原雅仁社長は「高値が続いて需要が減るのが一番困る。今年の豊作を期待したい」と話し

ている。

小麦新品種「勝系158号」収穫� 2019年８月１日

　農研機構北海道農業研究センター芽室研究拠点と更別農業高校などが共同で栽培研究を進める秋まき小麦の新品

種「勝系158号」の収穫作業が１日、同校敷地内の小麦畑で行われた。

◆新商品開発に活用　更別農業高校農研機構など
　農研機構や更別農高など４者は2017年、共同研究に関する契約を締結。強力粉になる

「ゆめちから」を元に、穂発芽耐性に優れた勝系158号の開発・育成を進めている。

　昨年８月に初めて収穫した麦は、同校の授業でピザやスコーン作りに活用。今年の収

穫分は授業での加工品に使う他、村内のパン店「パン舎」と連携して商品を開発する。

　勝系158号は、ゆめちからの孫に当たる品種。早熟で、もちもちした食感が特徴だ。

品種比較のため秋まき小麦の主力品種「きたほなみ」と合わせて、約400平方メートル

の畑で植えられた。

　収穫作業には同校の作物分会と加工分会Ａの生徒４人の他、芽室研究拠点の八田浩一

育種グループ長が参加。刈り取り機で次々と小麦を刈り取った。八田さんは「地域の気

候に適した小麦の品種改良や加工品製造に向け、高校生の力を借りて進めていきたい」

と述べた。

　同校２年の末廣考史郎さん（17）＝加工分会Ａ＝は「自分たちが作った小麦で加工品が

できることに喜びを感じる。収穫した小麦を使ってグラタンを作りたい」と話していた。
新品種「勝系158号」を刈り
取る生徒たち（中央が八田さ
ん）



－81－

　ＪＡ十勝清水町（串田雅樹組合長）がニンニクの栽培に取り組み始めて10年が経過した。この間、種苗生産体制

や集出荷施設の整備、加工品開発などに取り組み、「十勝清水にんにく」のブランド化を推し進めてきた。栽培面

積も順調に伸び、安定した供給体制を構築。10月には町を挙げてニンニクを前面に押し出したイベントを開催し、

「ニンニクのまち清水」を宣言する。

◆25ヘクタールで出荷97トン
　同ＪＡは収益性の高い新規作物としてニンニクに着目。2009年秋に６アールの

畑で試験栽培を開始した。11年度からは主要品目に位置付けて生産を強化。地域

の酪農・畜産から発生する排せつ物を使った肥料「しみず有機」で育てた「十勝

清水にんにく」として産地化を進めてきた。

　町からの生産に対する補助も受け、近年の作付面積は全道の約４分の１を占め

る25ヘクタール前後まで拡大した。15年産以降の出荷量は70～80トン、18年産は

97トンを記録した。

　生産拡大と並行して、ニンニクを発酵熟成させた「黒にんにく」を開発。生産

から加工・販売まで一貫して手掛けている。また、150トンまで受け入れ可能な

乾燥貯蔵施設も整備した。さらに昨年までに、ウイルスフリー（無菌）苗を大量

増殖する技術を外部機関と連携して確立。高品質のニンニクを市場に安定供給す

る体制を整えた。

　「十勝清水にんにく」は現在、ＪＡ十勝池田町、ＪＡあしょろでも生産してい

る。串田組合長は「町内にとどまらず、広域で取り組んで十勝を国内有数のニン

ニクの産地にしたい。そのために、今後も責任を持って質・量の両面を高めてい

く」と話している。

今後の生産拡大が期待される
「十勝清水にんにく」　　　

　国産ニンニクは消費者の安全意識や健康志向の高まりを背景に需要が伸びてきている一方、国内の産地間競争が起き

ている。また、近年は、イメージが良く国産より割安なスペイン産の輸入が増えているという。

　こうした中、同ＪＡは今後の生産拡大に向けて「産地としてのろしを上げる」（串田組合長）との思いを込め、初の

ニンニクイベントを企画。町、蔬（そ）菜振興会にんにく部会、町商工会、町観光協会と共に実行委員会（委員長・阿

部一男町長）を立ち上げ、10月５日に「第１回十勝清水にんにく肉まつり」を開くことにした。事業費620万円のうち

200万円を町が補助、道の地域づくり総合交付金220万円も活用する計画。

出来秋　収穫最盛期　ビート順調、小豆平年並み期待� 2019年10月10日

　十勝農業の主要産品のビートと小豆の収穫が最盛期となり、管内の今季の農作業シーズンは終盤を迎えた。ビー

トの生育は順調で、今週末から順次、管内３製糖工場で原料の受け入れが始まる。小豆は生育が遅れたが、平年並

みの確保が期待されている。

◆製糖所12日以降順次受け入れへ　ビート
　帯広市川西町の丸子弘一さん（62）は、ビートを移植・直播（ちょくは

ん）合わせて９ヘクタールで栽培。10日は午前７時ごろから親子２人で収

穫を開始、掘り出したビートは次々と保管場所に運び込まれた。

　丸子さんは「秋に雨が多かったが、例年並みの収量になるのでは。ビー

トにとっては良い年になりそう」と話した。

　国内最大の処理能力を持つ日本甜菜製糖芽室製糖所は12日に操業を開始

する予定。北海道糖業本別製糖所は15日から、ホクレン清水製糖工場は18

日から受け入れを開始する。 保管場所に山積みされるビート

ＪＡ十勝清水町で栽培10年　ニンニク着実に拡大� 2019年９月17日

産地化　来月「宣言」
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　十勝管内の昨年のビート作付面積は２万5065ヘクタール、生産量は168万4191トン。

全道の４割超を占めている。

◆開始遅れるも「よく育った」　小豆
　芽室町坂の上の中捨智也さん（48）は10日、エリモショウズの畑2.5ヘクタールで

収穫をスタート。５、６月の雨不足や高温の影響などで生育が遅れ、刈り取り開始も

１週間ほどずれこんだ。今年は同じ株でも成熟度の違うさやが混在しており、畑ごと

の仕上がり具合や天候を見極めながら収穫の判断をしている。中捨さんは「干ばつだ

ったことを考えると、よく育ってくれて収量は平年並みになった」と語る。

　ホクレン帯広支所によると、管内の小豆の作付面積は今年、前年比で１割多い約１

万4800ヘクタール。全道の７割を占める。収穫途中だが現時点で、作柄は平年並みの

見通し。中捨さんも「３年前の台風や去年の不作があったけど、今年はおいしい小豆

を届けられる」と話していた。

平年より１週間遅れで始まった
小豆の収穫作業　　　　　　　

新品種ナガイモ「とかち太郎」手応え　収量１割増　ＪＡかわにし� 2019年10月12日

　帯広市川西長いも生産組合（小泉裕亮組合長）は11日、ＪＡ帯広かわにし別府事業所で、栽培に取り組むブラン

ドナガイモ「十勝川西長いも」の作況調査を行った。新品種「とかち太郎」の作付けが始まったことで、今年産の

収量は平年比で１割増になると見込んでいる。

　「とかち太郎」は1999年からＪＡ帯広かわにしや十勝

農業試験場などが収量の高位安定化を目的に、共同で開

発・研究を進めた。今年から２カ年で切り替える予定

で、従来品種と比べて直径が１センチほど太い。切り替

え後の収量は２割増となる見通しで、増える輸出需要に

対応する。

　今年産は管内９ＪＡの264戸、550ヘクタールで栽培。

秋掘りされるナガイモのうち５割ほどが「とかち太郎」

に切り替わった。ＪＡ帯広かわにしでは10アール当たり

収量を、平年比１割増の3864キロと見込んだ。「とかち

太郎は胴回りが一回り大きかった」と評した。

　調査は年間の出荷計画に役立てるため、例年収穫を始

める半月ほど前に実施している。ＪＡ帯広かわにし管内

の25カ所の畑から20本ずつ掘り出したナガイモの形や重

さを、生産組合の幹部らが確認した。

　収穫は11月１日から始まる予定。小泉組合長は「今年

は台風や大きな雨がなく順調に生育した。『とかち太郎』

は従来品種より収量がアップする手応えをつかんだ」と

話していた。

ナガイモの状態を確認する組合員ら

ビート糖度16％後半か　気温影響17％届かず　今年産見通し� 2019年11月23日

　10月中旬から管内製糖工場で受け入れが始まった今年産ビートの糖度は、16％台後半が見込まれている。過去２

年間は17％台を維持したが、秋口の寒暖差が少なく、収穫期の雨が続いたことが影響した。ビートの生育自体は順

調だったことから、生産量は昨年より微増となる見通し。

　ビートは砂糖の原料で、糖度は収量と併せて農家の収

入になる。基準の16.3％を超えて高いほど国からの交付

金額が増える。

　管内の平均糖度は、台風など天候不順に悩まされた

2016年産は16.3％にとどまったが、17年産は17.2％、18

年産は17.3％と２年続けて17％を超えていた。

　管内で収穫されたビートの約６割を受け入れる日本甜

菜製糖芽室製糖所（芽室町）では、10月12日から製糖作

業を開始。糖度は現状、昨年の水準に届いておらず、17

％台に乗るか微妙な状況だ。
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　ホクレン清水製糖工場（清水町）は、10月18日～11月

14日の平均糖度が16.8％。「10月下旬からの冷え込みで

糖度は上がってきたが、ここからほぼ変わらないので

は」とする。北海道糖業本別製糖所（本別町）は16.5％

前後の見通しとなっている。

　４～９月の帯広市内は日照時間が平年比で９％長く、

ビートは根周が平年より６％太くなるなど順調に生育。

一方で、秋口の最低気温が高く、収穫期に雨に見舞わ

れ、「水分を含んだ『水ぶくれ』のような状態になった」

（十勝総合振興局農務課）とみている。

　ビートの収穫作業はほぼ終了。道農政部の生産見込み

数量（８月20日時点）によると管内は前年比0.9％増の

170万トンで、道内最大になる見通し。日甜は103万ト

ン、ホクレンは32万8000トン、北糖は34万トン程度の受

け入れ数量を見込んでいる。

◆上げ幅小幅　一定の評価
　管内生産者「コスト勘案も」ビート基準糖度

　農林水産省が畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）を

22日までに固めたことを受け、農業界からはビートの基

準糖度引き上げが当初の議論よりも小幅に抑えられたこ

とに一定の評価をする声が上がった。一方で、物流や貯

蔵コストの上昇を勘案して算定してほしいとする声もあ

った。

　ビートは糖度に応じて交付単価が変わり、基準糖度が

上がると実質的な単価は低くなる。今回の見直しでは、

基準となる糖度は現行から0.3％引き上げて16.6％。交付

金は610円減の6840円となり、0.1％ごとに62円増減する。

　当初は直近の実績を基に17.2％に引き上げる方向で議

論が進んだが、地元は輪作体系や生産意欲の維持の面か

ら据え置きを求めていた。十勝地区農協組合長会の有塚

利宣組合長は「16.3％とはならなかったが、政治主導の

折衝で食い止め、地元の要請に応えてくれた」と話す。

十勝地区農協農産対策委員会の笠井安弘委員長（ＪＡお

とふけ組合長）も「通常の算定であれば17％を超えたと

ころだが、まずまず良かった」と受け止めた。

　音更町の畑作農家の男性（59）は、基準糖度が上が

り、今後作柄が悪くなればビートの作付けが減る可能性

十勝管内のビート収量と平均糖度
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ストや貯蔵のコス

トも大きな負担

で、そうした見え

ない部分も勘案し

てもらいたかっ

た」と話した。

　ホクレンが取り扱う2019年の十勝産小麦は、前年より32％多い22万5000トンになる見通しだ。天候不順で不作だ

った昨年から回復、20万トン台に乗せるのは２年ぶり。少雪や春先の高温の影響が懸念されたが、シーズン本番は

平年並みの気温が続いたことで実が成熟し、品質の良い小麦が収穫された。

十勝産小麦　20万トン回復　品質ほぼ１等級　ホクレン扱い� 2019年11月25日

　うどんなどに使われる中力の主力品種「きたほなみ」は21万3000トン

（前年比32％増）、パンなどに使われる超強力品種の「ゆめちから」は１

万1000トン（36％増）だった。

　秋まき小麦は雪の中で越冬するが、昨年の暮れは少雪で凍結が心配さ

れた。５月は干ばつや35度以上の猛暑に見舞われ、枯れてしまう麦も発

生した。

　ただ、６～７月は平年並みの天候となり、ゆっくりと実の成熟が進

行。「粒が大きく、製品の歩留まりも90％以上と高かった」（ホクレン帯

広支所）とし、等級もほぼ１等の品質が確保された。

　管内19年産の作付面積は３万6800ヘクタールで、前年より700ヘクタ

ール少ないが、道内の約４割を占めている。

　「道産小麦は引き合いが強い。昨年産が取れなかった分、今年は質も

良く、量も確保されたので良かった」（同支所）としている。

前年を大きく上回る収量が確保された2019年産
の小麦（士幌町内の今年の収穫風景）

ホクレンの十勝産小麦取扱量 
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　十勝管内の2019年産ビートの生産量は前年比1.2％増の170万5224トンとなり、３年連続で全道１位となった。全

道の約43％を占める。糖度は収穫期の寒暖差が少なく、前年より0.6ポイント低い16.7％だった。

十勝ビート全道１位　19年生産量、３年連続で� 2020年１月22日

寒暖差少なく糖度は16.7％

　道農政部がまとめた。ビートは砂糖の原料で、十

勝とオホーツクの２地区で全体の85％を占める。

　十勝の生産量は過去10年で３番目の水準。市町村

別でみると、帯広市（22万7344トン）、音更町（20

万4867トン）、芽室町（20万1185トン）の順で多か

った。管内の１ヘクタール当たりの最多収量は中札

内村の80.66トン。

　収量と併せて農家収入の基準になる糖度の管内平

均は16.7％。３年ぶりに17％台を割った。ビートは

秋口の寒暖差で糖度が上昇するが、昨年は最低気温

が高かったほか、収穫期の雨もあって水分を含んだ

とみられている。管内で17％台は上士幌（17.1％）、

清水（同）、士幌（17％）の３町のみだった。

十勝管内のビート収量と平均糖度
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生産量が全道一となった十勝
産ビート（日本甜菜製糖芽室
製糖所、昨年10月）

　道内全体の生産量は10.3％増の398万5589トン。糖度は0.4ポイント減の16.8％だった。北見市（24万9570トン）が生

産量で道内最多となった。

　道農政部によると、全道的に６月以降の気温が平年より高く推移し、根の肥大が順調に進んだことで生産量が増加した。

　道農協畑作・青果対策本部は2020年産の畑作物作付指標面積をまとめた。道産の引き合いが増している小豆は約

15％上積みし、全道ベースでは２万2500ヘクタールに設定した。同じく需要の高い小麦、ジャガイモも計画面積よ

り高く設定している。

　作付指標面積は作付面積の目標となる数値。各ＪＡが農業振興計画で設

定する計画面積を基に、需給の動向やＪＡの意向も含めて決めている。秋

まき小麦については播種（はしゅ）を終えた後の公表になるため、翌年産

の作付指標を示している。

　小麦は特にパンや中華麺用品種の需要が高く、作付け拡大が求められて

いる。春まき小麦・大麦は全道で、計画面積比7.5％増の１万9000ヘクタ

ールに設定。十勝でも7.5％高い779ヘクタールとなっている。単収向上に

向けて、排水対策の徹底など基本技術の励行も呼び掛けている。

　豆類のうち小豆の20年産指標面積は全道で２万2500ヘクタール、十勝で

１万5582ヘクタールに設定。いずれも計画面積より15.2％高い。近年、価

格が安定している大豆の面積を増やす動きがあった中で、16年台風による

不作が重なり在庫が減少。2022年には原料原産地表示が義務化されること

を受け、道産小豆へのニーズが高まっている。

2020年産の主な畑作物作付指標面積

秋まき小麦

春まき小麦・大麦

大豆

小豆

 　（生食用） 

 　（加工用） 

 　（でんぷん原料用）

 　（種子用）

ビート

（0）

（+7.5%）

（0）

（+15.2%）

（+0.5%）

（+0.8%）

（+2.3%）

（+0.8%）

（0）

10万1218

1万9000

3万6369

2万2500

1万4900

1万5600

1万5500

5100

5万7841

（0）

（+7.5%）

（0）

（+15.2%）

（+0.5%）

（+0.8%）

（+6.7%）

（+0.8%）

（0）

4万0861

779

8910

1万5582

6217

9928

4877

2161

2万5224

十勝全道

※単位：㌶   （  ）内は計画面積比の増減率。
　麦類は2021年の作付面積。

ジ
ャ
ガ
イ
モ

　昨年産も計画より24％ほど高い２万2000ヘクタールの指標面積（全道）を設定したが、実際には２万400ヘクタール

の作付けにとどまった。国の生産支援策も受け、さらに面積を増やす目標設定とした。

　大豆は全道で３万6369ヘクタール、十勝は8910ヘクタール。計画面積と変わらない数値だが、納豆系小粒品種の需要

が高まっている。

　ジャガイモはポテトチップスなどの加工用で、輸入用から置き換える需要が強く、計画面積比0.8％増の１万5600ヘ

クタール（全道）。でんぷん原料用も2.3％高い１万5500ヘクタールとしている。

小豆作付け　15％上積み　20年産指標面積� 2020年２月８日
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　道は2018年９月の胆振東部地震による大規模停電（ブラックアウト）を受けて、酪農家向けの危機管理対策マニ

ュアルをまとめた。生産活動に大きな影響を及ぼした停電、断水への備えに絞って、さまざまな取り組み例を示し

ている。

酪農・畜産

　大規模停電では搾乳機械や冷蔵機器が動かず、生乳の

損失に加え、乳房炎を患った牛も多く発生した。道は従

来からある各地域のマニュアルを参考に、胆振東部地震

の被害状況も踏まえて、全道の酪農家に共通する対策を

まとめた。

　停電への備えでは、各機器の必要電力量を把握した上

で、自家発電機を確保することを挙げた。バルククーラ

ーなどは起動時に通常より多くの電力を使うため、メー

カーや販売業者と事前に相談して、適正な能力の発電機

を用意することを勧めた。地域内で共同利用する場合

は、使用順などを整理した計画づくりも必要と指摘した。

　加えて、自家発電機をつなぐ配電盤や電線の準備、接

続がうまくいかない場合に備えて最寄りの電気工事業者

を複数把握しておくべきとしている。

　断水に関しては、１日当たりの必要水量を事前に把握

することを奨励。計算方法も紹介し、経産牛60頭規模で

１日・約6500リットルが必要とした。

　過去に給水車の水をためておくことができなかった事

例があり、受け入れ方法も示している。タンクを確保し

災
害
時
の
農
場
へ
の
影
響
と
対
策
例

必要な対策・対応影響事象

乳牛の
二次的被害

施設の損壊

通信の遮断

交通の遮断

断水

停電

・乳房炎、ストレス、繁殖不良、
  周産期疾病の発生

・倒壊の危険・給餌できない
・サイレージの品質低下

・電話連絡ができない

・出荷できない
・飼料、自家発電機が配送できない
・収穫作業などほ場管理ができない

・家畜が水を飲めない
・搾乳機器を洗浄できない

・搾乳できない
・バルククーラーの冷却ができない
・給水用ポンプが使用できない

・観察による早期発見
・獣医師による治療

・遊休施設の使用
・サイレージの詰め替え

・携帯電話、メール、SNS
  の有効活用と電源確保

・私道、取り付け道路の修復
・う回路の確保

・水の安全性確認
・井戸水の利用、受水槽
  確保、給水対応

・搾乳する、しないの判断
・自家発電機の手配
・飼料や水の状況に応じ
  た飼養管理の変更

ておくこと、コンテナなどにビニールシートを張り、簡

易貯水槽にすることも紹介している。給水ポンプを用意

し、河川の水や地下水をくみ上げる準備も勧めている。

　マニュアルは道のホームページで公開しているほか、

印刷したものをＪＡを通じて酪農家に配布する。

生乳生産1000トン突破　戸数減も規模拡大進む� 2019年５月９日

　十勝農協連（山本勝博会長）がまとめた2018年の十勝畜産統計によると、酪農家１戸当たりの年間生乳生産量が

1038トンとなり、初めて1000トンを突破した。全国と同様に十勝でも農家戸数が減少しているが、飼育頭数は増加

しており、１戸当たりの経営規模が拡大していることを裏付けた。飼養管理技術の向上や乳牛自体の改良も進み、

１頭当たりの乳量が伸びていることも要因となった。

　昨年末時点の状況を各ＪＡから

聞き取ってまとめた。１戸当たり

の年間生乳生産量は1988年に214

トンだったが、2002年に500トン

を突破。18年までの30年でおよそ

５倍に増大した。

　18年に関しては天候不順で牧草

の品質が悪化、胆振東部地震に伴

う大規模停電（ブラックアウト）

にも見舞われたが、前年の969ト

ンから７％も伸ばし、他地区と比

べても高い生産量を示した。
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酪農家「自家発電機を」　道が危機管理マニュアル� 2019年３月16日

　乳牛の飼育戸数は30年前の3279戸から６割以上減り、18年は1282戸（生乳を生産していない農家なども含む）。ただ、
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管内全体の年間生産量は30年前の倍となる119万1234トンを記録。離農が続く中でも、各農家が規模拡大や生産性向上

で乳量を伸ばしている。

　生乳を搾る経産牛の頭数も30年前から35％増え、12万7011頭に。１戸当たりの飼育頭数は３倍超の111頭となった。

　さらに飼養技術も向上し、１頭当たりの年間生産量は30年前と比べて45％もアップ。18年は9379キロと、１万キロの

大台に迫っている。

　市町村別の１戸当たり生乳生産量は、上士幌町の1860トンが最多で、中札内村の1786トン、豊頃町の1510トンと続い

ている。

◆肉用牛は横ばい
■乳用牛

　飼育戸数は3.3％減の1282戸。うち個人経営は57戸減

の1063戸、法人経営は13戸増の219戸。個人経営が減る

一方、法人経営は増加が続いている。

　個人経営は101～200頭規模が最多の340戸で、全体の

32％を占める。法人経営では400頭以下が139戸と最も多

く、次いで1001頭以上が23戸、501～600頭が21戸となっ

ている。

　生乳出荷農家戸数は3.1％減の1148戸。1000トン以下

は50戸減の819戸だったが、1001トン以上は329戸と13戸

増加、全体の約３割を占めている。

　搾乳を中止した戸数は５戸増えて40戸。中止理由は経

営転換が18戸、離農が22戸だった。経営転換のうち、耕

種に移ったのが最多の６戸、法人化が５戸。離農の理由

は後継者不足が13戸で最も多かった。

　年間生乳生産量は3.7％増の119万1000トン。１頭当た

りの乳量は2.2％増の9379キロ。１戸当たりの年間平均

生産量は7.1％増の1037.7トンだった。ホクレン以外へ

の出荷乳量は11.7％増の1.5万トン。

■肉用牛

　飼育戸数は0.5％減の577戸。うち黒毛和種は1.3％減

の471戸。繁殖、肥育農家が減る一方で一貫経営が伸び

ている。飼育頭数は11.1％増の４万6804頭。繁殖用雌牛

はほぼ横ばい、肥育牛は10％、素（もと）牛は25％伸びた。

　肉用のホルスタイン種の飼育戸数は1.1％減の88戸。

頭数は2.1％減の９万2259頭となった。

　乳用交雑種を含むその他の肉用種は飼育戸数が10.5％

増加し126戸に。頭数は5.1％減の７万5330頭となっている。

■個体販売

　乳用牛の年間平均価格は育成牛が51.4万円（1.1％増）、

初妊牛が90.5万円（3.6％増）、経産牛は45.6万円（0.2

％増）と、それぞれ高値だった前年を上回った。

　肉用牛は黒毛和種の素牛が、雌で70.5万円（4.3％減）、

去勢で81.7万円（4.2％減）と前年より下がったが、高

乳牛飼育　最多23万頭超　18年十勝畜産統計� 2019年５月11日

　十勝農協連（山本勝博会長）がまとめた2018年の十勝畜産統計では、乳牛飼育頭数が前年比２％増の23万1625頭と

最多を更新。規模拡大の傾向が続いており、肉用牛の頭数も前年と横ばいの21万5275頭となった。概要を紹介する。
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値で安定している。

　乳用交雑種は雌が39.5万円（5.8％増）、去勢が49万円

（５％増）だった。

■飼料畑

　酪農家が持つ草地面積は５万619ヘクタールで、3.2％
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　体が褐毛（あかげ）で覆われた褐毛和種（通称あか牛）の肉が、健康志向の高まりを受け、注目されている。赤

身中心の肉質はあっさりした味わいが特徴。女性を中心に、最近は高齢者からも支持を得ている。主産地の熊本県

や高知県は、家庭や飲食店での一段の浸透を図ろうと、大都市圏での売り込みに力を注ぐ。

◆主産地熊本　子牛価格が倍に
　国内の肉用牛飼養頭数は、黒毛が６割超を占め、あか

牛は１％に満たない。同じ和牛でも、脂が乗った霜降り

の黒毛とは異なり、余分な脂肪が少なく、グルタミン酸

などの成分を豊富に含む「うま味」を感じられるのが魅

力だ。

　畜産関係者は「カロリー摂取や美容などに気遣う風潮

を映し、赤身肉を好む消費者は増加傾向」（日本食肉消

費総合センター）と指摘。黒毛に比べ割安な価格も強み

という。

　飼養頭数は、ここ数年、２万1000頭台で横ばいだが、

人気の目安となる肉用子牛の取引価格（熊本県内出荷

分）は、2017～18年が１頭当たり約60万～70万円台で、

５年前の30万～40万円台から大幅に上昇している。

　熊本県は、大阪で観光物産展を開催するなど消費拡大

キャンペーンや、流通業者と連携した販路の確保・拡大

に力を入れる。東京などのレストランのシェフを対象に

イベントを定期開催している高知県は、素材の良さを知

ってもらうことに重点を置き、ブランド戦略を推し進める。

　東京都渋谷区の商業施設、渋谷ヒカリエ　ＳｈｉｎＱ

ｓ（シンクス）に出店している「精肉あづま」は、５年

前からあか牛の牛肉を販売。小山賢吾店長は「女性客に

加え、高齢者が購入するケースも多く、年々固定客は増

えている」と話す。

◆高まる知名度　十勝では「いけだ牛」
　十勝管内では池田町であか牛の「いけだ牛」を生産し

ており、近年の人気を受けて出荷頭数は増加傾向にあ

る。生産者11戸でつくる池田町あか牛振興協議会の小原

秀樹会長は「焼き肉店のメニューで人気のようだ。『一

度食べてみたい』という声も聞くようになった」と語る。

　うま味があり健康志向にも合った赤身肉の魅力が、テ

レビなどで紹介された。「いけだ牛」は帯広空港やＪＲ

帯広駅などに広告を掲示、地元の知名度も上昇してい

る。今年も秋のワイン祭り会場でＰＲし、北海道ホテル

でフェアを計画している。

　同町のあか牛飼育は1973年、熊本県南阿蘇地方から導

入したのが始まり。現在は約860頭が飼育され、生産者

は３世代目に移っている。

　小原会長は「いけだ牛を増頭していくために地道に味

の良い肉を作り、次の世代にしっかり引き継いでいきた

い」と話している。

十勝を代表するあか毛和牛の「いけだ牛」

拡大。アルファルファの作付面積は20.9％増の5704ヘク

タール、飼料用トウモロコシの面積は0.8％増の２万

3821ヘクタールだった。委託栽培面積は25.8％増の2762

ヘクタールと規模拡大に伴い増えている。

　酪農家１戸当たりの飼料畑は5.3％増の55.3ヘクター

ル。乳牛１頭当たりでは前年と同じ0.31ヘクタールとな

っている。

■豚・馬

　馬は戸数が前年と同数の156戸。飼育頭数は1347頭と

23年ぶりに増えた。このうち輓系（ばんけい）馬は１戸

減の98戸。飼育頭数は11.9％増の754頭だった。

　豚の飼育戸数は26戸で前年と同じ。繁殖豚は9.2％減

の6159頭。肥育子豚は9.8％減の５万3022頭だった。

健康志向　あか牛注目� 2019年６月15日
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　道酪農検定検査協会（札幌）によると、十勝管内の６月の牛群検定成績は１頭１日当たりの平均乳量が33.4キロ

で過去最高を記録した。全道でも31.7キロで過去最高を更新。十勝の乳量は道内の地区別でトップの数値で、関係

者は前年産の粗飼料の品質や長年の乳牛の改良が乳量の増加につながっているとみている。

◆餌の品質や乳牛の改良で
　同協会には、十勝管内の生乳出荷戸数の80.7％に当た

る910戸が加入。全道は75％に当たる4021戸で、生乳の

乳量や成分を検定している。

　年間の乳量は夏場にかけて増えて６月前後にピークに

なる。気温の上昇と共に水分を多く取ることや、新鮮な

餌が食べられること、分娩（ぶんべん）の多い時期など

の要素が影響しており、暑さが厳しくなる夏から冬にか

けて次第に減少していく。

　十勝の１頭１日当たりの平均乳量はこれまで、2016年

６月の30.0キロが最高だったが、この６月は0.4キロ上

回った。今年は１月以降連続で、月別の過去最高も更新

している。

　道内他地区の６月の乳量は、十勝の次が石狩の33.2キ

ロ、網走32.8キロ、上川32.2キロ、胆振31.3キロ、空知

31.1キロ、根室30.9キロ、釧路30.1キロとなっている。同

月は全道平均も前年同月比0.3キロ増。

　同協会は「ここ数年は各地で乳量が増加傾向にあり、

全道平均でも過去最高を記録した」とする。

　乳量を左右する要素の一つは、主食になる餌の粗飼料

の質。管内は昨年、６月以降の天候不順で畑作物は振る

管
内
の
１
頭
当
た
り

日
平
均
乳
量

１月

（kg） （北海道酪農検定検査協会調べ）

29
30
31
32
33
34
35

わなかったが、牧草やデントコーンの飼料用作物は適期

収穫で平年並みを確保できた。また乳牛の改良も重要

で、健康で乳量の多い牛づくりの成果が結び付いている。

　国内では本州の酪農家の離農が進み生乳生産が減少傾

向。北海道が供給をカバーしていて、道内でも主産地の

十勝に対する期待は大きい。

　同協会理事で十勝乳牛検定組合連合会の山田敏明会長

（幕別）は、「１年で１万キロ搾る牛もいるなど、乳量増

は酪農家の技術向上と農協連など関係機関の努力のたま

もの。現在は農家の意欲を引き出す乳価になっているの

で、今後も頭数や乳量は増えていくのではないか」と話

している。

　酪農現場の増頭意欲と労働力不足を背景に、管内の大規模酪農家で、自動搾乳ロボットの導入が目立ってきた。

国の支援が追い風になっており、メーカー側は性能を高めた新機種を開発、相次いで国内での販売を開始してい

る。十勝管内では発表会や見学会が開かれた。

◆より速く正確に　処理量４％向上　レリー
　搾乳ロボットのパイオニアのレリー（オランダ）は昨年春、新型の「アストロノート

Ａ５」を発表。国内では今年５月、音更町の酪農法人が初めて２台を導入した。７月に

は上士幌町の未瑠来ファームでも４台が稼働した。代理店の酪農機械輸入販売大手コー

ンズ・エージー（恵庭）は７月30、31の両日、同農場などで見学会や発表会を開いた。

　乳房に搾乳機を取り付けるアーム部分を改良、より速く正確に作業に入れるようにな

った。作業時間が短縮されて機械の回転率が上がり、海外農家によるテストでは生乳処

理量が４％向上した。機械を動かすタッチパネルも操作性を高めた他、牛が搾乳機に出

入りしやすい構造にした。

　見学会・発表会には道東を中心に約250人が集まった。レリーのマルセル・ファン・

レーウェン輸出部長は「これまでの機械に比べて牛の快適性、機械の操作性、経済性が

向上した。修理訪問の頻度は少なく、信頼性も高まった」と語った。

　約670頭を飼育している同農場の上森和江社長は「搾乳時間が長い課題があり、労働

未瑠来ファームが導入した
レリーの搾乳ロボット　　

１頭１日当たり乳量　過去最高十勝33.4キロ　全道は31.7キロ� 2019年７月13日

最新搾乳ロボ紹介　大手２社、十勝で発表会� 2019年８月３日
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時間や負担の軽減につながってほしい」と期待を込めた。

　販売価格は１台約2700万円（設置費込み）。コーンズ社は年間販売目標を200台としている。

◆装着時間が半減　洗浄機能も改良　デラバル
　酪農機器メーカーのスウェーデン・デラバルは今夏、昨年の

国際農業機械展で発表した次世代搾乳ロボット「ＶＭＳ　Ｖ

300」の国内販売を開始。７月31日は幕別町で発表会を開いた。

　Ｖ300は、牛の乳頭の位置確認に３Ｄカメラを採用、搾乳カ

ップの装着時間が現行機の半分になった。搾乳時間も大幅に短

縮、同社は「１頭で１分程度短縮される。１日で２、３時間に

なり、１台で搾れる能力が上がった」とする。乳頭を洗浄する

機能も改良し、機械の操作やデータ管理はモバイル端末からも

できるようになっている。

　同社の搾乳ロボットは、人が行う手順を機械に置き換えた動

作が特徴。導入費用は周辺機器も含めて2500万～3000万円で、

単年度で100台の販売を目指す。

　国内販売を担う同社の日本法人（東京）の新谷聡専務は「酪

農の雇用問題は世界的な課題で、搾乳の自動化は避けられない。製造からメンテナンスまで、お客さまに近い立場で課

題解決に役に立ちたい」と話していた。

幕別で発表会が開かれたデラバルの搾乳ロボット

　国際電気通信基礎技術研究所（京都、ＡＴＲ）とＫＤＤＩなどは１１月末にも、とかち村上牧場（町上士幌東３

線、村上靖代表）で、第５世代移動通信システム（５Ｇ）を酪農の現場で利用する実証試験を開始する。高精細

（４Ｋ）カメラを牛舎内に配備、耳標（家畜識別用の耳に付ける標識）から乳牛の場所を把握し、作業の効率化・

省力化を図る。

４Ｋカメラ　牛を管理　上士幌で５Ｇ試験　総務省事業� 2019年８月29日

　総務省の５Ｇ総合実証試験のうち、屋内でも端末からの超高速通信

を可能にする技術条件の調査検討を、ＡＴＲが受託。ＫＤＤＩ、早稲

田大学（電波伝搬シミュレーション）、宮崎大学（画像解析）、上士幌

町、同牧場が協力する。

　ＡＴＲは上士幌のほか、日高管内新冠町で競走馬育成モニター、大

阪市でスポーツ観戦への応用についても調査する。費用は３件合わせ

て１億9700万円。

　上士幌では牧場敷地内に基地局１基、牛舎内に19～25台のカメラを

配備。牛が餌を食べているときに撮影した画像データをサーバーに送

り、画像解析して耳標を認識、牛の居場所をスマートフォンやタブレ

ットに示す。

　村上牧場は親牛を約600頭飼育。週１回程度の牛の繁殖検診で、20

～30頭程度を診察するが、対象の牛を探すのに15～20分を要してい

た。牧場副代表の村上智也さん（35）は「酪農の現場も人手不足が顕

著。ＩＴを組み合わせることで、何百頭もの牛の管理を効率的にでき

るようになる」と期待する。

　ＡＴＲの吉田享広さんは「画像データを蓄積すれば牛の行動分析が

可能になり、体調管理にも応用できる」と話している。試験的に取り付けられたカメラ

＜第５世代移動通信システム（５Ｇ）＞

　高速・大容量化、超多数端末接続、超低遅延を可能にする無線通信システム。
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　雪印メグミルクは２日、大樹工場を含む道内７工場に2020年度、非常用の自家発電設備を設けると発表した。昨

年９月の胆振東部地震による大規模停電で操業停止した教訓を受けた対応。大樹工場では生乳の受け入れはでき

ず、製品の冷蔵など設備維持のための電源になる。

雪印　大樹工場に自家発電設置　来年度10月以降の完了を目指す� 2019年９月３日

　７工場は大樹の他、磯分内工場（釧路管内標茶町）、

なかしべつ工場（根室管内中標津町）など。

　磯分内は停電時に加工はできないが生乳の受け入れは

可能。他の工場は製品の冷蔵設備や、電源が復旧後すぐ

に工場稼働に移るために必要な設備維持の電源を賄う。

　全体の投資額は約14億円。同社は各工場の内訳や発電

出力について明らかにしていない。

　大樹、広尾両町から集乳する大樹工場は、昨年の大規

模停電時に自家発電設備がなく生乳を受け入れできなか

った。

　今回の投資で停電時もチーズの発酵に必要な冷蔵電源

や工場設備維持の電源を確保する。

　同社は「停電が丸１日続いても電源が維持される想

定。復電後にスムーズに工場が稼働できるようにする」

としている。20年10月以降の設置完了を予定する。

　酪農業に関わる女性たちが学びながら交流する初の「南十勝酪農女性プチサミット」が５日、ＪＡ大樹町会議室

で開かれた。約60人が集まり、楽しみながら仕事への活力を得ていた。

南十勝酪農女子　交流に花　苦労や感動共有� 2019年９月７日

　全国規模で12月３、４の両日に帯広市内の北海道ホテ

ルで開かれる「酪農女性サミット2019ｉｎ帯広ファイナ

ル」（実行委員会主催）と連動した催し。同サミットで

実行委員長を務める広尾の酪農家、砂子田円佳さん（36）

ら南十勝の関係者が今回のプチサミットを主催した。Ｊ

Ａひろお（萬亀山正信組合長）、ＪＡ大樹町（坂井正喜

組合長）、ＪＡ忠類（蛯原一治組合長）が協賛し、３組

合長も出席した。

　最初に十勝農業改良普及センター十勝南部支所の井堀

克彦地域係長が「哺育牛の管理」について情報提供。続

くパネルディスカッションでは、砂子田さんを進行役

に、山下展子さん（51）＝ＪＡ大樹町、河口晶子さん

（43）＝ＪＡ忠類、田辺晃子さん（38）＝ＪＡひろお＝

の３氏が、それぞれの牛の哺育について説明した。

　話題は広がり、田辺さんが「女性として、母として尊

敬できる先輩、仲間がいるから仕事を頑張れる」と話

し、思わず涙ぐむ場面も。７人の子どもを育てる河口さ

んや、哺育預託組合を運営しながら町社会福祉協議会の

理事を務める山下さんなど、さまざまな酪農との向き合

い方に来場者は熱心に聞き入っていた。

　夫との仲直り法など、女性ならではの話題では共感の

笑い声が響き、立食形式の昼食やグループ対抗「らくの 初の「南十勝酪農女性プチサミット」で交流した参加者ら

うかるた」対決も好評。最後は全員で広尾町酪農音頭を

踊り、砂子田さんが「たくさんの笑顔が見られてよかっ

た。これからも地域を楽しく盛り上げましょう」と締め

くくった。

　参加した大樹の村崎佳代さん（40）は「子育てと仕事

の両立の話は参考になった。やる気が出ました」と話し

ていた。

　12月の酪農女性サミットはフェイスブック（ＦＢ）で

情報を発信中。参加申し込みは酪農業界で働く女性を対

象とした先行受け付けが17日から。一般受け付けは10月

１日からで、ＦＢなどから申し込める。
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　牛乳乳製品の消費拡大に向けた調査分析などを行うＪミルク（東京）は、2020年度の生乳、牛乳乳製品の需給見

通しと課題を発表した。生乳生産は道内が４年連続で増産し、前年度比3.3％増の423万1000トンと予測。都府県の

生乳生産量は0.7％減の見通しで、道内から都府県への移出量は増加するとした。道内分が全国の供給量の多くを

担う様相がさらに強まっている。

道内生乳　４年連続増産か　3.3％増、423万1000トン� 2020年２月22日

需要も堅調　Ｊミルク20年度需給見通し　都府県へ移出量拡大
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　19年度の生乳生産量は11月までの実績と見通し分を含めて全国で735万9000トン。20

年度は全国で1.5％増の747万2000トンとなり２年連続の増産を予測した。北海道が全国

の56.6％（前年より１ポイント上昇）を占める。都府県は0.7％減の324万1000トン。

　生産基盤を強化する取り組みが奏功し、２年連続の増産に。国の助成による性判別精

液の活用などで後継牛の確保が進んでいる。生乳を生産する２歳以上の乳用雌牛の頭数

は、北海道は49万2000頭で、19年より１万頭ほど多くなるとした。都府県の生乳生産は

前年を下回るが、２歳以上の乳用雌牛は19年より微増し、減産幅は縮小される。

　需要量はバター向けをすべて国産でまかなうとした場合、0.8％増の778万6000トン。

生乳生産は増えているが、酪農家の自家消費分を除く実際の供給量（742万7000トン）

では、36万トンほど足りない状況になっている。

　飲用向けは0.7％増の411万5000トンと堅調な需要で、夏場の飲用需要期は需給のひっ

迫が予想される。道内から都府県への移出量は8.3％増えて59万1000トンとなり、Ｊミ

　第17回北海道総合畜産共進会（同実行委員会主催）の乳用牛部門が９月28、29の両日、胆振管内安平町で開かれ

た。ホルスタイン種・16部、ジャージー種・４部に分かれ、体形などを競った。最高位のグランド・チャンピオン

には、大樹町のエンブレム－Ｋ（穀内和夫社長）の出品牛が輝いた。準最高位は小椋淳一さん（上士幌町）の出品

牛。ジュニア、シニア部門でも十勝勢がチャンピオンを取るなど上位を席巻した。

最高位に大樹のエンブレム－Ｋ　十勝勢が上位席巻� 2019年10月５日

道畜産共進会の乳用牛部門

　同共進会は４年に１度開催。胆振東部地震の影響で今年に延期になってい

た。道内からホルスタイン398頭、ジャージー33頭が出品登録。20の部に分か

れて審査した。道ホルスタイン農協の田井道広審査部次長がオフィシャルジャ

ッジを務めた。

　最高位に輝いたのはホルスタイン種第14部（４歳クラス）に出品した「エン

ブレムＫ　スパークリング　シエリー」。管理を担当する穀内隆志さん（33）

は、今夏の猛暑の中で体調管理に気を使ったと強調。「ベストコンデションで

出すことだけを考えた。勝ち負け以上に皆に『いい牛』だと評価されたことが

うれしい」と喜びを語った。同社からはシニア・チャンピオンも輩出した。

　管内からは他に、小椋さんの出品牛が準最高位のリザーブ・グランド・チャ

グランド・チャンピオンに輝いた
出品牛と隆志さん

ンピオンとインターミディエイト・チャンピオンに選ばれた。ホルスタイン種のジュニア・チャンピオンには小椋直樹

さん（上士幌町）、ジュニア部門準最高位のリザーブ・ジュニア・チャンピオンには高橋喜一さん（清水町）の出品牛

がそれぞれ選ばれた。

　ジャージー種でも、ジュニア・チャンピオンに小椋淳一さん、リザーブ・シニア・チャンピオンにエスティリアデイリー

サービス（広尾町）の出品牛が入った。十勝勢はホルスタインとジャージーを合わせて上位賞12のうち八つを独占した。

ルクは「消費需要が堅調な中、道産への依存度が高まっている」とする。

　十勝管内の生乳生産は19年度、ホクレン集計分で12月までに3.6％の伸びを記録。規模拡大や改良によって牛自体の

能力が高まり、生産量が伸びている。

　ホクレン帯広支所は「規模拡大と飼料の質の良さから、20年度も生乳生産は堅調な伸びとなるのでは」とみている。



－92－

災害・復旧・新型コロナウイルスほか

　冬の少雪で土壌凍結が平年以上に進み、春に収穫するナガイモへの影響が心配されている。帯広市内では、イモ

の本体にまで凍結が進み腐敗する被害が発生、商品価値の低下や収量減は避けられない状況だ。管内は青森と並ぶ

大産地で、農業関係者は「打撃は大きいのでは」とみている。

少雪でナガイモ凍害 � 2019年３月27日

◆収穫遅れ、収量減も懸念
　ナガイモは秋に一定量を収穫し、残りは地中でひと冬

寝かし、雪解け後の春に掘り出している。例年なら畑を

覆う積雪が「保温材」の役割を果たし、土壌の凍結が進

むことは少ない。ただ今季は極端に雪が少なく、畑が冷

気にさらされた。

　帯広市基松町で１ヘクタール分を春に収穫する予定の

小泉裕亮さん（44）は、「こんなに雪がないのは初めて」

と話す。イモは地中の数センチ～１メートルほどの所に

埋まっているが、「イモの３分の１から半分程度は凍結

しているのではないか」と心配する。

　管内８ＪＡとともに「十勝川西長いも」を生産するＪ

Ａ帯広かわにしは、２月と３月に凍結深度調査を実施。

地上から50センチ以上凍っていた畑が見つかり、イモも

一部で腐っていた。同ＪＡは「平成に入ってここまで凍

結したことはない。被害の大きい所は２、３割の収量減

になるかもしれない」とする。

　収穫は４月から始まるが、凍結の程度や収穫方法によ

っては作業開始が遅れる農家も。畑で腐った部分をカッ

土壌凍結が進んだナガイモの畑を見つめる小泉さん

トして出荷することになり、収穫効率の悪化も予想され

ている。

　小泉さんは「腐敗が広がらないよう早く収穫したい

が、凍結が抜けるまで掘れない。ナガイモ収穫後に予定

している他の作物の作付けも遅れる。不安だが、自然相

手なのでどうしようもない」とこぼしている。

　十勝では４月以降、極端な雨不足の状態となり、農家が頭を抱えている。畑の乾燥が進み、風が吹くと芽が出始

めたばかりの作物が表土と一緒に飛ばされる心配も出ている。25日からは最高気温が30度以上になる見込みで、土

壌に蓄えられた水分もいよいよなくなり、生育の鈍りが深刻になると不安視されている。

畑カラカラ雨不足　風害、生育鈍り不安� 2019年５月23日

　帯広測候所によると帯広の平年の降水量は４月が58.9ミリ、５月は81ミリ。これ

に対し今年は４月が平年の半分以下の26.5ミリ、５月（22日現在）に至っては11.5

ミリしか降っていない。

　21日にはまとまった雨が予報され農家も期待したが、降ったのは広尾、陸別、浦

幌など一部。中央部はほとんど降らなかった。

　音更町の柴田直人さん（49）は、畑がカラカラに乾いて表土が飛びやすくなって

いることに悩む。乾燥を見越して大豆は通常より深めに種をまいたが、20、21日の

強風で２センチほど土を持っていかれた。雨がないまま風が吹けば、深さ３センチ

程度に植えた種までも吹き飛ばされる恐れがある。

　26日には帯広で最高気温が34度と予想されており、柴田さんは高温で風が吹きや

すくなると懸念。「効果は薄いがスプレーヤーで水をまくことも考えないといけな

い」と話す。

　生育への心配も募る。芽室町の坂東隆幸さん（60）は「水不足でビートが大きく

カラカラに乾いた大豆畑を見つめ
る柴田さん（音更町内）
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ならない。豆類やスイートコーンも発芽しない」とこぼす。ここ50年でも記憶にないという乾燥状態は、冬の少雪で畑

が雪解け水を蓄えられなかったことも影響しているとみる。

　作物の生育にとって、初期に当たる５月の気象は重要。坂東さんは「雪不足、雨不足、高温でトリプルパンチだ」と

話す。

　帯広測候所によると24日に、にわか雨が降る可能性はあるが、まとまった雨は当面、期待できないとしている。農家

の間では台風被害があった2016年のときと状況が似ているとの声も出ている。

　ある農家は「16年や、夏以降に雨が続いた昨年のように、後で一気に降っても困る。適度に降ってほしい」と複雑な

心境をのぞかせている。

　十勝総合振興局農務課は「ほ場の状態を小まめに確認して、かんがい施設があれば活用してほしい」としている。

　十勝管内などに大きな被害を与えた2016年の台風10号から30日で丸３年。災害復旧は終盤となり、河川の氾濫で

流失した農地は３度目の収穫期を迎えた。被災した畑に作物が育ち、農家を一安心させているが、本来の地力は戻

っていない。回復は道半ば、土づくりの模索が続いている。

豪雨災害３年� 2019年８月30日

「やるしかない」　畑の表土流失　続く土づくり

◆１ヘクタールに堆肥30トン
　「２作目でこれだけならありがたい水準」

　芽室町芽室南２線の農業瀬川幹生さん（39）は、今年

の作柄について、こう感触を語った。３年前、近くの芽

室川から流れ込んだ土砂で「河原」のようだった場所

は、青々とした小豆畑が広がっていた。

　瀬川さんの畑は川沿いの8.3ヘクタールが被害に遭い、

収穫直前のジャガイモが流された。条件の良い畑だった

だけに大きなショックだった。再開に向けて表土を入れ

る作業が終了したのが翌17年７月。その年の収穫は諦め

ざるを得なかった。

　運び込まれた土に養分を与えるため２年間、１ヘクタ

ール当たり30～50トンの堆肥を投入。不安の中で収穫を

迎えた昨年の小麦はまずまずの出来だったが、場所によ

って畑が軟らかく、トラクターのハンドルを取られるこ

とも。作物は育っても土の違いは実感した。

◆小麦、平年の半分
　札内川と戸蔦別川の合流地点の帯広市中島町。堤防が

決壊して約30ヘクタールで農作物や土が流された。その

一角に畑を持つ農業西村信男さん（61）は「思ったより

土は悪くない。作物はできると分かった」とし、均一に

育ったトウモロコシ畑を見つめた。

　ただ、近くで今年収穫した小麦の出来は芳しくなかっ

た。地域は平年作以上だったが西村さんの小麦は平年の

半分程度。トウモロコシ畑と土の性質が違い排水に苦労

している。「皆一生懸命にやってくれている。土の好き

嫌いを言うことはできない」と西村さんは静かに語る。

◆掘削土、性質ばらつき
　３年前の連続台風で被災した管内の農地のうち、特に

被害の大きい約290ヘクタールの復旧には、国・道など

が連携して河川の掘削土を使った。通常は山を削って土

を確保するが、早期復旧を優先し、十勝川の治水工事で

出た土を運びこんだ経緯がある。

　土は異なる場所から運び込まれるため、元の土とは性

質や養分が異なり、農家は土づくりに苦心している。粘土

質の土が入った畑では特に排水対策に神経を使う。道や

試験研究機関、ＪＡなどは被災農家の作物や土壌の変化

などを継続的に調査し、収量回復に向けてサポートする。

　瀬川さんは水はけの良い土の客土を検討。来年以降、

ジャガイモなど地力が作柄に表れる根菜を植えるため、

土づくりの真価が問われることになる。

　地力が回復するまで長い年月を要することは承知しな

がらも、「（土づくりが）正しい方向に向かっているのか

どうか…」と不安がよぎる。「やるしかない。１年でも

早く地力を戻したい」と瀬川さんは、自分に言い聞かせ

ている。

小豆の出来を見る瀬川さん。
地力回復へ土づくりの模索が続く
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＜十勝の台風災害の農地復旧＞

　国の激甚災害の指定を受け「災害復旧事業」の対象に

なった農地面積は、帯広、芽室、清水を中心に６市町で

計約290ヘクタール。流された土の代わりに十勝川河川

工事で出た掘削土を入れ、2016年12月から18年８月にか

け、約64万立方メートル、10トンダンプで11万台分の土

が運び込まれた。

　北海道初の震度７を記録し、全道規模の大規模停電（ブラックアウト）を引き起こした胆振東部地震から、６日

で発生１年を迎えた。山崩れなどによる死者数は５市町で44人（うち関連死３人）に上り、震源に近い胆振管内の

厚真、安平、むかわの３町では今も約400人が仮設住宅で避難生活を送っている。最大46時間の停電に見舞われた

十勝では、自治体や基幹産業である農業の現場などで非常用バックアップ電源の配備が進む一方、住民間では災害

の記憶の「風化」も始まり、改めて防災意識と対策をどう継続させるかが課題となっている。

◆「72時間稼働」７町村で達せず
　災害時の拠点となる自治体庁舎の非常用電源につい

て、十勝管内の７町村で消防庁が求める72時間の稼働時

間に達していない。ただ、庁舎建て替えや耐震改修に合

わせて整備を予定しているところも多く、徐々に体制構

築を図っている。

　大規模災害時には燃料などの物資輸送が難しくなる可

能性があるため、消防庁は補給がなくても72時間は非常

用電源を稼働できるよう対策を求めている。

　十勝毎日新聞の取材によると、昨年12月の胆振東部地

震発生後３カ月の段階では、72時間稼働できる自治体庁

舎は７市町だったが、１年後の今回で12市町村に増え

た。未設置だった清水や、稼働時間が短かった芽室は発

電機を設置し体制を整えた。

　非常用電源が設置されていない中札内、大樹、新得は

今後の庁舎立て替え時に整備を予定している。

　72時間に達していないのは本別、陸別、士幌、上士幌

の４町。このうち上士幌は、今後予定している耐震改修

工事に合わせて設備の増強を検討している。士幌は最大

で24時間程度の稼働時間だが、「庁舎近くのガソリンス

タンドと補給の協定を結んでいる。バックアップとして

も使えるポータブル発電機も複数用意している」とする。

　72時間に到達している自治体でも避難所用の発電機を

増やす動きもあり、体制強化を進めている。

◆牛舎や乳業工場も対策
　停電の影響で生乳3700トンもの損失が出た十勝の酪

農。酪農家では自家発電設備の導入が増え、乳業メーカ

ーも対策の動きが出てきた。

　規模の大きな酪農家を中心に、停電時も搾乳できる発

電機の導入が進む。自前で設置しない酪農家向けにも、

借りた発電機をスムーズに接続するため、道が配電盤更

新を支援している。畜産統計では昨年12月時点の発電機

設置戸数は45％に当たる514戸。十勝総合振興局は「一

部で納入待ちもあるが、現在は６割程度に増えたので

は」とする。

　生乳を受け入れできなかった乳業メーカーの対応で

は、明治十勝工場（芽室）が停電時もフル生産可能な自

家発電設備を2021年に運用する予定。

　一方、同社本別工場や雪印メグミルク大樹工場が配置

する発電設備は、復電後すぐに工場を再稼働させるため

の機能にとどまる。道と乳業メーカー、生産者団体が、

地区ごとに受け入れを役割分担した停電時の体制指針に

基づく。十勝浦幌森永乳業は「導入に向けて検討中」と

している。

◆電源や備蓄　病院も補強
　管内の医療機関では、ブラックアウトで浮き彫りにな

った弱点を補強する動きが進んでいる。帯広市医師会の

稲葉秀一会長は「帯広厚生病院が新病院に移転し、災害

拠点病院は十分に機能する。人工透析や人工呼吸器など

の課題は見えている。対策の進み具合はばらつきがある

が、同規模の災害が起きても、より手厚い対応ができる

環境が整いつつある」と評価する。

　帯広市内の総合病院では、昨年11月に新病院に移転し

た帯広厚生が、停電が起きても３日間にわたって病院の

電力をフルに賄う自家発電設備を導入した。

昨年12月に新設された
清水町役場の非常用発
電機。出力80キロワッ
トで、庁舎で通常必要
とする電力の７割弱を、
最低72時間供給できる

胆振東部地震・ブラックアウトから１年� 2019年９月６日

非常電源　配備進む　風化…防災意識どうつなぐ
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　社会医療法人北斗は透析用の非常用発電機、帯広第一

病院は各病室に非常用ＬＥＤライト・約100基を設置す

ることを決めた。開西病院は地下水をくみ上げるための

非常用自家発電機の導入を検討している。

　１年前、人工呼吸器への電力供給がストップする瀬戸

際を経験した十勝脳神経外科病院は自家発電用の燃料備

蓄を２倍にし、冬の寒さや水害対策に着手した。

◆企業で活発　ＢＣＰ策定
　企業では災害時に業務を続けるための事業継続計画

（ＢＣＰ）策定の動きが活発になっている一方、自家発

電設備の整備には課題も多い。

　ズコーシャ（帯広）はちょうどＢＣＰを策定している

途中でブラックアウトに遭遇。自治体データを管理して

いる特性上、該当する施設の免震や自家発電の装置は備

えていたため、トラブルなく乗り切れた。「今後は災害

訓練にも力を入れていきたい」と話す。

　大手スーパー・福原（同）では、ブラックアウトを契

機にＢＣＰを策定。その一環で、災害時に一部店舗に自

家発電機を配備できるよう、優先リース契約をしてもら

えないか業者に依頼したが断られた。「店舗数も多く、

購入して配備となると経費や維持費が膨大で難しい。ま

ずはＢＣＰに基づいた訓練など、できることを続けた

い」とする。

◆厚真町鎮魂の祈り　復興へ「前を向く」
　胆振東部地震で37人の死者を出した厚真町では６日、

地震が起きた午前３時７分に、町役場前に37本のろうそ

くがともされ、町民らが犠牲者を悼んだ。献花台には朝

から多くの人々が訪れ、鎮魂の祈りをささげた。

　宮坂尚市朗町長は同日午前、記者会見を開き、「治山、

砂防、農地の土砂除去などの復旧は想像よりも迅速に進

んでいる。町民の生活再建を最優先に『復旧』から『復

興』のステージへと向かいたい」と語った。

　町民に向けては「遠く険しい道のりではあるが、先人

や犠牲となった方から託された郷土の輝きを取り戻すた

め、町民一丸となって努力を重ねていきたい」と防災行

政無線を通じてメッセージを送った。

　同日午前、献花に訪れた町内の消防士田中淳一さん

（42）は震災で友人を失った。献花を終え「『普通の日

常』が一番の幸せだと気付かされた。震災後は怖がって

ばかりいた、自分の子どもたちの成長が『前を向いて生

きていかなきゃ』という思いにさせてくれた」と話して

いた。

黙とうをささげる宮坂町長（中央）と町職員ら（６日正午）

　北海道農作業安全運動推進本部（札幌）は、2018年度の道内の農作業事故発生状況をまとめた。十勝管内の事故

死者数は前年度より１人多い２人だった。負傷者は481人で、前年度より38人減って４年ぶりに500人以下となった

が、全道の地区別では最も多かった。

◆農機や牛扱う際が大半
　「うっかりミス」原因に
　管内の死者数を過去10年でみると、14年度の７人が最

多、16年度は統計史上初めてゼロとなった。

　18年度は、豊頃町で昨年８月、収穫前のトウモロコシ

畑で作業をしていた男性（当時68）が、道路を作業機で

移動中、操作を誤って2.5メートル下の河川敷に転落し

機械の下敷きになった。

　芽室町では今年１月、ビートの搾りかすを飼料にする

作業をしていた男性（同61）が、ラッピングする機械と

トラクターの間に挟まれて死亡した。

　管内の負傷事故は、市町村別で帯広市が53人で最多。

芽室町が52人、幕別町が47人と続いて多かった。広尾町

はゼロだった。管内の負傷事故481人は、全道で２番目

に多いオホーツク管内の386人を大きく上回った。農業

就業者数が多いことが一因。農業就業者1000人当たりの

事故件数は29.5件で、全道平均（22.4件）を上回った。

　事故原因では、トラクターやポテトハーベスター、ビ

ートハーベスターなどを扱っていた際の農機関係が168

人。次いで牛、馬、豚に関する家畜関係が多く、牛を扱

っていた際の事故は161人。他に転倒が43人、高所転落

が11人と目立った。

　60代以上が165人で全体の３分の１を占めた。男性が

320人、女性は161人で、男女とも60代以上で負傷者が最

も多かった。

　全道の死亡事故は18件・18人、前年より４件・４人増

えた。うち16件が農業機械による事故だった。地区別で

作業事故死　十勝は２人　負傷者は38人減の481人　18年度� 2019年９月７日



－96－

最も多かったのは空知と宗谷管内の各３件・３人だった。負傷事故は前年

度より４人少ない2148人。家畜による事故が774人、農機によるけがは663

人だった。

　農作業の死亡事故は全国で年間約350件発生しており、10万人当たりの

死亡事故では建設業の倍以上。９、10月は道や同本部が秋の農作業安全運

動を実施している。

　事故の背景について同本部は「『うっかりミス』や『慣れ』による作業

機の横転、サイドブレーキのかけ忘れなど油断や不注意がある」とし、収

穫繁忙期を前に注意を呼び掛けている。

道開発予算にかんがい排水事業　更別、鹿追で調査着手� 2019年12月21日

水害対策、早期着工に期待

　20日に閣議決定した2020年度の道開発予算案で、国営かんがい排水事業の新更別地区（更別村）と笹川地区（鹿

追町）の調査費が盛り込まれた。排水路整備を行うための事業計画書案を作成する。地域にとって排水対策は喫緊

の課題で、早期着工が期待される。

　来年度から調査に着手する。いずれも調査費は公表し

ていない。

　新更別地区では小麦、ビート、ジャガイモなどを生

産。国営札内川第二土地改良事業（1996～2017年）によ

り一部で排水路が整備されているが、基幹的な排水施設

がなかった。近年は降雨量が多く、過去10年で４回、農

地の湛水（たんすい）が発生している。

　受益面積は2900ヘクタール（109戸）を見込み、排水

路の新設、下流排水路の改修を行う。

　更別村では５月に国営土地改良事業新更別地区整備促

進期成会を立ち上げ、２度中央要請を展開。西山猛村長

は「３年前の台風災害では、湛水被害が大きかった。五

十数年来の悲願達成に向けて大きな一歩。早期の着工を

期待したい」と語る。

　笹川地区はジャガイモ、ビート、小豆などを生産。一

部で排水網が形成されているが、基幹的排水設備がなく

排水能力が不足している。16年台風で農地が冠水する被

害が生じ、防災・減災面から排水機能の強化が求められ

ている。受益面積は概数で750ヘクタール（49戸）。

　喜井知己町長は「地区の要望もあり、基幹となる排水

路の整備を国に求めていた。調査に着手されることにな

り、ありがたい」と話している。

　管内では今年度、新川二期（豊頃、幕別）、十勝川左

岸二期（音更、清水、芽室）で、国営かんがい排水の調

査が行われている。

鹿追市街
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　十勝管内で農業関連の労働災害が増加している。帯広労働基準監督署によると、昨年の農業関連の労災は30件

（速報値）で、過去５年間で最も多い。機械の大型化や外国人材の雇用などが背景にあるとみられ、帯広労基署は

安全啓発に力を入れている。

　農業関連の労災は2015年以降、20件

前後で推移していたが、19年に30件

（うち死亡事故２件）となった。同年の

全産業における農業労災の割合は６％

だが、労働者を雇わない個人事業主は

含まれていない。帯広労基署は「個人

事業主の事故を含めるとさらに増え

る。災害発生割合が最も高い製造業

（全産業における17％）を超える可能

性がある」と指摘する。発生時期は繁

忙期の秋口が最も多い。

農業に関する労働災害の発生状況

農業に関する労働災害の内訳

※帯広労働基準監督署による。2019年は速報値
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帯広労基署では農業者向けに新しいリ
ーフレットを作成するなど、注意喚起
に力を入れている

　農業関連の労災では、農業用機械の「はさまれ・巻き込まれ」、農機やは

しごなどからの「墜落・転落」が多く、19年は両項目で70％を占めた。エン

ジンを停止せず機械の不具合や異物の詰まりを直そうとしたり、はしごを使

わずに大型の農機から飛び降り、事故につながった例がある。

　昨年増加した背景には、外国人材の雇用の増加などで安全面での十分な周

知が難しかった点が要因として考えられている。

　労災の増加を受け、帯広労基署は昨年、農業者向けに安全のポイントをま

小麦やナガイモ　凍害不安　畑に「布団」なく　雪不足憂う農家� 2020年１月11日

　管内では８日に約半月ぶりの降雪を記録したが、管内の農家は依然として雪不足を懸念している。少雪は秋まき

小麦の生育に影響するほか、土壌凍結が深く進むと、春掘りナガイモの凍害も発生するなど影響が大きい。関係者

は今後の天候の行方を注視している。

　通常、冬季は畑を覆う雪が「布団」の役目を果たし、過度な土壌凍結を防ぐ。十

勝総合振興局農務課によると、この時期の秋まき小麦は芽が出ており、雪がないと

直接寒風に当たるため、枯れてしまう場合がある。

　少雪により土壌凍結が進むと、収穫されずに残ったジャガイモが雑草化する「野

良イモ」を低減させる効果があるものの、春に掘り出すため一定量を畑に残してい

るナガイモに腐れが出てしまい、商品として出荷できない部分が発生する。

　春にナガイモを1.2ヘクタール分掘り出す帯広市基松町の小泉裕亮さん（44）の

畑は先日まで、所々で土が見える状態だった。現在畑は雪で覆われ「今の状態であ

ればある程度保温効果もあると思うが、暖かい日になると解けてしまう。１月でも雪が積もった小泉さんの畑

昨年の農業労災30件　機械関連７割、外国人の安全周知も課題� 2020年１月18日

過去５年で最多　速報値

気温が高い日もあり、まだ不安はある」と話す。

　昨年も少雪で、ほとんどの春掘りナガイモが凍害の影響を受けた農家もいた。「今年もこれ以上深く凍結すると、出

荷する部分は凍って収量への影響が出る」と心配する。

　小麦などを生産する芽室町の坂東隆幸さん（61）は「少雪で春の土が乾きすぎると発芽不良を起こす場合がある。

（凍結で）小麦の根が切れてしまったり、春作業が遅れたりするのも心配」と話す。

　帯広測候所によると、今後１週間、管内でまとまった降雪の予報はない。

　十勝総合振興局農務課は「平年であれば２月までで畑に20～30センチの雪が積もり、保温の効果が出る。今後雪が降

らなければ、また畑に雪が残らない状況になる」としている。
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新型肺炎　農業実習生入国難しく　中国から　営農影響も� 2020年２月６日

　新型肺炎の感染拡大に伴い、十勝管内の農業を中心とする中国人技能実習生の受け入れに影響が出始めている。

政府は感染が拡大している中国湖北省からの入国を制限する方針で、一部ＪＡでは受け入れスケジュールの変更な

ど対応に迫られている。十勝はベトナム人実習生が多く影響は限定的とされるが、感染拡大により入国制限地域が

広がれば、春先の営農に影響が及ぶ可能性もある。

　政府は新型肺炎対策として、中国湖北省に過去２週間

以内に滞在した外国人らの入国申請を拒否する方針を決

めている。この措置を受けて中国観光客のキャンセルが

相次ぎ、道内では観光面で深刻な影響を及ぼしている。

　技能実習は諸外国の労働者を一定期間受け入れ、各技

能を習得してもらう制度。道庁の調べによると道内では

業種全体で１万32人（2018年）の実習生を受け入れた。

うち中国人は34.5％の3471人に上り、ベトナム（52.1

％）に次いで多い。

　十勝管内は国別の数字は明らかでないが、18年に599

人を受け入れており、「農業」は478人、「建設関連」は

63人、「食料品」は39人などとなっている。農業実習生

は「ベトナム中心なので影響はない」との声がある一方

で、対応を迫られるケースも出てきた。

　ＪＡ忠類は３月末、中国湖北省から技能実習生３人を

受け入れる予定だったが、現状では予定通りの受け入れ

が難しい状況に。２カ所の酪農家で実習する予定だった

ため、中国以外の実習生を探すのか事態が終息するのを

待つのか調整する予定だ。同ＪＡは「こればかりはどう

しようもない。まずは受け入れ農家と協議する」と語る。

　十勝も含めて技能実習生の窓口となっている札幌南国

際事業協同組合（千歳市）によると、根室管内別海町で

は、中国人実習生が一時帰国後に航空便の運航中止で戻

れなくなった事例も出ている。

　春先の営農に向けて２～３月は農業実習生の受け入れ

が多くなることから、担当者は「入国拒否措置の対象地

域が広がればさらに影響が出る。（実習生は生産現場の

貴重な戦力で）受け入れ農家は入国制限の動向にも神経

をとがらせることになる」と話している。

とめたリーフレットを刷新。窓口で配布しているほか、労災が起きた事業者に送付して注意を促している。農家向けの

安全講話も実施する意向で、ＪＡと日程を調整している。

　帯広労基署の統計によると08年から19年までに起きた301件の農業労災のうち、64％が経験年数５年未満の事故だが、

熟練者による事故も後を絶たない。山崎太一安全衛生課長は「労災は不安全な環境と行動が重なると確実に起きる。経

験や勘に頼らず基本を忠実に守ってほしい」と呼び掛けている。
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農業団体

　ＪＡ十勝池田町（鈴木雅博組合長、組合員246人）の第30回通常総会が17日、町西部地域コミュニティセンター

で開かれた。2018年度の農畜産物粗生産額は前年度比12.7％減の58億600万円で、共済金や水田活用直接支払い交

付金を加えた総額は10.1％減の63億7200万円だった。また、ＪＡ十勝高島（八木英光組合長）と21年３月１日に向

けて合併協議を推進することを確認した。

粗生産額　１割減58億円　天候不順など影響　ＪＡ十勝池田町� 2019年４月20日

　書面と委任状を含めて234人が出席。鈴木組合長は

「新たな合併目標日に向けて協力を」とあいさつした。

引き続き、来賓の勝井勝丸町長らが祝辞を述べた。

　昨年度の農産部門では畑作が17.4％減の35億9600万円

で、６月以降の日照不足や長雨、低温の影響で作物の生育

が停滞し、小麦、豆類、青果物の収量低下などが影響した。

　酪農畜産部門は、乳価は上がったが生乳出荷量は減少

し、肉牛などの個体販売が若干値下がりした影響もあ

り、2.1％減の22億600万円だった。当期剰余金は２億

200万円。出資配当金は1.5％とした。

　ＪＡ中札内村（山本勝博組合長）の第72回通常総会が10日、村文化創造センターで開かれた。2018年度の農業粗

生産高は134億7215万円で前年度に次ぐ史上２番目となったことが報告された。

粗生産　史上２番目134億円　生乳は過去最高額　ＪＡ中札内村� 2019年４月11日

　粗生産高は前年比４億1113万円（3.0％）の減少。畑作

４品は天候不順などの影響で収量は前年を下回ったが、

ビートは春耕時の風害などがなく過去最高の生産高に。

畜産は生乳生産量は４万2802トンと前年を上回り、プー

ル乳価の値上げもあり、生産高は過去最高額となった。

　総会には委任状を含めて組合員190人が出席。議案９

件を可決した。今年度事業では、枝豆ハーベスター１台

を購入する他、食品安全の国際規格「ＦＳＳＣ22000」

を取得予定。同日午後の理事会で役員改選を行い、山本

組合長（77）、松島孝幸専務理事（68）、林浩幸常務理事

（59）らを再任した。任期は３年間。総会に先立ち、元

農水相の西川公也内閣官房参与が講演した。

　ＪＡあしょろ（新津賀庸組合長、224人）の2019年度通常総会が22日、町民センターで開かれた。18年度の農畜

産販売額は前年度比６％減の84億3000万円。補助金、奨励金を含めた農業収入合計では3.7％減の98億7000万円。

多雨、低温などの気象条件が畑作に影響した。

販売額６％減の84億円　多雨低温で畑作苦戦　ＪＡあしょろ� 2019年４月24日

　冒頭、新津組合長は「より地域に必要とされる組織、

スピード感を持って変えていく」とあいさつした。

　畑作の販売高（昨年12月末、組合勘定精算）は19億

3000万円で、前年と比べて13.8％減。小麦や豆類、秋作

物が全般的に減収、品質低下も余儀なくされた。

　乳牛・和牛を含めた畜産販売は3.4％減の65億円。前

年乳量を確保できたが、高齢化などよる規模縮小、和牛

の更新が進まなかった。

　当期未処分剰余金は１億3184万円、組合員配当は4500

万円を計上した。

　専務理事の林直樹氏が退任し、ＪＡ参事の帯谷悟氏が

理事に選任された。その後の理事会では、専務制から常

務制を採用することが決まり、常務理事に印牧清理事が

互選された。
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　ＪＡ十勝高島（八木英光組合長、162人）の第68回通常総会が22日、町北部地域コミュニティセンターで開かれ

た。2018年度の農畜産販売額は前年度比3.1％減の29億1674万円で、過去最高だった17年度には及ばなかったもの

の平年並みを維持した。

農畜産販売29億円に　平年並み維持　ＪＡ十勝高島� 2019年４月24日

　農産部門では、６月中旬以降の低温と日照不足や台風

などの影響もあって小麦、豆類、ジャガイモの収量が落

ち込んだ。飼料用トウモロコシの倒伏被害もあるなど、

販売支払額は15.8％減の17億1417万円だった。一方、酪

農畜産部門は、昨年３月に本格稼働した酪農法人の増産

などもあって生乳生産量は29.9％増の7900トンと好調。

また、育成・初妊牛、素牛価格とも高値で推移した。販

売支払額は23.5％増の12億256万円で、農産部門の落ち

込みをカバーする格好となった。当期剰余金は3674万円

で0.7％の出資配当を行う。

　総会には代理、書面を含めて110人が出席。冒頭で八

木組合長は「ＪＡ経営の基盤を強化し、持続可能な農業

の確立に向け関係機関と協力して万全な対応を図る。

（ＪＡ十勝池田町との）合併については２年後の新たな

目標に向けて協議を進めていく」とあいさつ。引き続

き、来賓の勝井勝丸町長らが祝辞を述べた。

　ＪＡ十勝池田町との合併は、昨年12月に期日を21年３

月１日とすることを両農協間で確認しており、目標に向

けて協議を推進することにしている。

　ＪＡひろお（萬亀山正信組合長、160人）の総会が23日、町農村環境改善センターで開かれた。2018年度の農業

総生産額が報告され、前年度比2.9％増の78億2000万円で、11年度から８年連続で過去最高を更新した。

総生産高　最高の78億円　８年連続の更新　ＪＡひろお � 2019年４月2４日

　酪農・畜産が2.4％増の75億3400万円、農作物は18.2

％増の２億8600万円だった。生乳生産量は５万8692トン

と2.8％増を記録。牛の販売価格も前年に続いて高値で

推移した。小麦やジャガイモなどの畑作物も順調に生育

した。経常利益は11.6％減の6691万円、当期剰余金は

21.2％減の4769万円だった。

　新年度の事業計画では、外国人も視野に入れた労働力

確保の強化、バイオガスプラント建設に向けた本格協

議、防疫対策室の設置などを盛り込んだ。

　総会には書面も含め116人が出席。萬亀山組合長は

「総生産額が78億円を突破し、敬意と感謝を申し上げた

い」とあいさつした。この他、宝泉新、森祐司の両氏を

理事に選出。総会後の理事会で宝泉氏が参事兼貸出審査

担当理事、森氏が信用担当理事に就任した。

　ＪＡ新得町（太田眞弘組合長、正組合員150人）の第89回通常総会が24日、町公民館で開かれた。2018年度の農

畜産物の販売取扱高は191億1124万円で、過去最高だった前年度を3.2％上回った。役員改選では太田組合長を再任

した。

販売高　過去最高191億円　ビート、ソバが高収量　ＪＡ新得町 � 2019年４月2５日

　農産物は、６月下旬以降の低温と長雨などの影響で、

小麦の収量が製品10アール当たり6.2俵（１俵60キロ）

と大きく減少した。一方で、ビートやソバは高収量・高

品質となり、取扱高は前年度比4.8％増の13億3735万円

だった。

　酪農・畜産は、酪農家戸数の減少などにより、出荷乳

量が同1.4％減の４万8176トン。乳価・肉牛価格が堅調

に推移したことで、取扱高は同3.1％増の177億7389万円

となった。当期未処分利益剰余金は２億3715万円を計上

した。

　総会には委任状などを含め120人が出席。強い農業づ

くりのため基盤づくりやスマート農業の実施など、６項

目を重点事項とする今年度の事業方針を承認した。太田

組合長は「課題が山積しているが、組合員の皆さん、関

係機関の一層の協力をお願いしたい」とあいさつした。
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　ＪＡ帯広大正（吉田伸行組合長）は15日、帯広市内の大正農業者トレーニングセンターで通常総会を開いた。2018

年度の取扱高は前年度比2.8％減の150億6700万円で、前年度に次ぐ過去２番目の水準だったことを報告した。

取扱高150億円超　野菜高値で過去２番目　ＪＡ帯広大正� 2019年５月15日

　天候不順により多くの作物で収量が落ちたが、高値で

推移した野菜が支えた。

　吉田組合長は「作物の品質や収量が落ちたことは残念

だが、被害は最小限で食い止めることができた。食料基

地の農業者としての自覚の表れであり、生産意欲が減じ

ないようＪＡの運営に取り組みたい」とあいさつした。

　18年度の品目別取扱高は、平年の収量を下回ったジャ

ガイモが6.5％減の38億2000万円、ダイコン、ナガイモ

などの野菜は21.3％増の36億7700万円。平年並みか前年

以下の収量だったが全道的な不作もあり価格が上昇し

た。ビートは3.5％減の15億600万円で、収量、糖度とも

平年を上回った。

　経常利益は4.2％増の４億4900万円、当期剰余金は6.6

％増の３億800万円だった。

　19年度の事業計画では、国からの交付金を除いた取扱

高を111億2400万円と見込んだ（18年度実績は122億7600

万円）。

　ＪＡさらべつ（若園則明組合長、正組合員298人）の通常総会が20日、同ＪＡで開かれた。2018年度の農畜産物

販売高は前年度比８億100万円減の132億5100万円で、史上最高だった前年度に次ぐ２番目となった。

18年度販売高132億円に　史上２位　ＪＡさらべつ� 2019年５月23日

　農産物は8.5％減の94億500万円、畜産物は1.7％増の

38億4500万円。作物別ではジャガイモ26億7800万円、ビ

ート25億2600万円、小麦14億7100万円、豆類22億1600万

円、生乳26億2500万円など。経常利益は３億7775万円。

当期末処分剰余金３億8439万円。

　総会には委任状を含め235人が出席。若園組合長は

「６、７月の低温長雨で生育や収穫への影響などもあっ

たが、史上２番目の実績となった。公認会計士の導入、

内部監査や貸し付け審査体制の強化を図り、信用事業の

譲渡は行わず地域の金融機関として責任を果たしたい」

とあいさつした。

　今年度の事業計画では「農業諸政策等に対する要望・

要請活動」など８点の重点目標を定めた。

　ＪＡ忠類（蛯原一治組合長、正組合員121人）は４月25日、第71回通常総会を忠類コミュニティセンターで開い

た。2018年度の生乳生産量は、ここ数年の投資効果などで、計画を6.4％上回る５万8826トンとなり、農畜産物の

取扱高は、２年連続で60億円の大台を超える63億9900万円（前年度比5.7％増）だったことなどが報告された。

取扱高が連続60億円超　畑作苦戦も生乳伸び　ＪＡ忠類 � 2019年５月５日

　委任状、書面を含めて97人が出席した。総会で蛯原組

合長が「地域から信頼されて選ばれ続けるＪＡを目指し

ていきたい」とあいさつした。

　十勝総合振興局農務課の石丸喬浩主幹、飯田晴義町

長、ＪＡ北海道信連帯広支所の吉原裕貴支所長が祝辞を

述べた。

　18年度は低温や日照不足の影響から、小麦やジャガイ

モが減収、食用ユリ根も計画比63％の生産実績だった。

また、ビートと大豆、小豆は計画を上回る実績を残した。
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　ＪＡ豊頃町（山口良一組合長、組合員251人）の通常総会が21日、同ＪＡで開かれた。2018年度の農畜産物販売

高は、経営所得安定対策交付金を加え、17年度比4.2％減の124億2220万円だった。過去最高の17年度（129億6722

万円）を下回ったものの、８年連続で100億円を突破し、15年度（127億7763万円）に次ぐ３番目の実績を記録した。

販売高８年連続100億　畑作部門は９％減　ＪＡ豊頃町� 2019年５月23日

　昨年度の農業生産は、春耕期の生育は順調だったが、

６月からの日照不足、９月中旬以降は長雨や台風18号の

影響でデントコーンの倒伏が発生するなどした。最終的

にジャガイモは8.5％減の12億6139万円、豆類は7.4％減

の12億3882万円、小麦は15.6％減の９億9880万円、ビー

トは4.2％減の７億7251万円（いずれも戸別所得補償含

む）など軒並み前年度を下回り、畑作部門合計では9.1

％減となった。

　生乳は出荷量が0.4％増で、販売高は乳価の値上がり

などにより1.5％増の61億2354万円だった。畜産全体で

は0.1％減。当期未処分剰余金は１億7112万円となり、

0.5％の出資配当を予定している。総会には委任状を含

め161人が出席。山口組合長は「過去３番目を記録する

ことができた。組合員の努力に敬意を表し、感謝した

い」とあいさつした。

　ＪＡ幕別町の通常総会が24日、町民会館で開かれた。2018年度の農畜産物総取扱高（共済金など含む）は前年度

比2.3％減の152億4300万円で過去３番目だった。

取扱高2.3％減152億円　野菜高値、畜産は最高　ＪＡ幕別町   � 2019年５月25日

　昨年度は６月から７月にかけての低温や長雨が影響し、

多くの作物で減収・歩留まりの低下が見られた。野菜類

は全国的に出回りが少なかったことで高値で推移した。

　作物別では秋まき小麦の総反収が9.67俵（１俵60キロ、

前年12.18俵）で製品率81.1％。ビートは１ヘクタール

当たり70.8トン（前年75トン）で、糖分は17％と平年以

上の結果となった。野菜は販売数量が前年比23.7％減の

３万1201トン、販売額は1.1％増の46億9216万円だった。

　生乳生産量は1.9％増の１万9886トン、家畜の取扱金

額は3.2％増の32億1251万円で、畜産全体の取り扱いは

52億1468万円で過去最高だった。経常利益は３億2555万

円、当期未処分剰余金は３億757万円を計上した。新年

度事業では労働力確保に向けて無料職業紹介事業・外国

人技能実習制度の活用を進める。

　総会には委任状などを含め324人が出席した。総会に

先立ち、吉田良明さんに北海道報徳善行賞が伝達された。

　ＪＡさつない（高橋秀樹組合長、正組合員177人）の通常総会が24日、札内コミュニティプラザで開かれた。

2018年度の農畜産物販売高は17年度比2.6％減の39億9700万円で、過去最高の17年度に迫る実績となった。

販売高2.6％減39億円　最高の17年度に迫る　ＪＡさつない   � 2019年５月25日

　内訳は農産物20億1600万円、畜産物19億8100万円。品

目別ではジャガイモ４億9800万円、ビート３億7700万

円、小麦１億4100万円、豆類２億3000万円、生乳５億

1700万円など。経常利益は計画以上の9107万円、当期末

処分剰余金は１億235万円となった。

　19年度の事業計画では、11月に完成予定の事務所建築

費や付属設備、外構工事等の費用などを承認した。

　総会には書面を含めて121人が出席。高橋組合長は

「現場に根付いた営農指導を進め、組合員の皆さんが希

望の持てるような農業を振興していきたい」とあいさつ

した。
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　ＪＡ鹿追町（木幡浩喜組合長、正組合員275人）の通常総会が24日、同ＪＡで開かれた。2018年度の農畜産物販売

高は17年度比3.2％減少したものの、209億9662万円で17年度に次いで過去２番目に多かったことが報告された。

販売209億円、過去２番目　乳量は11万トン突破　ＪＡ鹿追町� 2019年５月26日

　主力の酪農は、胆振東部地震による停電で乳房炎が増

加するなど影響があったものの、年間乳量は前年度を上

回り３年連続11万トンを突破。販売高は106億255万円

（1.5％増）だった。畜産では、肉豚の取扱頭数が増加し

たが、相場が低く推移。一方、肥育牛は頭数が減少した

が枝肉相場が堅調だったため、金額は前年を上回った。

酪農・畜産全体では155億9741万円（1.3％増）だった。

　畑作は、過去最高だった17年度の反動もあり14.4％減

の53億9920万円だった。６、７月の低温・長雨の影響は

あったが、その後の天候回復で小麦・菜豆類以外は平年

作に近い収量を確保。ビートは平年を上回り、加工業務

用キャベツも計画を上回った。

　経常利益は４億2059万円、当期末処分剰余金は４億

1808万円。

　第10次農業振興計画（17～21年度）で計画していた大

型の設備投資は昨年度までに終了。今年度は、２月に完

成しＡＩ（人工知能）による選別機能を備えた種子用ジ

ャガイモ貯蔵施設や、３月に着工した第２ＴＭＲセンタ

ーの稼働開始を予定している。

　総会には委任状を含め201人が出席。木幡組合長はあ

いさつで、労働力不足など農業を取り巻く厳しい環境に

触れ、「人とのつながり、強い現場力など鹿追らしさを

力に、組合員・町民の理解・信頼の下で今年の事業を推

進していく」と述べた。

　ＪＡ陸別町（西岡悦夫組合長、組合員109人）の今年度通常総会が28日、同ＪＡで開かれた。2018年度の農畜産

物総販売額は、肉牛市場価格の高値推移や堅調な生乳生産などで60億7000万円（前年度比2.4％増）と過去最高を

記録し、初めて60億円台の大台を突破した。

販売額　初の60億円超　肉牛高値や生乳生産堅調　ＪＡ陸別町� 2019年５月29日

　生乳生産は、機械化の進展により生産基盤が強化され

たことから、前年を上回る４万1307トン（同0.5％増）

を記録、販売額は37億8700万円だった。生産戸数は47

戸。畜産販売は22億4700万円（同4.2％増）。ビート、小

麦などの農産物は3600万円。

　経常利益は、北海道胆振東部地震によるブラックアウ

トに伴う生乳廃棄の影響で、前年度比約15％減の7774万

円。当期末処分剰余金は7644万円。

　今年度の生産目標は、生乳４万2584トン、39億8160万

円（受託予定額）、肉牛販売4955頭、20億151万円（同）

を計画した。また、欠員となった理事に、田守健一氏

（47）を選任した。

　総会には、代理人、書面議決を含め92人が出席。西岡

組合長は過去最高の販売額を達成したことに触れ、「組

合員の日頃のたゆまぬ努力と生産意欲の向上のたまも

の」と感謝した。

　ＪＡ大樹町（坂井正喜組合長、組合員286人）の第71回通常総会が30日、同ＪＡ事務所で開かれた。2018年度の

取扱販売高は137億4590万円と過去最高だった17年度を3.5％上回り、５年連続で増加した。生乳生産量は２年連続

で10万トンを突破する10万7938トン（前年度比5.1％増）と過去最高を更新した。

販売高が最高更新　137億円で５年連続増　ＪＡ大樹町   � 2019年５月31日

　取扱販売高の内訳では、生乳が5.9％増の91億8480万

円で、肉用牛などを含めた畜産の合計は3.7％増の122億

4120万円となった。農産物は2.1％増の15億470万円だった。

　生乳生産は、一番草・二番草や飼料用トウモロコシの

収量が例年に比べて減収となる中、年度目標を大きく上

回った。育成・初妊牛や肉牛は高値傾向が続いている。

農作物はビートが収量、糖分とも平年を上回った。

　当期剰余金は１億6873万円、前期からの繰り越し分な

どを加えた当期未処分剰余金は１億8273万円だった。

　新年度は、第９次地域農業振興計画（17～21年度）で

掲げた生乳生産12万トン、総取扱販売高140億円の早期

達成を目指す。

　総会には委任状、書面を含む259人が出席。坂井組合

長は「国際貿易交渉の推移を注視しながら、力強い農

業、豊かな魅力ある農村づくりを進め、安全安心な食料

生産に努力したい」とあいさつした。
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　ＪＡおとふけ（笠井安弘組合長、正組合員1139人、総代248人）の第63回通常総代会が５日、同ＪＡで開かれた。

2018年度の農業総生産額（交付金、共済金含む）は、好調だった青果販売や生乳生産により、過去３番目となる

233億円を記録した。過去最高となった前年度246億円比では13億円、5.3％の減。

総生産額5.3％減233億円　青果は過去最高　ＪＡおとふけ  � 2019年６月６日

　豆類、小麦、ビートなどの農産物の販売額は、６月中

旬の低温と日照不足、７月の降雨などの影響で、前年度

比１％減の83億円。

　青果は堅調な販売単価で推移したことから17％増の43

億円となり、過去最高となった。特に、主力のニンジン

は全道的に出荷量が安定しなかったことから市場価格が

高騰し、高値で取引された。畜産では、良質飼料の確保

や乳価の上昇で生乳が過去最高の45億4000万円（生産量

４万5080トン）に。個体販売では市場価格の高値推移

で、乳用牛が９億500万円（計画比86％増）、肉用牛が15

億4200万円（同31％増）と好調だった。

　経常利益は５億2268万円、当期剰余金は販売・購買事

業が計画を上回ったことや経費削減により、計画（１億

8600万円）を大幅に上回る４億3523万円を計上した。

　任期満了に伴う役員改選も行われ、笠井組合長ら理事

15人（再任11人、新任４人）、監事５人（再任２人、新

任３人）を選出した。

　総代会には書面や委任を含めて219人が出席。笠井組

合長は「農業所得の増大や担い手確保に向け、地域に密

着しさらなる事業の推進を図っていきたい」とあいさつ

した。

　ＪＡ本別町（正組合員497人）は６日、農協会館で第41回通常総会を開いた。2018年度の農産・畜産両部門の総

取扱高は、農産物が天候不良の影響で前年度比５％減の126億4300万円となった。任期満了に伴う役員改選では、

総会後の理事会で佐野政利専務理事を新組合長に選任した。任期は３年。

新組合長に佐野専務　昨年度取扱高５％減126億円　ＪＡ本別町 � 2019年６月７日

　組合員数が500人を切ったため、今年度から規約など

を変更して総代会制から総会制に移行した。

　農産部門は18年６～７月の天候不良の影響で特に菜豆

類と小豆が大きく減収となり、取扱高は前年度比14.7％

減の46億7800万円。畜産部門は1.8％増の79億6500万円、

生乳生産は4.1％増と堅調で個体販売価格も高水準で推

移した。

　今年度は５カ年計画の第９次農業振興計画と第３次Ｊ

Ａ経営中期計画がスタートし、生産環境や健全な組織基

盤構築などの体制整備と「食と農のサポーター」拡大に

向けた取り組みを進める。老朽化したＡコープ店舗を存

続させるかの検討も進める。

　総会には委任状などを含め361人が出席し、田中敏行

組合長があいさつ。理事会では、佐野新組合長のほか専

務理事に新津初男氏を選んだ。

　ＪＡ上士幌町（小椋茂敏組合長、正組合員196人）の第71回通常総会が７日、同ＪＡ事務所で開かれた。2018年

度の農業生産高は前年度比1.1％増の232億3000万円と過去最高を更新した。

農業生産・販売、過去最高の232億円　ＪＡ上士幌町� 2019年６月８日

　部門別では、酪農畜産が同2.9％増の196億6000万円。

生乳生産は同5.3％増の11万2521トン。乳価の上昇もあ

り、生産高は111億8000万円と昨年を大きく上回った。

一方、肉牛は取引単価の減少などで家畜取扱金額が同

1.3％減の83億2800万円となった。

　農産物は、天候不順の影響で同7.7％減の35億7000万

円にとどまった。ジャガイモや大豆、小豆は例年並みの

収量を確保できたものの、豆類では大正金時、野菜は根

菜類が減収となった。当期末処分剰余金は３億125万円。

　総会には約150人が出席。上音更地区の牛舎新設や、

萩ケ岡地区のバイオガスプラント貯留槽の建設地整備な

ど今年度の事業計画を承認した。

　小椋組合長は「自然災害や天候不順に悩まされた年だ

ったが、過去最高の生産高となった。組合員の日々の努

力に感謝したい」とあいさつした。総会後には理事会が

開かれ、小椋組合長を再任した。
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　ＪＡうらほろ（馬場幸弘組合長、正組合員279人）の通常総会が７日、町中央公民館で開かれた。2018度の農畜

産物取扱高は過去３番目となる104億7700万円（前年度比6.5％減）となった。

　農産物取扱高は同4.3％減の45億2300万円（交付金を

含む）だった。６月から７月にかけての低温や長雨の影

響で小麦と豆類が大幅に減収した。

　生乳生産量は、同1.8％増の３万4389トンと好調を維

持。畜産も同0.5％増の59億5400万円と堅調に推移した。

当期未処分剰余金は１億6007万円で、0.5％の出資配当

を予定している。

　書面などを含め186人が出席。馬場組合長は「行く末

には国際貿易交渉があり、市場開放など北海道農業への

大きな影響が懸念される。課題克服にはＪＡの結集が最

重要であり、十勝、全道、全国へとその輪を広げていく

ことが必要」とあいさつした。

取扱高　過去３番目104億円台　小麦、豆類が大幅減　� 2019年６月10日

ＪＡうらほろ

　ＪＡ十勝清水町（串田雅樹組合長、正組合員445人）の通常総会が６日、町中央公民館で開かれた。2018年度の

農畜産物販売高は292億6100万円で、過去最高だった前年度を2.1％上回った。

農畜産物販売高292億円　過去最高更新　ＪＡ十勝清水町� 2019年６月８日

　農産物の販売高は、記録的な豊作だった前年度に比べ

12.2％減の59億1400万円。天候不順の影響で小麦が10ア

ール当たり収量、品質ともに平年を大きく下回り、豆類

やジャガイモも天候の影響を受けた。一方、ビートは10

アール当たり収量、糖分ともに平年を上回った。アスパ

ラは生産量が前年度比５割増、ハクサイ、ブロッコリー

は販売環境に恵まれ、野菜全体の販売高は前年度を6.3

％上回る７億3800万円だった。

　酪農は近年、頭数、１頭当たり乳量ともに増加傾向。

昨年度は胆振地震に伴う停電の影響を受けたものの、生

乳生産量は13万1644トンで初めて13万トンを突破した。

肉用牛は高値で推移し、畜産物全体の販売高は前年度比

9.1％増の233億4700万円に。

　経常利益は２億6728万円、当期末処分剰余金は２億

5850万円。

　総会には委任状などを含め360人が出席。今年度も

「十勝若牛」や「とれんたんと」をはじめとする同ＪＡ

のブランド戦略を進め、農畜産物の販売力強化、付加価

値向上に注力する。串田組合長は「組合員のさらなる結

集の下、関税撤廃などの難関、課題を打破していきた

い」とあいさつした。

　酪農は生乳量、販売額とも過去最高。大規模停電や飼

料の品質低下の影響が懸念されたが、乳価が上昇した。

乳量は４％増の９万3078トン、販売額は５％増の94億円

だった。

　肉牛は9.4％増の250億4000万円。ブランド牛「しほろ

牛」の販促事業を展開し、販売額は好調に推移した。畜

産全体では8.2％増の349億4000万円。

販売高最高461億円　畜産349億円、畑作補う　18年度� 2019年６月12日

ＪＡ士幌町

　ＪＡ士幌町（篠原末治組合長、正組合員646人）は12日に開いた通常総会で、2018年度の農畜産物販売高が、前

年度比3.2％増の461億3000万円で、17年度の過去最高額を更新したことを報告した。400億円を突破するのは４年

連続。酪農や畜産の販売額が好調に推移し、全体を押し上げた。

　畑作は天候不順の影響で10％減の111億9000万円。特

にジャガイモは病害などで収量が落ち込み、14.6％減の

35億9538万円となった。当期未処分剰余金は13億8578万円。

　篠原組合長は「天候不順など厳しい状況の中、過去最

高を記録できたのは組合員が力を結集した証し」と述べた。
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　ＪＡ帯広かわにし（有塚利宣組合長、正組合員770人）の通常総代会が14日午前９時半、帯広市内の同ＪＡ本所

で開かれた。2018年度の農業生産額は200億9586万円。天候不順が影響して過去最高だった前年度に比べ2.6％減少

したが、畜産収入の伸長で過去３番目に高い水準となった。

畜産伸び生産200億円　過去３番目の高水準　ＪＡ帯広かわにし  � 2019年６月14日

　民間企業の売上高に当たる事業収益は230億5403万円、

経常利益は６億7913万円を確保。当期未処分剰余金は８

億7996万円を計上した。

　農作物は６月中旬以降の曇天と低温の影響を受けた。

部門別の生産額は、小麦が30.1％減の25億4751万円。ビ

ートは平均糖分が0.2ポイント増の17.3％と高かったが、

生産額は10.2％減の22億414万円だった。ジャガイモは

14.1％減の21億1604万円、豆類は3.7％減の15億4780万

円だった。

　生乳販売は前年の粗飼料が良質で増産基調となり、

4.1％増の28億1614万円。肉用牛や乳用牛の個体販売は

市場価格の高値が続き、畜産の合計は8.9％増の81億

1376万円となった。

　総代210人のうち196人が出席（書面含む）。開会あい

さつで有塚組合長は、農畜産物の品質保証や宇宙食への

挑戦など高付加価値化の取り組み、今年度の基盤整備事

業に触れながら、「川西の持続的な農業の展開と後継者

の夢を増幅し豊かな地域づくりを進める」と述べた。

　同日の通常総会で報告した。新事務所は現施設の東側

に建設し、畜産センターを併設する。

　現本部事務所（約3600平方メートル）は完成から47年

が経過し老朽化が進み、事業拡大に伴い営農指導員など

職員も増えて狭あい化していた。

　畜産センターも獣医や人工授精師が増え、手術室は家

畜の頭数増により手狭になっている。

　いずれの新施設も基本的な機能は変わらないが、新事

務所は現在より1.5倍の広さとなり、新たに庭園を眺め

られるラウンジも設け、組合員が気軽に足を運べるよう

にする。農業会館の機能も新施設に移す。畜産センター

も広めの設計とし、職員や家畜の増加に対応する。

　現施設の跡地は駐車場になる予定。同ＪＡは「組合員

の意見も聞きながら事業を進めたい」としている。

　全組合員約400戸に端末を配布し、営農情報などのや

りとりが簡単に行える情報ネットワークシステムの導入

も決めた。12月からの運用開始を目指す。

ＪＡ士幌町　本所建て替え　総額41億円、来年度着工�
畜産センターも

　ＪＡ士幌町（篠原末治組合長）は12日、本部事務所（町士幌西２線）と畜産センターを建て替える方針を明らか

にした。老朽化や事業拡大で施設が手狭になっているため。今年度中に基本設計・実施設計を行い、来年度に着工

する。同ＪＡの創立90周年に合わせ、2021年の完成を目指す。総事業費は41億円。

　ＪＡ木野（清都善章組合長、正組合員163人）の通常総会が14日、同ＪＡで開かれた。2018年度の農産・青果・

畜産の総生産額（交付金、補給金など含む）は、過去最高だった前年度に比べ8.3％減の34億4900万円だった。総

会後に理事会を開き、任期満了に伴う役員改選で清都組合長（67）を再任した。

総生産額8.3％減34億円　青果部門が過去最高　ＪＡ木野 � 2019年６月15日

　生産額の内訳では、野菜などの青果部門は、主力のブ

ロッコリーが高値相場に支えられ過去最高の６億1000万

円（前年度比７％増）となり、全体でも14億3100万円と過

去最高を更新した。

　農産物は９億4100万円（同5.2％減）。酪農・畜産は乳

牛頭数の減少や、胆振東部地震のブラックアウトによる

生乳廃棄の影響もあり、３億2600万円（同18.4％）となった。

　事業総利益は８億2070万円、当期未処分剰余金は１億

6854万円を計上した。子会社ハピオのスーパー部門の売

り上げは26億7800万円（同0.4％減）だった。

　総会には代理、書面を含む132人が出席。清都組合長

は「組合員と一緒に、地域に必要とされるＪＡを目指し

事業推進に取り組みたい」と述べた。
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　ＪＡめむろ（辻勇組合長、正組合員1840人）の第45回通常総代会が14日、同ＪＡ本部事務所で開かれた。2018年

度の農業粗生産額は前年度比21億円減の293億円だったが、15年度に次ぐ過去３番目に高い水準となった。

粗生産額293億円　畜産好調、高水準を維持　ＪＡめむろ� 2019年６月15日

　耕種部門は187億円。小麦やジャガイモの収量は、天

候不順が影響して平年を大きく下回った。豆や野菜類も

やや下回ったものの、価格で盛り返した。

　畜産部門は106億円。生乳は補給金を含む販売代金が

32億2649万円となり、前年度を上回る結果となった。肉

用牛は高値で推移し、販売額が1.5％増の61億686万円を

記録した。

　経常利益は５億4469万円、当期未処分剰余金は４億

9883万円となった。辻組合長は「長年の基盤改良と営農

努力のたまもの。感謝したい」とあいさつした。

　管内24ＪＡの2018年度決算が出そろった。農畜産物の取扱高や粗生産高、支払高の合計は3648億2100万円となっ

た。生乳生産の増加や堅調な家畜取引価格を背景に畜産部門が好調に推移、８ＪＡで過去最高を更新した。決算期

や算出方法が異なる金額を単純計算したものだが、農協や十勝総合振興局が昨年末に発表した取扱高の概算値3320

億円を上回り、十勝農業の地力を改めて示す数字となった。

◆畜産好調、振興局概算超え
　取扱高には「商系」と言われるＪＡ以外の一般商社は

含まれていない。取扱高や粗生産高、支払高は、ＪＡご

とに決算期が違ったり、交付金や共済金を含めるか含め

ないかなど算出方法が異なったりする。このため単純比

較はできないが、見込み額も含めて試算した昨年末の概

算値に比べると実績ベースの数字になる。

　各ＪＡは４月から６月にかけて総会や総代会を開き、

18年度の決算を発表した。十勝毎日新聞社のまとめによ

ると士幌町の461億3000万円をはじめ、８ＪＡでこれま

での最高額を更新した。畜産部門が主力のＪＡの伸びが

顕著だった。好調だった17年度に続く２、３番目に高い

ＪＡも目立った。

　18年産の耕種（畑作）部門は、６月中旬以降の天候不順

によって小麦の収量が前年を大きく下回った他、管内全

域で見ると豆類、ジャガイモ、ビートも前年の収量には

届かなかった。

　酪農はホクレンの生乳受託数量が過去最高を記録。乳

価の上昇や子牛価格が好調で取扱高を伸ばした。肉用牛

も枝肉価格や素（もと）牛価格が堅調に推移した。

　十勝農協連の山本勝博会長（ＪＡ中札内村組合長）は

「この数年間、ほとんどの農協が過去最高や２、３番目

に多い取扱高を記録している。牛の改良が進み、畑作の

反収が増えるなど10年前と比べて生産技術が上がったこ

とが理由ではないか」と話している。

　管内では商系も200億～300億円程度の取扱高があると

され、十勝全体では4000億円近くの規模になるとの見方

もある。

ＪＡ決算　3600億円突破　８ＪＡが最高更新� 2019年６月20日

管内18年度取扱高合計

４ＪＡトップ交代　めむろ、幕別町、本別町、うらほろ� 2019年６月22日

　管内24ＪＡの総会、総代会が15日までに終わり、例年より多い４ＪＡで組合長が交代した。10年以上務めたベテ

ランが引退した一方、管内では唯一、道内２番目に若い40代の組合長も就任。ＪＡ本別町では管内初の女性理事も

誕生した。

◆宇野氏道内２番目の若さ
　ベテラン組合長が退任  
　管内では15日に開かれた帯広かわにし、めむろ、木野

で全てのＪＡの総会、総代会が終了した。役員改選した

ＪＡのうち、ＪＡ幕別町、ＪＡ本別町、ＪＡうらほろ、

ＪＡめむろでトップが代わった。過去10年でも、組合長

の交代が多い年となった。

　本別町は田中敏行氏（62）、うらほろは馬場幸弘氏

（72）が４期12年で退任。めむろは辻勇組合長（71）が

４期目途中で辞任するなど、ベテラン組合長が一線を退

いた。ＪＡ幕別町も常勤理事を長く務めた渡邉善隆氏
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前川　厚司
ＪＡ幕別町組合長

佐野　政利
ＪＡ本別町組合長

宇野　克彦
ＪＡめむろ組合長

林　　常行
ＪＡうらほろ組合長

（67）が１期３年で後進に道を譲った。

　後継組合長は、めむろが専務理事の宇野克彦氏。年齢

は47歳10カ月（現在）で、道内ではＪＡ道北なよろの東

野秀樹組合長の47歳７カ月に次いで２番目の若さ。40代

の組合長は道内でこの２人だけだ。

　本別町は佐野政利氏（65）、幕別町は前川厚司氏（60）

で、めむろと同様、専務理事からの昇格。うらほろは梅

田武専務理事も退任し、理事の林常行氏（54）がトップ

に就いた。本別町では、畜産を営む小笠原愛さん（43）

＝町仙美里＝が新しく理事に就任した。

　ＪＡ道中央会によると、全道108ＪＡのうち今年の総

会、総代会で11ＪＡの組合長が交代した。

　地区別では釧根が３人、オホーツクが１人、空知が２

人、宗谷が１人で、十勝の４人が最も多かった。

　十勝地区農協組合長会の会長で、ＪＡ帯広かわにし組合長の有塚利宣氏は11月17日までに、ＪＡ組合長職を2020

年６月の任期満了に伴い勇退し、組合長会と農協連合会系統の役員も同様に今任期限りで退任する意向を固めた。

一方で、地元の富士地区を中心に組合長職の続投を求める声が出ており、有塚氏は「地元の意向であれば尊重せざ

るを得ない」としている。

有塚組合長会会長　勇退へ　かわにし組合長続投求める声も�

　有塚氏は1931年、旧川西村（現帯広市）生まれ。93年に旧帯広川西農協（現ＪＡ帯

広かわにし）組合長に就任し、98年から十勝地区農協組合長会会長。2006年旭日双光

章（農業振興功労）を受章している。

　前ＪＡグループ北海道役員推薦会議委員長として農協系統役員の実質的な選考にか

かわる有力者。2003年には旧帯広市農協との合併を実現、管内ＪＡのネットワーク

化、特産のナガイモの海外展開などに尽力した。農業基盤整備の中央陳情では先頭に

立つなど影響力を発揮してきた。

　政治関係では故中川昭一氏の十勝連合後援会の会長を務め、近年は米沢則寿帯広市

長の連合後援会長、今春の道知事選で当選した鈴木直道氏の十勝後援会「活力あふれ

る北海道の未来を実現する会・十勝」の会長を務めた。

　　有塚氏本人は、中央政界における北海道・十勝農業の政治力の低下を招かないよ

う自身の人脈を生かして手を打っているとし、周囲に勇退の意向を示唆していた。

◆かわにし組合長続投を求める声
　今期限りで十勝地区農協組合長会会長とＪＡ帯広かわにし組合長を勇退する意向を示している有塚氏をめぐって、地

元の富士地区を中心に組合長職の続投を求める声が出ている。有塚氏は翻意を求める声が地域内外にあるとし、「地元

の意向であれば尊重せざるを得ない」としている。

　ある組合員は「川西にはナガイモ工場やかんがい排水など重要事業が進んでおり（組合長を）続けてほしい」とす

る。組合長は、各地区から推薦された理事らで互選して決める。任期は６月まで。

※内容は2019年11月17日、2020年２月16日付の記事を元に編纂しました
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農業経営

　道農政部の主要野菜作付実態調査を基にまとめた。道内の作付面積は４万

5862.7ヘクタール。道内14振興局のうち十勝は最大の１万1253.1ヘクタール

（24.5％）。22.8％のオホーツク、20.6％の上川を合わせた３管内で、全道の７割

弱を占める。

　十勝の野菜で道内シェアが最も高かったのは枝豆で97.5％。ＪＡ中札内村の特

産で海外輸出にも取り組んでいる。収穫量は16年比87.9％増の6983.8トンだっ

た。

　枝豆に続くのがナガイモ。十勝は青森と並ぶ一大産地で道内シェアは86.3％を

占める。

　ＪＡ帯広かわにしを中心に管内９ＪＡで生産する「十勝川西長いも」などがあ

り、台湾や米国、シンガポールへの輸出も盛んだ。収穫量は12.3％増の４万

430.9トン。

　スイートコーンは16年産も道内トップだったが、台風の影響を大きく受けた。

17年産は収穫量が2.4倍の３万6677.8トンとなった。シェアは16年産の３割程度

から５割にまで伸びた。

　16年産でオホーツクに次ぐ２番目のシェアだったニンジンは、収穫量が32.9％

増の５万394トンとなり、トップに立った。

　サヤインゲンが７割超、ゴボウが６割超、ニンニクが５割、キャベツとダイコ

ンが３割超のシェアを有している。

　2017年に十勝管内で収穫された主要な野菜31品目のうち、枝豆やナガイモなど９品目で道内首位の収穫量となっ

た。台風被害があった16年と比べると、天候に恵まれ多くの作物で収穫量が大きく伸びた。シェア・トップの品目

も16年から１品目増えた。

十勝産野菜　９品目全道一� 2019年４月９日

十勝管内の収穫量が
道内シェア首位の主要野菜

道内
シェア
（％）

収穫量
（トン）品目

枝 豆
ナ ガ イ モ
サヤインゲン
ゴ ボ ウ
ニ ン ニ ク
スイートコーン
キ ャ ベ ツ
ダ イ コ ン
ニ ン ジ ン

6983.8
4万0430.9
1751.2
9006.1
218.3

3万6677.8
1万7574.8
3万9709.0
5万0394.0

97.5
86.3
71.7
66.8
53.5
49.3
36.1
32.9
32.0

※道農政部の2017年産「主要
　野菜作付実態調査」から算出

　日本甜菜製糖芽室製糖所は2018年産ビートの砂糖生産実績をまとめた。砂糖生産高は、前年が大豊作だったこと

もあって3.5％減少したが、17万3700トンと高い水準を維持した。

18年産砂糖　17万3700トン　� 2019年５月８日

◆豊作反動も高水準維持　日甜芽室　
　糖度0.2ポイント増　17.3％
　同製糖所が受け入れるビートの作付面積は1.4％減少

し、１万4016ヘクタール。１ヘクタール当たりの収量は

5.5％減の72.13トンだったが、同製糖所は「18年産も豊

作だった」とする。受け入れたビートの量は6.8％少な

い101万918トンだった。

　糖度は17.3％と0.2ポイント上がった。長雨や低温が

続いた１年だったが、10月に天候が回復。秋は昼と夜の

気温差が大きく、糖度が上昇する条件に恵まれた。

　製糖期間は４月19日までの187日間で、前年より36日

間短かった。秋の天候が良く、ビートに付いた土が少な

かったため製糖効率は良かった。

　ビート栽培は他の作物に比べて手間がかかり、豊作が

続いていても、高齢化や労働力不足のため作付面積は減

少傾向にある。同製糖所は作業効率化に向けて、「大型

収穫期や直播（ちょくはん）のは種機などを紹介してい

きたい」としている。

（万㌧）

0
5
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15

20
日甜の砂糖生産高

年度2009 10 11 12 13 14 15 16 17 18

※芽室製糖所分
17万
3700㌧
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　ホクレン帯広支所は、2018年度に取り扱った青果物の販売実績をまとめた。天候不順もあり数量は45万7770トン

（前年度比１％減）にとどまったが、品薄を背景に多くの作物で市況が堅調に推移し、販売金額は407億7700万円

（同４％増）と２年ぶりに400億円台に達した。

青果販売400億円を回復� 2019年６月11日

◆収量減も価格堅調
　ホクレン帯広18年度
　昨年は６月以降の日照不足や長雨により、夏場の主力となるダイコンや

ニンジンなどで収量が平年に届かなかった。

　ただ取り扱いの半数近くを占める食用ジャガイモは、道産全体の流通量

が少ない中、十勝産は平年作を維持。取扱先も増えたことで、前年度比４

％増の33万トンを出荷した。単価は前年並みで、販売金額は３％増の190

億円に達した。

　ダイコンは販売単価が32％増、ニンジンは93％増と、ともに高値で推

移。品薄環境もあって、道産シーズンの市況は高めで推移し、販売金額も

伸びた。アスパラガスは平年作だったが、前年の不作の反動で数量、金額

ともに大きく増えた。

　ナガイモ（４～10月が前年産、11月以降は当年産）は堅調だった前年産

を含むため、全体の数量は12％増えた。単価は下がり、販売金額は４％減

の93億円となった。

　同支所では「夏から秋にかけて計画した出荷量には届かなかったが、流

通面で盛り返した品目もあり、販売金額はまずまずの結果になった」とし

ている。

　同支所が扱う青果物には、ダイコンなど一部で釧路地区産も含んでいる。
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品目 数量
（㌧）

販売金額
（万円）

前年度
比（％）

前年度
比（％）

食用ジャガイモ
ナガイモ
ダイコン
ニンジン
タマネギ
キャベツ
ゴボウ
ハクサイ
カボチャ
トウモロコシ
ユリ根
アスパラガス
その他

33万2650
2万9130
3万7590
1万9870
1万6140
6840
2350
3140
2130
1610
200
90

6050

4
12

▲10
▲26
▲24
▲11
▲20
▲11
▲39
▲5
▲9
133
▲9

190億3100
93億9200
38億0600
28億3400
12億0500
5億0900
4億8400
2億8200
3億6300
3億5500
1億7400
1億0000
22億4200

3
▲4
19
43
▲15
▲5
12
11
1
▲1
▲12
117
4

▲はマイナス

　道は、トラクターの全地球測位システム（ＧＰＳ）ガイダンスシステムと自動操舵（そうだ）装置の2018年度の

出荷状況や利用実態をまとめた。このうち道内向けに出荷した国内主要８社の自動操舵装置の台数は、前年度から

100台増の1690台で過去最高を更新した。累計は6120台となり、道内の国内シェアは91％に達した。

◆ＧＰＳ車は130台増え2330台
　道18年度調査
　ＧＰＳガイダンスシステムは、ＧＰＳ機能でトラクタ

ーの位置を測位し、走行経路を表示する。自動操舵装置

は、ＧＰＳガイダンスシステムで示された走行経路に沿

って有人のトラクターが自動で走る。農作業の省力化や

高精度化に向けて、管内でも大規模農家を中心に導入が

始まっている。

　道農政部技術普及課は毎年調査を実施。18年度は両機

器を扱う井関農機、クボタ、ジオサーフ、トプコン、ニ

コン・トリンブル、日本ニューホランド、ヤンマーアグ

リジャパン、ＩＨＩアグリテックに調査した。

自動操舵で畑を走るトラクター。
導入台数は年々増加している（本別町）

自動トラクター過去最多　道内向け出荷100台増1690台� 2019年８月10日
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　両機器は年々、出荷数が増加。中でも自動操舵装置の国内

出荷台数は、09年度の10台が18年度には1900台と大きく増

加。道が調査を始めた08年度からの累計は6700台に達した。

　ＧＰＳは18年度、道内向けが前年度比130台増の2330台で、

国内シェアは74％だった。08年度からの累計は１万1530台に

達し、国内全体の79％となっている。

　道は地区別の出荷台数は調べていないものの、国内有数の

農業地帯の十勝は、出荷台数が多い地域の一つ。研究機関や

農機メーカーが進める無人トラクターなど最新技術の実証実
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　十勝圏活性化推進期成会は、2018年度の十勝農業による経済波及効果が２兆8976億円になると試算した。ＪＡの

取扱高を基に関連産業や食品加工業などに与える効果を初めて分析。地域の基幹産業の影響力を表す新たな数値と

して中央省庁への政策要望などに活用していく。

農業波及２兆8976億円　ＪＡ取扱高を基に分析� 2019年８月17日

食品加工や飲食、資材　関連産業への経済効果　十勝18年度

◆要望活動に活用
　十勝圏期成会経済効果試算
　管内24ＪＡの2018年度決算で発表された農畜産物の取扱高と粗

生産高、支払高の合計3648億円を基に試算。国交省帯広開発建設

部の協力で、簡易計算の手法を使って分析した。北海道産業連関

表で分類する104の部門を使い、一次、二次波及効果を算定した。

それによると、肥料や農薬などの農業資材関連産業への経済波及

効果は7270億円。十勝産農畜産物から誘発される食品加工業・飲

食店などへの経済波及効果は１兆8058億円。これにＪＡ取扱高

（3648億円）を含めた合計２兆8976億円を経済波及効果とした。

　十勝農業の規模を示すデータとしては、十勝地区農協組合長会

と十勝農協連、十勝総合振興局が毎年12月、24ＪＡの取扱高を概

算で発表。その年の農畜産物の出来・不出来、地域経済への波及

効果を計る数字として定着している。

　国や道など関係団体への政策要請活動を行う同期成会では、こ

の取扱高に加えて十勝農業の影響力と政策効果を表す別の数字も

検討。事務局の伊藤俊昭十勝町村会事務局長は「全国と比較対象

になる数値を出したいと考えた」と語る。

1兆8058億円

食品加工業・飲食店
などへの経済効果

3648億円

ＪＡ取扱高など（2018年度）

7270億円

農業資材関連産業
への経済効果

十
勝
農
業
の

経
済
波
及
効
果

年間 2兆8976億円
経済波及効果

自動操舵で畑を走るトラクター。
導入台数は年々増加している（本別町）

　今回のデータは来年度予算編成に向けて７月末に行った要望活動で、農水省や北海道開発局への提出資料に添付し

た。初めて公にされた経済波及効果の資料は要望先だけでなく、同行した地元関係者からも目を引いた。

　伊藤事務局長は道職員時代に経済調査を担当、十勝支庁（当時）では管内食料自給率1100％の算出にかかわったこと

があり「要望活動の他、各種説明資料などに使うため、できれば毎年算定していきたい。簡易手法だが、十勝農業の打

ち出し方の一つとして、いろいろと使ってもらえればいい」と話している。

験場所としても使われている。

　農機メーカーの幹部は「十勝は道内でも導入が早かった地域のため、単年度の出荷台数は一時期に比べて少なくなっ

たが全道の２割程度はある。これからも新しい機種が出てくるので、出荷台数は増えていくのでは」とみている。
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　道農政部がまとめた2018年の新規就農者実態調査によると、十勝は前年より15人少ない82人が新たに就農した。

新規学卒、Ｕターンともに減少したが、新規参入は増えた。道内の地区別で十勝は３連続で最も多かった。

　調査は施策に役立てるため毎年、各地区の農業改良普及センターが市町村や農業委員

会の協力を得て行っている。

　十勝の内訳は、農家出身者で学校卒業後や卒業後の研修を経て就農した「新規学卒就

農者」が47人（２人減）、農家出身で他産業に従事した後の「Ｕターン就農者」は27人

（14人減）。非農家の出身者で就農した「新規参入者」は８人で１人増えた。

全道の新規就農者は529人で40人の減。新規学卒は187人で６人減、Ｕターンは225人で

26人減となっている。農業外からの新規参入者も８人減って117人。

　振興局別でみると、十勝の他に多いのは上川（81人、10人減）、オホーツク（81人、

８人増）、空知（76人、21人減）。前年より増加したのはオホーツク、根室、留萌、日

高、後志となっている。

　経営形態別では畑作が最も多い161人（17人減）。稲作は117人（42人減）、酪農は117

人（31人増）、野菜は95人（８人減）、肉牛は18人（６人減）となっている。例年に比べ

て酪農の新規学卒就農者の増加が目立った。

　就農時の年齢はＵターンの場合、40歳未満が197人で全体の８割強、30歳未満は108人

で５割弱、若い年齢で就農が目立つ。

　新規参入の出身地域は６割強の72人が道内、次いで関東の18人、近畿の５人と続いた。
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　有塚会長は初の3500億円台について、「十勝に大きな

プレゼントとなった。関係者に敬意と感謝を伝えたい」

と強調。来年１月１日に日米貿易協定が発効し海外産と

の競争が激しくなるが、「安心安全の品質面で差別化を

図る。管内24ＪＡの総力を結集する」とした。十勝農協

連の山本会長は「販売力を強化し十勝ブランドとしてＰ

Ｒしていく」と語った。

　十勝地区農協組合長会（有塚利宣会長）などは25日午前、2019年産農畜産物の管内ＪＡ取扱高（概算）を発表し

た。耕種（畑作）と畜産の合計額は前年比７％増の3549億円となり、過去最高額を更新した。耕種、畜産ともに増

収し、管内ＪＡが21年までの目標として掲げる「3500億円」を２年早く達成した。

十勝ＪＡ　過去最高3549億円　耕種、畜産とも増収� 2019年12月25日

２年前倒し目標到達　19年産取扱高

　有塚会長、十勝農協連の山本勝博会長、十勝総合振興

局の三井真局長、米沢則寿帯広市長（フードバレーとか

ち推進協議会会長）が記者会見した。

　全体の６割を占める畜産部門は酪農・肉用牛ともに伸

びて、前年比５％増の2148億円。畜産部門では過去最高

となり、２年続けて2000億円を超えた。

　酪農は生乳生産が１年を通じて前年を上回る水準を維

持し、乳価の上昇もあって３％の増。肉用牛は枝肉価格

や素（もと）牛取引価格が堅調に推移し、７％増だった。

　耕種部門は平均気温、日照時間とも平年を上回り、全

般的に生育は良好に推移した。10％増の1401億円となっ

た。15年（1409億円）に次ぐ金額。

　小麦は好天で収量が前年を上回り、入札価格も上昇し

ていることから32％増。伸び率も区分別で最も大きかっ

た。豆類は７月の低温・日照不足が生育に影響を与えた

が、収量が前年を超え、価格も堅調に推移し27％増。ジ

ャガイモは作付面積が減少したが収量が前年を超え、５

％増となった。ビートは前年を上回る単収（10アール当

たり収量）を確保したが、糖度が前年を下回り６％減。

野菜は市況価格の低迷で２％減少した。

ＪＡ取扱高の3500億円突破を発表する農業団体、行政機関の
関係者（左から米沢市長、有塚会長、三井局長、山本会長）

新規就農82人　十勝トップ　18年・道農政部まとめ� 2019年９月28日
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麦類
372億円 
（10.5）

うち生乳
1143億円
（32.2）
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1327億円
（37.4）

ビート
288億円
（8.1）

肉用牛
790億円
（22.3）

野菜
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（6.6）
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　道畜産公社十勝工場（帯広市西24北２）の第３工場が、牛肉の香港輸出が可能な施設として道内では初めて、日

本・香港両政府から認可を受けた。昨夏から道内施設として唯一輸出できるようになった米国に加え、需要が伸び

るアジア圏にも道産牛肉を売り込む体制を整える。

香港へ牛肉輸出認可　畜産公社十勝工場　道内初� 2020年１月13日

アジア販路を拡大

　昨年10月に厚生労働省から認可が下り、12月に香港政

府から輸出許可に関する登録が完了したと報告を受け

た。認可は国内では13カ所目、道内では初めて。現在ホ

クレンが出荷に向けて調整している。

　経済成長するアジア圏は、道産牛肉の需要が伸びてい

る。同公社は、生産者からの要望もあって、香港への輸

出に向けて昨年８月ごろから申請作業を進めていた。道

内では香港の認可を受けた施設がなく、これまでは岩手

県まで運んで出荷する必要があった。昨年、ホクレンで

取り扱った香港向けの十勝産牛肉は19.12トン、金額は

約6000万円。第３工場では現在、シンガポールや台湾向

けの認可も目指している。

　第３工場は2016年３月に完成し、牛のと畜処理能力は

１日100頭（加工は70頭）。昨年５月末に米国輸出が認め

られ、７月の初出荷から12月まで月１回ペースで、計

1384キロ分を送った。

　十勝工場の坂本利之工場長は「販路拡大により、道の

畜産振興に貢献することができる」と話している。十勝

工場では第２工場でも、シンガポール、タイ、ベトナ

ム、台湾向けに牛肉を輸出している。

　取扱高は管内24ＪＡの見込み額合計で、ＪＡ以外の商

社の扱う金額は含んでいない。これまでの過去最高は17

年の3388億円だった。

◆十勝の食料自給率1240％
　収量増で108ポイント上昇
　フードバレーとかち推進協議会は25日、2019年の十勝

の食料自給率がカロリーベースで1240％になったと発表

した。前年から108ポイント上昇した。

　十勝の生産力の指標とし、対外的なＰＲにも活用する

ため積算している。農畜産物の生産量をカロリー換算

し、管内住民のカロリー摂取量で割って算出した。

　19年産の農畜産物の生産量（推計）は前年比８％増の

約456万トン、耕種は10％増の323.4万トン、畜産は３％

増の132.4万トン。これに対し管内人口は0.4％減の33万

7407人だった。

　自給率が前年を上回ったのは、カロリーの高い小麦や

豆類、ジャガイモの収量が伸びたのが要因となっている。

　会長の米沢則寿帯広市長は「改めて十勝農業の力強さ

を実感した。農業のさらなる成長を支え、食の付加価値

向上や魅力発信を地域一帯となって進めたい」と述べた。
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　十勝管内の2019年産農畜産物の総重量は、前年比８％増の約456万トンとなった。記録が残る13年以降では、17

年産の約460万トンに次ぐ２番目の水準。畑作が悪天候の影響を受けた18年産から一転、各作物の生育が順調に進

み、規模拡大など好調要因が多い畜産も数字を伸ばした。

◆小麦32％増で、最も伸び幅大きく
　ホクレン帯広支所が推計した。総重量は収量を表し、

ビートや生乳など重さのある品目、また作付面積が大き

い品目が好調だと増加しやすい。

　耕種全体では10.1％増の約323万5000トン。18年産は

夏場の長雨、低温、日照不足の影響で軒並み収量を落と

したが、19年産は夏場以降の天候に恵まれ、収量を確保

した品目が多かった。

　小麦は32％増の約25万8000トンで伸び幅が最も大きか

った。少雪や春先の高温の影響が心配されたが、６～７

月に平年並みの天候となって実の成熟が進んだ。ビート

も根の肥大が順調に進み、３％増の約173万7000トンと

なった。

　豆類は16％増の約７万5000トン。18年産は不作だった

小豆が、作付面積の増加で32％ほど収量が伸びた。小豆

の作付け増により、その分面積が減った大豆は12％減と

なった。

　野菜は６％増の約27万トン。従来品種より直径が太い

「とかち太郎」の作付けが始まったナガイモは12％増。

タマネギ（30％増）、ニンジン（８％増）など全体的に

おおむね順調な収量となった。生育期の天候が良く、大

玉傾向だったジャガイモも12％増の約89万4000トン。

　畜産部門は３％増の約132万4000トン。うち生乳が約

122万9000トンとなっている。生乳は酪農家の規模拡大

に加え牧草の質も良く、３％増となった。牛肉、豚肉、

家畜生体の合計は約９万5000トンと前年同水準で、安定

した需要がある牛肉は５％増と数字を伸ばした。

　ＪＡ取扱高でみると19年産（3549億円）は17年産

（3388億円）を大きく上回り過去最高を更新。17年産は

ビートが183万9500トンなど、耕種部門の好調さから総

重量は最大の年となっている。
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（万㌧） 2019年産農畜産物の
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天候不順で不作だった18年から一転、豊作となった小麦。
畑作は全体的に天候に恵まれて好調で重量が伸びた

農畜産物総重量８％増　456万トン　耕種生育順調で� 2020年２月１日

過去２番目水準、19年産十勝管内
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　十勝農業共済組合は、2019年12月支払い分（小麦、一部豆類、ジャガイモ、タマネギ）の共済金額をまとめた。

18年12月分より約30億円減少し、約６億4100万円だった。ＪＡ取扱高が過去最高を記録するなど、全般的に好調だ

った１年を反映した。

　共済金は基本的に12、１、３、５、８月に支払われ、19年12月分は昨年12月

26日に支払われている。対象作物すべてが被害を受けた場合の共済金額に対す

る、実際の支払金額の割合「金額被害率」は麦で0.7％、その他畑作物は1.6％

となっている。

　小麦を中心とする麦は２億3800万円。春先は少雪に伴う被害も見られたが、

その後は天候に恵まれて順調に生育、収穫もスムーズに進んだ。共済金を支払

った農家戸数は267戸で、加入農家の7.9％。

　その他の畑作物は４億300万円。極端な被害はなかったが、７月上旬の日照

不足で枝豆の実がうまく入らない状況だったほか、ジャガイモやタマネギも一

部で低温の影響があった。支払農家戸数は528戸で、加入農家の20.9％。

　小豆やインゲン類は今回から、ほ場調査による「半相殺方式」と実際の出荷

量を調査する「全相殺方式」（損害評価）を選択できるようになり、対象とな

る農家の約85％が後者を選択。この分は５月に仮払いになるため、12月分が減

った一要因となった。

　同組合は「日照不足で一部豆類が影響を受けるなど心配な面はあったが、全体

的に大きな被害はなかった」としている。

12月農業共済６億円　被害少なく30億円減� 2020年２月４日
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　帯広市は2019年の市内農業産出額（推計値）をまとめた。前年比4.2％増の324億5500万円で、過去２番目。耕種

は平均気温、日照時間とも平年を上回り作物の収量を確保、畜産は乳価の上昇や肉用牛の取引価格が堅調に推移し

過去最高となった。

　10日の市議会産業経済委員会で報告された。

　小麦は５月に干ばつや猛暑の影響が心配されたが、６

～７月は平年並みの気温となり実の成熟が進行。43.4％

増の63億5200万円となった。

　豆類・雑穀は５月の干ばつで発芽にムラが見られた

が、その後の好天で生育は回復し取引価格も堅調に推

移、6.6％増の29億1300万円だった。

　ジャガイモは総収量、規格内収量とも平年をやや上回

ったが、生食用の取引価格が低下し、2.8％減の40億

9300万円。

　ビートは肥大が順調に進み前年並みの収量を確保。半

面、秋口の気温が高く、寒暖差が少なかったことから平

農業産出額4.2％増　過去２番目の324億円　19年　帯広市� 2020年２月11日

均糖度は前年より低下し、3.2％減の41億2000万円だっ

た。

　野菜・花きはナガイモが品質・収量ともに平年を上回

ったが、ダイコン、ニンジンの根菜類で取引価格が大き

く低下。全体で15.5％減の42億6300万円となった。

　畜産は2.4％増の107億1500万円で、過去最高を記録し

た。生乳は年間を通じて順調に推移し、平均乳価も上昇

した。肉用牛は個体取引数が減少したが、素牛や枝肉の

取引価格が堅調に推移した。



－116－

　十勝管内でビートの作付けの際、畑に直接種をまく「直播（ちょくはん）」に切り替える農家が増えている。道

農政部のまとめによると直播率は年々上がっており、管内の2019年産では31.7％を記録した。作付面積が増える

中、高齢化や人手不足によって作業の効率化が求められているためで、今後も直播が増えると考えられる。

　ビートは通常、２月下旬ごろから紙筒に種子をまいて

一定期間をハウスで育て、４月中旬以降に畑に移植。あ

る程度生育してから移すため、風害に耐えられるのがメ

リット。生育期間を長く取ることで、収量も上がる。

◆労力小麦の４倍
　ただ、管内のビート栽培農家は14年の3140戸から19年

は2874戸に減少し、それに伴い一戸当たりの作付面積は

7.95ヘクタール（14年）から8.62ヘクタール（19年）に

拡大。もともとビートは育苗期間を含めると労働時間が

長く、農水省統計によると小麦の４倍近い労働時間を要

する。加えて高齢化や人手不足の課題もある。

　４月中旬ごろに畑に直接種をまく直播は、ハウスでの

苗作り作業を短縮でき、移植の手間もかからないため、

作業が効率化できる。直播技術の向上に伴って、管内の

14年産で19.3％だった直播率は19年産で31.7％まで上昇

した。

　収穫されたビートを受け入れる３工場における農家の

直播率は昨年、日本甜菜製糖芽室製糖所が27.3％、ホク

レン清水製糖工場が25％、北海道糖業本別製糖所が49

％。いずれも「高齢化や人手の問題があり、ここ数年で

増加している」と口をそろえる。

十勝管内のビート直播率の推移（㌶）

１戸あたりの作付面積
（右目盛り）

（％）

直播率（左目盛り）
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ハウスで育苗をする作業が一般的（写真）な一方で、
畑に種を直接まく農家も増えている 　　　　　　　

◆風害や収量懸念
　ただ、直播は風害で種が飛ばされる懸念があるほか、

収量安定の面では苗移植に劣る。苗移植を行う管内のビ

ート農家は「人手を考えると直播も考えるが、やはり移

植する方が風害に強く、安定して生産できる」と話す。

　一戸当たりの作付面積拡大に伴い、直播の比率は今後

も上昇すると考えられるが、道農政部は「風が強い地域

など直播に向かない土地もある。安定性を考えて今後も

移植栽培を選ぶ農家はいる」と見通す。

　19年の全道の直播率は27.9％（前年比2.2ポイント増）。

直播への切り替えは（１）移植用の機械が古くなり更新

する（２）離農農家の畑を引き受ける（３）代替わりを

する－のタイミングが多いという。

増えるビート直播　19年産　十勝で３割超　� 2020年２月29日

高齢化や人手不足　効率化背景に
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ワイナリーを開設する
あいざわ農園合同会社の相澤一郎代表

トピック

帯広畜産大学名誉教授　沢田壮兵氏寄稿　「十勝の小豆、宇宙へ」� 2019年３月16日

　十勝・川西産の小豆が宇宙ステーションで赤飯の材料

として提供されることが報道されました（本紙2018年５

月19日）。大樹町からのロケットに比べ一足早い宇宙行

です。将来十勝の誰かが宇宙旅行をするでしょうから、

それらに先駆けた夢のある話です。

　十勝の小豆は、1883（明治16）年に依田勉三の晩成社

が、ほかの作物の種とともに小豆をまいたのが初めとい

われています。北海道で本格的な栽培が始まったのは、

北海道開拓使が設置（1874年）されてからです。

◆ルーツは日本
　日本での栽培の始まりはこれまで、小豆の原産地の中

国から、朝鮮半島を経て弥生時代に稲、大豆とともに伝

えられたと考えられていました。しかし、最近の研究で

は、小豆と大豆は縄文時代に利用されていたことが分か

ってきました。今から6000年前のことです。（工藤雄二

他編「ここまでわかった！縄文人の植物利用」2014年）。

　縄文人が利用していた小豆は、祖先にあたる野生種の

ヤブツルアズキです。ヤブツルアズキは日本全国の里山

や河川敷にいまも自生しています。

　小豆は世界ではネパール、ブータン、中国、韓国およ

び日本の東アジア５カ国で栽培・利用されてきました。

ヤブツルアズキはこれら５カ国を含む照葉樹林帯に分布

しています。縄文時代には採集ばかりでなく、身近で栽

培していたことも分かってきました。これらのことから

日本の小豆は日本で起源した（ルーツは日本）と考えら

れるようになりました。

＜略歴＞

　さわだ・そうへい　1942年、旧

樺太生まれ。北海道大学農学部卒

業。67年帯広畜産大学助手、93年

畜産科学科教授、2005年退官。専

門は作物学、植物育種学。06～11

年十勝小豆研究会会長。現在、御

座候あずきミュージアムシニア学

芸員

◆消費は世界一
　「小豆」という漢字は「あずき」の当て字です。あず

きという言葉は縄文人が初めに使ったと考えられます。

縄文語はアイヌ語と同じく、文字のない言葉です。わが

国に文字が入ってきてからたくさんの当て字があずきに

使われましたが、現在は小豆に統一されています。縄文

語はアイヌ語を通して現在に伝えられているという研究

もあります（大木紀通「古代の謎を解く　縄文の言葉」

花伝社2016年）。ちなみにアイヌ語で小豆を「ａｎｔｕ

ｋｉ」といいます。

　小豆は現在、世界で毎年50万～60万トンが生産されて

います。日本の生産量はおよそ6.8万トンです。そのう

ち北海道で６万トン、十勝は４万トンで、日本一の生産

地です。日本の消費量はおよそ12万トンで、日本人は世

界でもっとも小豆の好きな国民です。

　「幸せの味、平和の豆」と称される小豆が、いつまでも

十勝で作られ、さらに世界に羽ばたいてほしいものです。

十勝にワイナリー半世紀ぶり誕生へ� 2019年５月３日

　帯広市以平町で醸造用ブドウを栽培するあいざわ農園合同会社（相澤一郎代表）は、ワイナリーの建設工事を始

めた。秋の開設を予定している。管内のワイナリーとしては、十勝ワインを生産する池田町ブドウ・ブドウ酒研究

所に次いで56年ぶり、２カ所目となる。

　同社は市内や大樹町に5.5ヘクタールの畑を所有。ワイン醸造用品

種の「山幸」「清見」「清舞」や山ブドウを無農薬で栽培している。

　収穫したブドウはジュース・ジャムに加工しているほか、池田町ブ

ドウ・ブドウ酒研究所や岩見沢市の「10Ｒ（トアール）ワイナリー」に

醸造を委託し、2017年からワインも販売。その傍ら相澤代表（36）も、

委託先や道主催のセミナーを通してワインの醸造技術を学んできた。

　ワイナリーは以平町内の同社敷地内に建設。敷地面積は250平方メ

ートルほどで、４月上旬に工事に着手し、夏ごろには完成する予定。

酒類製造免許取得後の９月末からの稼働を想定している。当初は年間

8000本を予定、将来的には３万本程度の製造を目指す。小規模栽培農
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表彰された基文さんと妻の純奈さん

家からの委託醸造にも応じ、管内ワイン生産の裾野を広げる考えだ。

　相澤代表は「十勝でワイナリーが増えるきっかけとなり、十勝産ワインのレベルアップにもつながればうれしい。十

勝をワインの一大産地にしたい」と話している。

　道内では後志管内を中心にワイナリーの開設が進み、今年２月現在、37カ所と10年で倍以上に増加した。国内では山

梨県、長野県に次いで多い。気象条件が厳しい十勝でもワインアカデミーが開催されるなど開設機運は盛り上がってお

り、あいざわ農園以外にも複数の計画が進んでいる。

十勝初　農業ベンチャー賞　帯広　ファームノート� 2019年５月24日

　政府は23日、「第５回日本ベンチャー大賞」の表彰式を首相官邸で開き、ＩＣＴ（情報通信技術）による牛群管

理システムを開発・販売するファームノートホールディングス（帯広市、小林晋也社長）が、農林水産大臣賞（農

業ベンチャー賞）を受賞した。十勝関係企業が同賞関連で表彰されるのは初めて。

◆「ＩＣＴでより良く」農水大臣賞

牛の首に取り付けるファームノート・
カラーを示す小林社長　　　　　　　

（2018年１月）

　日本ベンチャー大賞は、社会的に強い影響力を持つ新事業を手掛けた起業

家らをたたえる賞。内閣総理大臣賞（大賞）、経産大臣賞（ベンチャー企業・

大企業等連携賞、女性起業家賞）、農林水産大臣賞、審査委員会特別賞が選

ばれた。

　小林氏は帯広市出身で2004年、ＩＴ関連のスカイアークシステム（現スカ

イアーク）を帯広で創業。「世界の農業の頭脳を創る」との思いから13年に

ファームノートを立ち上げ、16年にはファームノートホールディングスを創

設した。日経ビジネスの「次代を創る100人」にも選ばれている。

　同社は、飼育する牛の個体情報をスマートフォンやタブレット端末で記録

し、整理・分析できるシステム「ファームノート」や、牛の首に取り付けて

体調変化を通知する「ファームノート・カラー」などを開発した。ファーム

ノートは国内2900ユーザー、29万頭の牛に利用されている。

　23日に東京の首相官邸で開かれた表彰式後、小林社長は「国の中で大切な

仕事を任せられている実感を強く持った。生産者と日本の農業をより良くし

ていきたい」と語った。

　大賞は、人工知能（ＡＩ）関連で先進的な取り組みを行う「Preferred 

Networks」（東京）が選ばれた。

　ＪＡ全中などが主催する「2018年度（第47回）全国豆類経営改善共励会」の表彰式が６月27日、都内のコートヤ

ードマリオット銀座東武ホテルで開かれた。「小豆・いんげん・落花生等の部」で、最高賞となる農林水産大臣賞

を受賞した更別村の渡基文さん（35）に賞状と記念品が贈られた。

渡さん（更別）農林水産大臣賞� 2019年７月６日

◆小豆・いんげん・落花生等の部　全国豆類経営改善共励会
　同共励会は、国産豆類の生産振興を目的に、先進的で全国の模範となる生

産農家・集団を表彰している。同部の大臣賞は17年度の真野農場（中札内）

に続き、十勝から２年連続の受賞となった。

　表彰式には渡さんと妻の純奈さんが出席。吉川貴盛農水大臣は「今後も第

一人者として豆作り技術の向上に尽力してもらいたい」と祝辞を述べた。

　渡さんは「大変名誉な賞を頂きうれしい。この賞に恥じないような経営を

目指し努力していきたい」と話していた。
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　渡さんは先代からの地道な土づくりと、ＩＣＴ（情報通信技術）を活用して効率的な農業を展開。2018年産の小

豆は天候不順に見舞われながらも、10アール当たり収量は386キロを確保し、全道平均を上回った。渡さんに昨年

の営農、農業経営について聞いた。

◆積極的に堆肥入れ土づくり
－作付面積、作物は。

　45ヘクタールで小麦、ジャガイモ、小豆、金時、大

豆、スイートコーンを生産している。

　－昨年の小豆の高収量の要因は。

　父の代から40年以上、積極的に畑に入れている堆肥と

有機物資材による土づくりが一つ。昨年は、小豆で試験

的に行った不耕起栽培もうまくいったのでは。

－土づくりの内容は。

　近くの酪農家から麦わらとの交換で堆肥を手に入れ、

10アール当たり４トン投入している。うちの畑は石が多

く、肥料持ちの良い畑ではないので堆肥を入れている。

秋の忙しい時期にまくので、コントラを使っている。豚

ぷんペレットも入れている。人によっては無駄かもしれ

ないが、有機物はゆっくりじんわり効き、天候不順でも

極端に悪くないイメージがある。

－他に心掛けていることは。

　何ごとも適期に作業している。土壌水分が高いのに無

理に畑に入ったり、耕起作業をしたりはしない。無理を

すると秋まで悪い影響を引きずる。畑をよく見て、諦め

るときは諦める。

－営農の情報収集にも熱心と聞く。

　31歳のときに父が死去し、その後は地域の先輩や友達

にいろいろと教えてもらった。生育管理で分からないこ

とはすぐに聞いた。農業士の集まりにも誘ってもらい、

技術力の高い農家から話を聞くことができた。人には恵

まれていると思う。今回もそのおかけで受賞できた。

－ＩＣＴの活用は。

　４年前にＧＰＳトラクターを導入し、整地、は種、カ

ルチベーターを行っている。作業効率は高く、運転しなが

ら次の仕事を考えることができる。三角の畑が多いので

ブロードキャスタで落としたい所に追肥できるのもいい。

－今後の目標、目指す農業者像は。

　干ばつや湿害に影響しない畑を作るのがテーマ。大規

模を目指すより、余裕を持ちながら営農していきたい。

高性能の散布機と渡さん
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ホクレン　支え合う農業育て100周年� 2019年７月31日

　販売、購買、営農支援の３事業を柱に北海道農業の発展に貢献するホクレンは今年、創立100周年を迎えた。同

じく今年100周年を迎える十勝毎日新聞社の林浩史社長が内田和幸会長に、ホクレンの果たしてきた役割や今後の

事業展開について聞いた。（文中敬称略）

対　談　ホクレン・内田和幸会長×十勝毎日新聞社・林浩史社長

「共生の大地・北海道　農と食の未来担う」

十勝は農協をうまく活用　酪農伝えた「なつぞら」

◆障害を克服し知恵出し合う
林　�　４月18日に行われたホクレン創立100周年記念式

典に参加した。感動し、北海道農業への貢献を改め

て実感した。100年の節目をどう感じているのか。

内田�　積み重ねでホクレンの今の姿がある。北海道の農

業者が生産した農畜産物を食べている消費者、取引

先、会員ＪＡに改めて感謝したい。創業以来、小林

篤一（ホクレンの前身組織の提唱者）が農業者同士

助け合って生産しなければならないということで、

それをスタートにしている。

　北海道の過酷な条件の下、協同組合の精神に基づ

いて農業者同士が支え合い、いろいろな障害を克服

し、互いに知恵を出し合い、寄り添い合ってきたこ

とがホクレンの姿だと思う。

林　�　小林篤一もそうだが、自分たちの利益優先ではな

い考え方があるのでは。

内田�　北海道の過酷な状況では、１人で生きていけな

い。物を作って販売するにしても、多くの仲間と作

り、消費者に安定供給している。生産資材の供給・

調達にしても、多くの人が集まることにより、価格

を下げ、それを購入し、使ってもらう。互いに助け

合い、その中でいろいろな課題や問題を克服する協

同組合の精神が原点にある。

林　�　脈々と精神が受け継がれている組織なのだと強く

感じる。

内田�　100周年を機に経営理念を出した。これからも共

に助け合い、将来にわたって、われわれが農と食の

未来を担うという固い決意を、生産者、消費者など

対外的に分かりやすい表現でメッセージとして出し

た。「つくる人を幸せに、食べる人を笑顔に」。今ま

でもそうだが、それを確認することによって改めて

重みのあるものとした。

林　�　グローバル化など農業を取り巻く環境は厳しい。

今後の事業展開は。

北海道・十勝の農業の未来について語り合った
内田和幸会長と林浩史社長（左から）　　　　

◆販売と購買営農支援が柱
内田�　先人たちから生産基盤が受け継がれ、いろいろな

加工施設が造られてきた。その施設をさらに活用し

高めるという意味では、三本柱である販売、購買、

そしていろいろな状況に見合った中で農家、組合員

の声を聞きながら迅速に対応できる営農支援、この

三位一体の事業展開をすることによってさらに生産

性を高め、農業者の所得向上に貢献していくことが

当面のやるべきことと考えている。

　林　�　貿易自由化など外的要因についてはどう思うか。
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　内田�　各種経済連携協定が出ているが、これはかつて

なかったことだと深刻に受け止めている。特に酪

農、乳製品は徐々に関税が下げられ、酪農家の経

営は厳しくなることが想定される。しっかり注視

しながら、条件に応じて、国と連携して対応したい。

　　　�　ホクレンの役割として、貿易交渉の行方とは別

に、もっと生産基盤をしっかりさせなくてはなら

ない。なお一層、三本柱を深掘りして事業を進める。

　林　�　十勝は「農業王国」「酪農王国」といわれるが、

農業を中心に産業が回っていることに誇りを持っ

ている。十勝の農業、十勝全体の印象は。

　内田�　車や列車から十勝平野のいろいろな作物に取り

組んでいる様子や酪農畜産を見た。最先端の技術

を駆使し、農業に取り組んでいることは率直にう

らやましい。

　　　�　私が生まれた空知は水田地帯。個人的には十勝

に追いつき、追い越せるようになりたい。十勝は

先人たちが先を見据えて築き、時代時代の状況に

合ったものを取り込んできた。常に前向きで先進

的な農業を進めてきた。

◆自ら付加価値　太田寛一の力
　林　�　十勝の農業は先人の苦労があり、発展してきた。

　内田�　冬は氷点下30度になるなど北海道の中ではさら

に寒冷地帯。過酷な状況であればあるほど、それ

を克服しなければならないという農業者の強い思

いが、今の姿にしたのではないか。

　自ら作ったものを自ら加工して付加価値を付け

る。太田寛一（元ＪＡ士幌町組合長、元ホクレン、

全農会長）の発想だ。農業者が安心して経営し生活

ができる、そういう農業地域にしていかなければな

らないという「ユートピア精神」を十勝で実現し

た。

林　�　士幌町の道の駅には太田寛一をモチーフにした

「カフェ寛一」がある。ＮＨＫの連続テレビ小説

「なつぞら」では、主人公なつのお父さんのモデル

が寛一とされている。なつぞらで改めて十勝に光が

当たっているが、どう思うか。

内田�　十勝の酪農家の現実をうまく映し出しているので

は。

林　�　十勝の住民も「昔の牛舎はああだったよね」など

と思い返し、それをまた子どもたちに説明できる。

まちなかでも、その話題が出ている。

内田�　全国的に視聴率が高く、北海道酪農の昔の現実は

こうだったと、視聴者も感動して見ているのでは。

なつと牛が接するような姿を見て、農業を知らない

人でも農業をやろう、牛を飼ってみようという興

味、関心が深まったのではないか。

林　　十勝の住民にメッセージを。

内田�　十勝は北海道、日本の中でも安定した食料基地

で、重要な役割を担っている。地域も農業を理解し

て支えている。これからも発展してほしい。十勝ブ

ランドの存在は大きくなっているが、これは北海道

ブランドにつながり、北海道全体に与える影響も大

きい。今まで以上に、生産されている農業者、地域

の方々には日本の食を支えているのはわれわれだと

いう自信と誇りを持って取り組んでほしい。

林　�　最近はワインを造るなど、若い農家や生産者が活

発に新しいことに取り組んでいる。それをどう見て

いるか。

◆温暖化、チャレンジの幅広げる
内田�　だんだん自立した経営感覚になってきている。自

分たちの経営をどう高めていくかとなったときに、

農協をうまく活用しながらいろいろなことに挑戦し

ている。酪農家であればバターやチーズを作り、そ

うした加工品を販売している。

　　　�　北海道は暖かくなっている。秋の生育期間は短

くなり、今まで府県でしか取れなかったものが北

海道でも取れるようになった。この点に彼らは着

目し、チャレンジの幅が広くなっている。ブドウ

やワイナリーを作る動きもそう、消費者ニーズに

どう応えていくかということでは、十勝の組合員

はいろいろと情報収集をしながら取り組んでい

る。

林　�　十勝毎日新聞では毎週農業のページを掲載し、最

新の研究などをまとめた農業新技術を冊子にして全

農家に配布している。帯広市の開基100周年では農

業博覧会を開催した。十勝の牛乳を使ったホワイト

コーヒーや十勝和牛の消費拡大キャンペーンも行っ

ている。今後も十勝、北海道の農業の発展に貢献し

たい。

◇対談は７月５日、札幌市内のホクレン本所で行われた。

＜ホクレン経営理念＞

　わたしたちは生産者のための協同組合として、会員Ｊ

Ａと連携した事業を通じ、共生の大地北海道から「農」

と「食」の未来を担います。

＜うちだ・かずゆき＞

　1949年空知管内長沼町生まれ。酪農学園短大卒。畑作

農家。2004年にＪＡながぬま組合長に就任し、14年から

同会長。14年ＪＡ北海道中央会副会長を経て、17年から

ホクレン会長。



－122－

　ＪＡ道中央会（飛田稔章会長）は、人材交流の連携協定を結ぶ南米パラグアイの日系農協中央会から職員を研修

で受け入れている。日系２世の安田ペドロ参事（45）で、16～18日は十勝管内のＪＡや畑作、畜産の生産現場を視

察した。

南米農業　十勝に学ぶ　パラグアイから視察　� 2019年10月18日

ＪＡ道中央会受け入れ

　道中央会は昨年１月、飛田会長がパラグアイを訪れ、人材交流を目的にした連携協定を結んだ。協定に基づく初めて

の研修受け入れで、７日から１カ月間、札幌での座学や十勝、上川、オホーツクを回り、現地のＪＡで研修を行っている。

　十勝管内では16、17の両日、飛田会長の出身組織でもあるＪＡ幕別町を訪問。農協組織の取り組みや野菜の選果場、

山田さん（左）から説明を受ける安田さん

収穫期を迎えたビート畑などを見て回った。

　17日は町糠内の山田敏明さんの牧場で、搾乳ロボッ

トや給餌機など自動化された牛舎の様子を見学。山田

さんは「酪農家としては夢のような機械。ただロボッ

トに合わない牛もいるので従来通りの対応も必要」な

どと説明した。安田参事は牛の管理などについて質問

し、ロボット搾乳の様子を動画に収めていた。

　パラグアイでは、日系人の農家は小麦や大豆など穀

物を中心に栽培。現在は２世の代になっているが、協

同意識の希薄化が課題という。安田参事は「農協の存

在感、存在意義をどう出していくかを考えている。十

勝では投資のリスクを嫌がらずに積極的に取り組む農

家の姿が印象に残った」と話した。18日は士幌町など

を訪れた。

　十勝加藤牧場（帯広市美栄町、加藤聖墾社長）の乳製品製造施設が完成し、13日に現地で落成式が開かれた。牛

乳などの生産量は従来の倍となる見通しで、チーズ類の品数を増やすなど６次産業化を進める構えだ。

乳製品増産へ新施設　ジャージー牛原料　十勝加藤牧場� 2019年11月14日

　同牧場は国内では希少種のジャージー牛を120頭飼育。牛

乳、ヨーグルト、アイスクリームは十勝ミルキー（帯広市）

に製造を委託、チーズとバターは同社スタッフが市内の施設

を借りて製造していた。

　委託製造量が増えたことから、今後の乳製品の増産を見通

し、４月から製造施設の建設を進めていた。

　新施設は鉄筋コンクリート造り２階建て、延べ床面積は約

923平方メートル。施設は10月末に完成し、引き渡された。

総工費は非公表。

　牛乳、チーズ、バター、ヨーグルト、アイスクリームを製

造し、牛乳は１日当たり1200リットル、ヨーグルトは1000リ

ットルと生産能力はこれまでの倍になる。最大320個のチー

ズ熟成庫を配備し、現在製造しているセミハード系のゴーダ

に加え、ラクレットチーズにも取り組む予定だ。

　新施設では当面、牛乳の製造のみを行い、スタッフの習熟が進む年明け以降から本格的に稼働させる。

　落成式には地元農業関係者や取引先など約70人が出席。加藤社長、ＪＡ帯広かわにしの有塚利宣組合長らがテープカ

ットを行い、施設内を見学した。

　加藤社長は「基盤となる牛乳を消費者に届けることを第一に考え、次のステップとして、フレッシュタイプのチーズ

など新たな製品にチャレンジしたい」と話している。

完成した十勝加藤牧場の乳製品製造施設
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　農作業機を装着したトラクターが公道を走行できるよう、道路運送車両法の保安基準が緩和された。走行する際

は「灯火器類」「車両幅」など確認すべき一定基準があり注意が必要だ。道運輸局などは道内各地で説明会を開催

して理解を促しており、十勝管内でも７日に十勝総合振興局で開かれた。

　農耕トラクターは単体なら公道を走行できるが、農作

業機を装着して灯火器（方向指示器など）が遮られてし

まう場合は走行ができなかった。

　ほ場の拡大や労働力不足が続く中、「取り外し作業が

負担」とする農業者の声を受けて今年４月、道路運送車

両法で定められた灯火器の取り付け位置などの基準が緩

和された。作業労力の削減、生産性向上が期待される。

　農作業機付きで公道を走行する際は（１）灯火器類

（２）車両幅（３）安定性（４）免許－の４点を確認す

ることが求められる。

　灯火器類は農作業機を装着しても他の車から見える状

態でなくてはならず、見えない場合は所定の位置に設置

する。見えたとしても、灯火器の位置が農作業機を含む

全体の幅から40センチ以内でなければ、反射器などを設

置する必要がある。

　車両幅にも規定がある。農作業機を装着した状態で幅

が2.5メートルを超えている場合、道路管理者から特殊

車両通行許可を得る必要がある。車両の最端部が分かる

よう、外側表示板を設置する。

　農作業機を付けることで幅が1.7メートルを超える場

合は大型特殊免許が必要になり、「免許の確認」も必須

となる。

　農作業機を装着することで変わるのがトラクターの安

定性（傾斜角度）。トラクターと作業機の組み合わせに

公道を走行できるようになった農作業機付きのトラクター
（道運輸局提供）

よる安定性の確認結果は、日本農業機械工業会がホーム

ページで今後公表する予定だ。安定性の基準が満たせな

い場合、時速15キロ以下の走行をしなくてはならない。

　今回、公道走行が認められたのはトラクターに直接装

着、持ち上げて走行する「直装タイプ」で、トラクター

がけん引するタイプの農作業機については現在見直しの

検討中。農水省のホームページでは「作業機付きトラク

ターの公道走行について」と題し、基準の詳細を紹介し

ている。

　道運輸局自動車技術安全部は「公道でトラクターが後

方から追突される事故も多い。外側表示板をつけるなど

確実なチェックを」と呼び掛けている。

　ＪＡ中札内村青年部（鎌田修部長、38人）が、18、19日に東京で開かれるＪＡ全国青年大会（全国農協青年組織

協議会主催）の活動実績発表の部に、東北・北海道ブロックの代表として出場する。同大会の活動実績発表に管内

から出場するのは、2008年のＪＡめむろ青年部以来。部として力を入れている食育活動について発表する。

中札内がＪＡ全国青年大会へ　食育活動を発信� 2020年２月５日

「堂々と発表を」　08年めむろ以来

　ＪＡ中札内村青年部は昨年の

十勝大会、全道大会を勝ち抜

き、１月の東北・北海道大会で

最優秀賞に輝いた。中心メンバ

ーは、発表者の山本信吾さん

（30）＝同青年部理事＝ら６人

で、原稿やスライド作成などを

手分けして準備した。

　テーマは「食育難民」。子ど

もたちを対象にした食育活動に

全国大会に向けて
意気込む山本さん

作業機付きトラクター　公道ＯＫ� 2019年11月16日

灯火器　車両幅…走行には一定基準

大きな変化が生まれない中、大人も交えた食育を実践。

地元食材を使用した調理実習を行い、食材について生産

者の思いをまとめた「食育パンフレット」を作成している。

　地方・ブロック大会では、村のイベントで食育スタン

プラリーを行うなど、年代を問わず地域全体で食育活動

に取り組んでいる点を報告。課題を掘り下げた取り組み

や発表内容が評価された。

　発表は15分以内で行う。短い時間内で、一番伝えたい

部分はゆっくり話すなど説得力あるスピーチができるよ

う練習を重ねている。大会の講評もふまえ、表現も大会
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ごとに微調整している。

　山本さんは「堂々と発表して最優秀賞を取りたい。他

　芽室町内の枝豆、サヤインゲンの生産者でつくる「芽室町枝豆生産組合」（事務局・ＪＡめむろ農産部青果課）

が、設立して10年目の節目を迎えた。組合として適期の収穫や品質の統一化に取り組み、2011年４月の発足時と比

較すると組合員の19年産枝豆は65％増、サヤインゲンは137％増の収穫量となっており、順調に事業が拡大している。

枝豆、サヤインゲン増産に貢献　芽室・生産組合　設立10年� 2020年２月15日

「良質、これからも」

　枝豆、サヤインゲンは７月下旬から９月中旬ま

でが収穫シーズンで、芽室町の基幹作物である小

麦の前作になる。収穫残さを畑にすき込むことで

栄養分になることから輪作体系として重要で、冷

凍加工品の需要の高まりもあって発足した。スタ

ート時に67戸だった組合員は、現在では210戸に

増加した。

　組合としては残留農薬の検査や技術指導、適期

に収穫するための播種（はしゅ）日の選定などル

ールづくりを実施。使用できる農薬を定めるなど

品質を一定に保ち、販売先も広げてきた。

　収穫された枝豆、サヤインゲンは道内外で販売

される。収穫機械の導入のほか、昨年には同ＪＡ

の子会社で加工を担うジェイエイめむろフーズの

工場が新設。処理量が増えた影響もあり、19年の枝豆作付面積は480ヘクタール、実際に製品になった収穫量は2112.2

トン（11年比65.2％増）に。サヤインゲンの作付面積は150.2ヘクタール、製品収穫量は1234.6トン（137.1％増）まで

増えた。

　面積や収穫量は、今後も増加させたい考えで、品質などを考慮した上で、どの程度増やせるかを検討している。同組

合の西田昭憲組合長は「おいしい枝豆、サヤインゲンを届けることが第一。ブランドを確立するためにも良質なものを

これからも生産していきたい」と話している。

生産が順調に増えているサヤインゲンの収穫風景
（昨年８月、芽室町で）

の地区の取り組みを聞くのも楽しみ」と話している。
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日米貿易協定・ＴＰＰ

ＴＰＰ水準に警戒　十勝、畜産対策求める　日米貿易交渉� 2019年８月25日

　日米貿易交渉は23日、閣僚協議で大枠合意に達した。十勝管内の農業関係者は、市場開放が環太平洋連携協定

（ＴＰＰ）の水準となった牛肉や豚肉などへの影響を警戒、意欲ある畜産農家の成長や食料自給率向上などの観点

で対策を求めている。

　昨年末のＴＰＰ11、今年２月の欧州連合（ＥＵ）との

経済連携協定（ＥＰＡ）に続く今回の合意に、帯広市内

の肉牛農家（45）は「経営がすぐに悪化するとは思わな

いが、じわじわと影響は出るだろう」と心配する。

　農業分野の交渉について拙速に妥結しないことを求め

ていた北海道農民連盟の西原正行委員長（上士幌）は、

「合意が決まったことは残念。政治的判断で早期に決ま

ったと思うが、対策をしっかり打ってほしい」と語った。

　昨年末に発効したＴＰＰ11では、米国を含む12カ国で

決めた牛肉のセーフガードの発動基準などが維持されて

いる。この基準のまま今回の日米協定が発効されると、

ＴＰＰ以上の影響が出る恐れがある。西原委員長は「米

国抜きの発動基準数量に早急に見直しをしてもらわない

といけない」と強調した。

　十勝地区農協組合長会の有塚利宣会長（帯広）は、食

料自給率の低下など日本の課題を踏まえ、「自給率向上

や食の安全保障をしっかり進めるためにも、国内農業を

優先的に考えてほしい」と求めた。

日米貿易協定　最終合意　牛肉関税　段階的に９％� 2019年９月26日

農産物はＴＰＰ水準に

　安倍晋三首相は25日昼（日本時間26日未明）、トランプ米大統領とニューヨーク市内で会談し、日米貿易協定交

渉の最終合意を確認した共同声明に署名した。日本は農産品の市場開放を環太平洋連携協定（ＴＰＰ）水準内に抑

える一方、米国がＴＰＰで約束した自動車の関税撤廃は見送られた。焦点だった米国による自動車への追加関税は

回避された。

　署名後、首相は「ウィンウィンの合意。両国経済を発

展させる」と強調。トランプ氏は「米国の農家と牧場に

大きな勝利だ。近い将来、より包括的な合意に署名す

る」と述べ、交渉継続に意欲を示した。

　両国とも国内の法的審査が間に合わず、正式な署名は

近く閣僚・大使間で行われる。日本政府は10月４日召集

の臨時国会に承認案を提出する。米政府は協定の議会承

認を省略する構え。協定発効は国内手続きの完了通知か

ら30日後とされており、焦点は国会審議の行方に移る。

　農産品に関しては、日本はＴＰＰと同様、現在38.5％

の牛肉の関税を段階的に９％に削減。豚肉もＴＰＰと同

じ措置を取る。米国には協定発効時からＴＰＰ参加国と

同じ税率が適用される。一方、コメは関税削減対象から

除外した。

　工業品については、米国が産業機械、化学品、鉄鋼製

品など貿易量が多い品目を中心に関税を削減・撤廃。た

だ、日本が求めた自動車・同部品の関税撤廃には応じ

ず、協定の付属文書に「さらなる交渉による関税撤廃」

と記すにとどまった。自動車をめぐる交渉開始時期も明

示しなかった。

　電子的にやりとりされるゲームや音楽への関税賦課を

禁じたデジタル貿易協定締結でも合意した。

◆肉牛、チーズ警戒　十勝関係者対策求める
　日米貿易協定で農産物の市場開放が進むことになり、

十勝では基幹産業への影響が懸念されている。農業関係

者やチーズ業者などは先行きを警戒、国内対策を求めて

いる。

　ＪＡ道中央会の飛田稔章会長は「北海道の生産現場に

配慮があったと受け止められる一方、昨年９月の日米共

同声明に沿っているのか、北海道の重要な農畜産物にど

のような影響を及ぼすのか、現状では不透明」と指摘。

「農業者はこれまで以上に将来に対する不安を抱いてい

る。改めて合意内容の詳細や交渉の経過について迅速か

つ丁寧な説明を求めたい」とした。

　牛肉は和牛や交雑種（Ｆ１）より、道内産が多いホル

スタインの雄が米国産と価格帯や肉質の面で競合する

が、畜産関係者は「ホル雄の生産が足りていないことも

あり、すぐに価格が下がることはない」と冷静な受け止

め。道肉用牛生産者協議会の小倉豊会長（帯広）も想定

の範囲内とし、「関税が下がる間に、国には生産現場が

力を付けるためのビジョンを示してほしい」と求める。

　チーズは２月の欧州連合（ＥＵ）との経済連携協定

（ＥＰＡ）発効以後、価格競争が進んでいる。共働学舎
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新得農場（新得）の宮嶋望代表は「現状の日本のチーズ

産業はコストが高く競争にならない。これから何をどう

頑張るのか非常に難しい。日本の発酵食品の良さ『量よ

り質』を伝えなくては」と語る。

　十勝農協連の山本勝博会長（中札内）は「十勝農業に

とって非常に厳しい内容。国の補助事業は充実してきて

いるが、生産者の間には心配がある。政府の農業対策次

第になる」と話している。

農産最大1100億円減　牛肉は474億円　日米協定政府試算� 2019年10月19日

　政府は18日、日米貿易協定の発効により、国内農業生産額が600億～1100億円減少するとの暫定試算を発表した。

関税撤廃・削減により米国産農産品が流入し、農産品価格の下落などの影響が生じる見通し。一方、工業品の輸出

拡大などで実質ＧＤＰ（国内総生産）は0.8％（約4.2兆円）押し上げられ、雇用は約28万人増えると指摘した。ただ、

ＧＤＰの押し上げ幅には、交渉継続となった米国の自動車・同部品の関税の撤廃効果を反映させている。

　来年１月１日の発効を目指す日米貿易協定では、牛・

豚肉など関税を段階的に減らす品目が多いが、今暫定版

では関税撤廃・削減が完了した時点での影響を弾いた。

環太平洋連携協定（ＴＰＰ）による打撃を含めると、農

業生産額は1200億～2000億円の減少になるという。

　暫定試算を品目別に見ると、最も大きな影響を受ける

牛肉が237億～474億円、豚肉は109億～217億円、小麦で

34億円の減少と見込んだ。協定ではＴＰＰの範囲内で農

産品市場を開放し、牛肉の関税は現行38.5％から９％ま

で段階的に下がる。豚肉は高価格品の関税を撤廃し、低

価格品では削減する。

◆「価格競争は難しい」　十勝反応
　山本勝博会長は「一番影響が大きいのは十勝だと言わ

れる。米国産と比べて品質は負けないが、価格競争では

難しい」と懸念を示す。良質の農畜産物を安定供給する

役割を果たすために、「国にも政策的な支援が必要」と

訴える。

　道農民連盟の西原正行委員長（上士幌）は、「農産物

を犠牲にするということは地方の切り捨てだ」と指摘。

同協定承認案の国会審議に向け、「このままでは構造転

換を迫られるかもしれない。目先のお金の話だけではな

く、10年後、100年後の農業や食を見据えた議論を」と

求めた。

　政府は29日、日米貿易協定と米国を抜いた11カ国による環太平洋連携協定（ＴＰＰ11）で、国内農業生産額が

1200億～2000億円減少するとの暫定試算をまとめた。最大で牛肉は約786億円、牛乳乳製品も約276億円などに達す

る見通し。既に発効しているＴＰＰ11に加え、日米に協定が発効すれば、関税撤廃・削減により農産品が流入し、

十勝が主産地となる農産品で価格の下落などの打撃を受ける。

国内農産　最大2000億円減　牛肉は786億円� 2019年10月30日

日米・ＴＰＰ協定影響額　対策前提の試算、疑義も

　正試算対象は関税率10％以上で、国内生産額10億円以

上の農作物19品目、林水産物14品目。両協定の合意内容

に、直近の生産額や単価を当てはめて暫定版として試算

した。

　品目別に見ると、最も大きな影響を受ける牛肉が393

億～786億円。関税は現行38.5％から９％まで段階的に

下がることで、道内産が多いホルスタインの雄などが競

合し、価格の下落が予想される。豚肉は高価格品の関税

を撤廃し、低価格品では削減することで148億～296億円

の減少を見込む。チーズなど牛乳乳製品が182億～276億

円、小麦は補助金の原資にもなる輸入差益（マークアッ

プ）が削減されて価格が下がる恐れがあり、65億円の減

少と試算した。

　政府は年内に正式な試算

を公表する。日米貿易協定

は来年１月１日の発効を目

指しており、承認案は臨時

国会での焦点の一つになっ

ている。

　東大大学院農学生命科学

研究科の鈴木宣弘教授は、

試算の算出方法への疑問を

指摘。国内対策の効果を考

慮した生産量を前提にして

いることから、「『影響がな

いように対策を取った』ことを前提に試算した農林水産
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物の生産減少額を基に対策を検討するのは論理矛盾だ」

とし、生産量が減った場合の試算も求めている。

◆協定承認の採決　来月６日を提案
　衆院外務委員会は30日、日米貿易協定承認案の趣旨説

ＴＰＰ水準を強調　対策求める声　農水省説明会　日米協定� 2019年11月13日

　農林水産省は12日、帯広市内のとかち館で「日米貿易協定の最終合意内容（農林水産品）に関する説明会」を開

いた。交渉担当者が影響額の試算結果や牛肉の緊急輸入制限（セーフガード）の発動基準などを解説。市場開放を

環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の水準に抑えたと強調したが、会場からは再交渉で農産品が取り扱われる懸念の声や

国内対策への要望が出た。

　農業者やＪＡ、行政関係者など約100人が出席。同省

の須永新平大臣官房国際部国際経済課国際交渉官が農林

水産品関連の合意内容について説明した。

　須永氏は日本側の関税撤廃の水準について、「新たに

関税を削減・撤廃をした品目数の割合は21％で、ＴＰＰ

の３分の１以下となった」などと影響を抑えたと強調、

「貿易協定は人口減で国内総生産（ＧＤＰ）に下方圧力

がかかる中、経済効果をもたらし、消費地の所得が上が

る。農水省としては再生産を確保する対策を打ち、競争

力や生産基盤を強化していく」と話した。

　また、米国産牛肉の輸入について、2020年度のセーフ

ガードの発動基準数量（24万2000トン）を18年度の米か

らの輸入実績（25万5000トン）より低い水準に設定した

と説明。発動時は米国と発動基準数量について協議を行

うと規定されているが、「ＴＰＰの範囲内は今後も守っ

ていくつもり。日本が受け入れられない要求が米国から

出てきた場合、合意には至らない」と強調した。

　参加者からは再協議でさらに関税削減が進む可能性を

懸念する声も上がったが、須永氏は「交渉できるものが

あるなら、今回のテーブルに乗っていた。農産品の議論

は尽きている」との認識を示した。

　会場からは、十勝の攻めの農業を推進するための規制

緩和の要望や、今回の国内対策だけでなく、長期的な視

点での基盤強化を求める意見が出た。

　帯広での協定内容の説明会は10月上旬に続き２回目の

開催。政府による暫定影響試算の公表や地元要望を受け

て開催した。

◆「先行き見えない」「継続的に支える制度を」
　参加者から不安の声　帯広で日米協定説明会
　日米貿易協定の説明会には、管内の農業関係者ら約

100人が集まった。参加者からは、現在進む国内対策の

策定を踏まえ、持続可能な生産体制を求める声が相次い

だ。

　説明会は帯広では10月上旬に一度開かれたが、地元要

望もあり道内で唯一、２度目となった。帯広市内の畑作

農家大倉力雄さん（80）は、「国会をテレビで見ている

ような説明だった。実際のところ、日本農業をどう守っ

ていくか先行きは見えなかった」と残念そうに語った。

市内の元教員山田克二さん（90）は「説明は『ＴＰＰ水

準内には抑えた』ばかり。そもそもＴＰＰ自体が絶対反

対だったのに」と語気を強めた。

　広尾町で酪農を営む上野潤さん（52）は、米国側が議

会で再協議を示唆していることを質問。農水省の担当者

は、対象に農産品は含まれないとの認識を示したが、予

想が付かないトランプ政権だけに、「今回は対象から外

れた品目も『切れ』と言われるのでは」を表情を曇らせ

た。道内は米国産牛肉と競合するホルスタイン（雄）の

産地だが、「個体価格が下がっていて今後は厳しくなる

のではないか。小さい農家でも利用できる補助制度を充

実させてもらいたい」と要望した。

　10月上旬の説明会にも参加した上士幌町の畑作農家西

原正行さん（56）は、前回と比べて細かな説明だったと

受け止めながら、「ころころと変わる政策ではなく、腰

を据えた対策を打ってほしい」と望んだ。

　士幌町の酪農家川口太一さん（56）は、協定の承認案

の国会審議が進む段階で「ここまで来たら協定の内容は

変わらない」とした上で、「畜産には畑作ほど継続的に

支える制度が少ない。お金による一時しのぎの対策では

なく、将来を見据えて現場の生産意欲が増す政策を」と

求めた。約100人が集まった日米貿易協定の説明会

明を行い、11月１日に質疑に入る。与党は30日の衆院外

務委員会理事会で、日米貿易協定承認案について、11月

６日の採決を提案した。野党側は拒否した。理事会で

は、同５日に農林水産、経済産業両委員会との連合審査

を開くことを決めた。
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　乳製品では国産脱脂粉乳の価格低下、チーズはプロセ

ス原料用の輸入増が見込まれている。

　日米貿易協定とＴＰＰ11を合わせた生産減少額は約

352億～約518億円。品目別では牛肉が約67億～約134億

円、牛乳・乳製品は約168億～約250億円、小麦は約42億

円などとなっている。

　道は各種貿易協定などの対策として、生産基盤整備や

担い手確保、スマート農業の推進、輸出拡大などに取り

組む考えを示している。

　国は農林水産物の生産減少額を約600億～約1100億円

とし、ＴＰＰ11と合わせると約1200億～約2000億円の影

響が出ると試算している。

　来年１月にも発効される日米貿易協定をめぐり、道が道内農林水産物の生産額減少額を約235億～約371億円と試

算していることが、19日までに分かった。牛肉や牛乳・乳製品への影響が大きく、十勝農業も大きな打撃を受ける

可能性がある。

道農産　最大371億円減� 2019年11月19日

牛肉、乳製品の影響大　日米協定試算

　国が10月に公表した影響額試算の算出方法に即して行

い、国内対策の効果を見込み、国内生産量は維持される

ものとして算出した。

　品目別の生産減少額は牛肉が約53億～約106億円、牛

乳・乳製品が約149億～約223億円、小麦が約22億円、豚

肉が約８億～約15億円など。砂糖や小豆、インゲンなど

は影響がないと見込んだ。

　全国の生産減少額に占める道内の割合は、牛乳・乳製

品が91～93％、小麦が65％、牛肉が22％などとなった。

　牛肉は現行38.5％の関税が15年目に９％となる。米国

産牛肉の価格が低下することにより、肉質面で競合する乳

用種や交雑種を中心に国産牛肉の価格低下が懸念される。

国内対策　肉牛後押し　予算規模3250億円� 2019年12月５日

　日米貿易協定が４日、国会で承認され、来年１月１日の発効が固まった。国会承認を受け、自民党の経済協定対

策本部などは４日、農業を中心とした国内対策の指針となる政策大綱の見直し案を了承。対米輸出拡大が期待され

る和牛の増産や、生産基盤の弱い中小規模の農家に対する支援拡充を行う。

◆自民了承　日米貿易協定　来月発効
　森山裕本部長は見直し案について「必要な施策を盛り

込むことができた」と評価。2019年度補正に計上する農

業分野の予算規模に関しては「3250億円くらい」との見

通しを示した。

　政策大綱の見直し案によると、海外輸出や国内消費の

増加に対応するため、牛の飼育頭数を増やす農家に「奨

励金」を交付。和牛受精卵の増産や移植も推進する。

　畜舎の増改築や機械導入など、従来は大規模畜産農家

が中心だった補助事業の対象も、中小規模や家族経営の

農家に拡大する。海外流出が問題になっている植物新品

種や和牛受精卵の保護も明記した。

　協定発効で日本は環太平洋連携協定（ＴＰＰ）の水準

まで農産物市場を自由化する。牛肉は現在の38.5％の関

税を段階的に引き下げ、2033年度に９％とする。米国向

けの日本産牛肉の低関税枠は200トンから約６万5000ト

ンまで拡大する。

　高価格の豚肉や粉チーズなどの関税も最終的に撤廃。

消費者には米国産の食品がより手頃な価格になる一方、

国内の生産農家は一段と厳しい競争にさらされることに

なる。政府は、国内農業の生産額について年間600億～

1100億円減少すると試算している。

全国北海道品目全国北海道
日米貿易協定＋ＴＰＰ11日米貿易協定

主な農畜産物の生産減少額（試算）

除外
約34
0

約0.5
0

約2～約5
約237～約474
約109～約217
約161～約246
約16～約32
約24～約48
約20～約40

約603～約1096

米
小麦
砂糖
でんぷん

小豆、いんげん、
加工用トマト
リンゴ
牛肉
豚肉

牛乳乳製品
鶏肉
鶏卵

その他（６品目）
合計

0
約42
約44
約0.5
0
0

約67～約134
約10～約21

約168～約250
約1～2
約1～2
－  

約334～約496

0
約65
約52
約0.5
0

約3～約7
約393～約786
約148～約296
約182～約276
約16～約32
約24～約48
約30～約56

約914～約1619

農林水産省、道の公表資料より

除外
約22
0

約0.5
0
0

約53～約106
約8～約15

約149～約223
約1～2
約1～2
－  

約235～約371

単位：億円

－ は試算していないもの。６品目は大麦、落花生、コンニャクイモ、茶、かんきつ類、パイナップル

　米国はエアコン部品や燃料電池など幅広い工業品の関

税を撤廃・削減する。自動車・同部品の関税撤廃は見送

り、協定付属文書には「さらに交渉する」と記載した。

　日米は協定発効から４カ月以内に第２段階の交渉分野

について協議する。政府は米側の自動車関税撤廃を交渉

対象にしたい考えだが、来年11月の大統領選を控えたト

ランプ政権にのませるのは極めて困難だ。選挙情勢次第

では米政権が一層の市場開放やサービス、投資の自由化

を迫る恐れもある。
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◆「交渉も承認も、拙速」管内生産者
　日米貿易協定の国会承認を受け、農畜産物の生産額減

少が懸念される十勝管内からは、国会議論に対する批判

や、産地を守るために万全の対策を求める声が上がった。

　士幌町内の酪農家は、交渉、合意、承認と短い時間で

手続きが進んだ流れを「拙速だ」と批判。さらに今国会

の審議開始後は、世論も「桜を見る会」の話題の陰に隠

れた印象を持ち、「議論がない中で通ってしまった。残

念だ」と肩を落とした。

　北海道農民連盟の西原正行委員長（上士幌）は「対策

が出ていないのに『開国』だけ先に決まった。対応はお

かしく、無作為な解放に農家の不満は大きい」と語る。

　ただ今回の協定では、酪農・畜産への影響が大きいも

のの、コメなどは除外されており、環太平洋連携協定

（ＴＰＰ）の議論に比べて「（産地間の）温度差も感じ

た」と難しい対応だったという。

　政府は国内対策を定めた政策大綱を年内に改定する予

牛肉など十勝が主産地となる農産品の価格下落など
影響が懸念される（士幌町で撮影）　　　　　　　

定で、その中身に注目が集まる。十勝地区農協組合長会

の有塚利宣会長（ＪＡ帯広かわにし組合長）は「政府は

万全の対策を取ると言っている。地域の混乱を避け、若

い農家が営農展開できるよう、組合長会の使命としても

地元の声を上げていきたい」と力を込めた。

　帯広市は17日までに、日米貿易協定に伴う農畜産物の生産額への影響について、市内の減少額を試算した。小麦

や牛乳乳製品など９品目について、最大で６億7800万円とした。

　道の算出方法に則し、個別品目ごとに合意内容の最終年の

生産額への影響を試算した。道試算の13品目のうち、市内で

生産される９品目が対象。影響が出ると想定したのは小麦、

でんぷん原料作物、牛乳乳製品、牛肉、豚肉の５品目となっ

ている。

　市内の農畜産物生産額を、協定の影響がない場合は198億

7300万円と想定。うち2.3～3.4％に相当する４億6100万～６

億7800万円が減少するとした。

　品目別の減少額は、牛乳乳製品が１億9800万～２億9800万

円（4.4～6.6％）、小麦は１億4100万円（7.4％）、牛肉は１

億300万～２億600万円（4.6～9.2％）、豚肉は1500万～2900

万円（2.7～5.2％）、でんぷん原料作物は400万円（0.2％）

となっている。

　豆類や砂糖は競合しなかったり、輸入量が少量のため影響

はないとしている。試算は同日の市議会産業経済委員会（西

本嘉伸委員長）で報告した。

帯広は最大6.8億円減　５品目に影響　市試算　日米協定	 � 2020年１月17日

日米貿易協定に伴う農畜産物の生産額への影響（帯広市）

合　計
計

計

畜
　産

耕
　種

小麦
豆類  （小豆）
　（インゲン）
でんぷん原料作物
砂糖

牛乳乳製品
牛肉
豚肉
鶏卵

19.1億
11.0億
1.2億
18.5億
75.4億
125.5億
45.1億
22.3億
5.6億
0.1億
73.2億
198.7億

7.4 
0.0 
0.0 
0.2 
0.0 
1.2 

4.4～6.6
4.6～9.2
2.7～5.2

0.0
4.3～7.3
2.3～3.4

1.4億
0 
0 

400万
0 

1.4億
1.9億～2.9億
1.0億～2.0億
0.1億～0.2億

0 
3.1億～5.3億
4.6億～6.7億

減少額
（円）

減少率
（%）

生産額
（円）

※小数点２位以下切り捨て。生産額は道が使用した単価に基づいて算出。
　牛乳乳製品は市独自の調査
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試験研究・農業関連機関の所在地一覧

【地方独立行政法人北海道立総合研究機構】

中 央 農 業 試 験 場
〒069－1395
夕張郡長沼町東６線北15号

電話 0123（89）2001　FAX 0123（89）2060

十 勝 農 業 試 験 場 
〒082－0081
河西郡芽室町新生南９線２ 

電話 0155（62）2431　FAX 0155（62）0680

畜 産 試 験 場
〒081－0038
上川郡新得町新得西５線39

電話 0156（64）5321　FAX 0156（64）6151

上 川 農 業 試 験 場
〒078－0397
上川郡比布町南１線５号

電話 0166（85）2200　FAX 0166（85）4111

道 南 農 業 試 験 場
〒041－1201
北斗市本町680番地 

電話 0138（77）8116　FAX 0138（77）7347

北 見 農 業 試 験 場
〒099－1496
常呂郡訓子府町弥生52　

電話 0157（47）2146　FAX 0157（47）2774

花・野 菜 技 術 セ ン タ ー
〒073－0026
滝川市東滝川735番地 　

電話 0125（28）2800　FAX 0125（28）2299

酪 農 試 験 場
〒086-1153
標津郡中標津町旭ヶ丘７番地

電話 0153（72）2004　FAX 0153（73）5329

【国立大学法人】

帯 広 畜 産 大 学
〒080-8555
帯広市稲田町西２線11番地

電話 0155（49）5216　FAX 0155（49）5229

【国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構】

北海道農業研究センター
〒062-8555
札幌市豊平区羊ケ丘１番地

電話 011（851）9141　FAX 011（859）2178

北海道農業研究センター
芽 室 研 究 拠 点

〒082-0081
河西郡芽室町新生南９線４

電話 0155（62）2721　FAX 0155（61）2127

（「農業新技術2020」に研究成果を掲載した主たる研究機関を中心に紹介しています）
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